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要 約 
 

1. 調査の背景及び目的 

キルギス共和国（以下「キルギス」とする）の経済において農業は最も大きな位置を占め、農

業分野の国内総生産に占める割合は 2011 年においては 22.1%、輸出の約 14%（213 百万 USD）を

占めている。キルギスにおいては人口の 66%が農村部に居住し、労働人口の約半分が農業に従事

しており、農業はキルギスの持続的な経済発展と成長に大きな役割を果たしている。しかしなが

ら、農業従事者の所得は他のセクターの労働者と比較すると、その 35～50%程度相当と低い水準

にとどまっている。その結果として、農業従事者の大半は貧困線以下で生活を送っており、農村

部における貧困削減は大きな課題となっている。 

キルギスにおいては、1991 年の独立後、協同組合農場（コルホーズ）と国営農場（ソホーズ）

が解体され、農地は世帯構成数に応じて個々の農家に分配され、細分化された小規模な自営農の

所有となった。独立後に行われた農地の私有化を伴う農業・土地改革は投入の細分化、高コスト

化、金融アクセスへの崩壊、国家買い上げ制度の廃止による市場への効率的なアクセスを失うな

どの大きな負の結果をも招くこととなった。その結果、効率性を欠いた小規模農業がキルギスに

おける農業の主流となっている。 

キルギス国内の農業機械のほとんどが機齢 20 年を超え、今後老朽化によって稼働台数は年々減

るものと考えられる。農業機械の不足から、収穫期など適期作業が行えず、当面の農業収益を上

げる方法として農業機械の更新・新規導入は重要である。また、農業省は農業開発戦略の主要政

策の１つとして農業機械化促進を掲げており、国営の商業銀行を通じた農家に対する低利子での

農業機械購入のためのローン事業等を近年開始している。したがって、農業機械化が進むことは、

農作物生産増大による農家の収入増加及びそれによる農産品の輸出促進による経済の活性化につ

ながることが期待される。 

このような状況に鑑み、キルギス国での農業機械化政策及び同制度の現状と課題、農家の農業

機械化へのアクセス状況（特に政府機関による農家向けの農機購入ローン等の金融制度）、農業

機械市場及び保守管理の現状を明らかにし、日系農業機械メーカー（以下「日系メーカー」とす

る。）の進出の可能性やそのための課題を踏まえつつ、今後の「キ」国における農業機械化推進

に向けた政策・制度面及び実施面での問題分析並びに JICA の協力の方向性策定に必要な基礎的な

情報の収集を行うものである。 

 

2. 調査結果概要 

各分野からの課題を以下に整理する。 

 調査時、農業機械化政策は策定に至っておらず、2014年1月就任した新農業大臣のもと現在、

準備作業を行っている。国家開発戦略の中の農業セクターの戦略でリーシングを促進するこ

とが明記されている。 

 1991 年の独立以降の約 20 年間で、農業機械、特に最も多く使われているトラクタ台数は 3

万台強から 2 万台強に減少している。 

 農業機械は現金、リーシング、ローンで購入され、トラクタでは価格、仕様、部品供給体制、

維持管理の容易性からベラルーシ製（80 馬力、約 200 万円）、中国製（220 万円、90 馬力）

が多い。数は少ないが高出力の欧米製トラクタ（例 220 馬力、1,600 万円）を導入する大規

模農家もいる。 
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 農業機械の更新が進まないため、中古市場への供給が少なく、古くても価格が高い。 

 耕作面積が少ない稲作向けなどの農業機械の情報が農家に入りにくい。 

 2011 年以降、国営銀行のアイルバンクによる低利のリーシングが開始され販売台数は増加傾

向にあるものの、原資不足から審査を終えてもトラクタを受領できない農家が 2014 年 1 月

で 150 件いる。 

 価格がトラクタの 4 倍するコンバインのリーシング条件が、トラクタと同じであるため、コ

ンバインのリーシング件数が少ない。 

 農業機械を全額現金で購入できる大規模農家も現れてきている。 

 リーシング審査では、現在の資産や財務状況に重点が置かれ、リーシング開始後のサービス

や適期作業による収入増などが十分に考慮されていない。 

 ビシュケク市のメーカー販売店では、部品在庫、移動修理車を備えて、全国各地への修理対

応を行っている。 

 ベラルーシ製、中国製トラクタの部品は、販売店で純正品が入手できるほか、バザールでも

純正品、安価な非純正品が入手できる。 

 農家自身による修理・分解整備は適正に行われず、能力を落としている可能性がある。 

 農家の栽培技術や農業経営に関する知識、技術、経験が少ない。 

 老朽化した収穫機での収穫損失が 30％と高いため、低い収量が更に低くなっている。 

 収穫後処理や加工施設、貯蔵施設がないため付加価値を高められない。 

 機械台数の減少、機械サービス料金の高さから、サービスにアクセスできない農家もいる。 

 地方の職業訓練校や専門高等学校では、機材の老朽化などで生徒のニーズに応えられず縮小、

閉講する農業分野の学科がある。 

 灌漑施設の老朽化で、不安定な天水による耕作地が多く、収入が安定しない。 

 

3. 農業機械化における開発の方向性 

上記課題から導き出されるキルギスの農業機械化における開発の方向性は、「農業機械の質（作

業効率）の向上と、量（台数）の増加によって農業生産性を向上させる」である。言い換えれば

「作業効率の低い古い機材の更新と、不足機材の新規導入を加速させ、農業生産性を向上させる」

ことである。これにより、農業機械の台数減少傾向を止め、適期作業、収穫損失低減、耕作面積

の拡大が可能となり、かつ狭小農地が多い地域での小規模農家の機械サービスへのアクセスを改

善することで、セクター目標である「農業生産量の向上」、「生産効率の向上」、「小規模農家

の社会問題の解決」にも貢献することできる。 

現在、大規模農家を除けば農業機械の更新・新規導入の柱となっているのは、リーシング事業

であり、今後もその役割は継続すると思われる。ただし、現在のレベルでは十分な台数を供給す

ることはできないため、事業を拡大する必要がある。また、リーシング事業そのものだけではな

く、農業省や農家、金融機関を含め、いくつかの課題も残されている。以下、緊急性がありかつ

重要な諸課題の対応策を抜き出して示す。 

 

農業機械化促進体制・制度の強化 

調査時点では農業施策において、リーシング事業の推進と PPP による農業機械化促進に関する

項目以外の重点施策がなかった。今後、政府として農業機械化を推進するにあたって関係省庁、

民間、ドナー、NGO など関係者に、誰が、いつまでに、何を、どのように進めていくかを広く知

らしめ協力を仰いでいくためには、基となる農業機械化政策の策定は必須である。また、それを
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実施してく組織体制、特に人員の確保、人材の育成に取り組まなければならない。 

農業機材や施設は投入材の１つであり、種子、肥料、農薬などの他の投入材における民間の供

給体制や、栽培技術普及、農業経営改善などの省内他部局との連携、人材育成に関わる他省庁と

の連携も活発化させる必要がある。 

 

リーシング事業の強化 

2011 年に国営銀行であるアイルバンクで農業機械のリーシングが開始されて以降、農業機械の

更新は順調に進んでいるものの、原資不足、人材不足、リーシング条件の厳しさ、審査方法など、

リーシング事業を加速させていくためには課題が残っている。2013 年はアイルバンクの原資不足

で、2014 年 1 月で 150 件が審査を終えて機材を待っている。また、現在、リーシング機械の中心

はトラクタであるが、その条件でもリーシングを受けられる層は限られている。条件の緩和や審

査方法を検討することで、回収率を落とさずに受益層を広げていく工夫が必要である。 

将来的に需要はトラクタからコンバインハーベスタ（以下「コンバイン」）に移行していくと

思われるが、トラクタと同じリーシング条件では高額なコンバインのリーシングを増やすのは容

易ではない。これもリーシングの条件を緩和するなどの対応が必要となる。さらに南部などの狭

小農地が集中する地域でトラクタやコンバインで機械サービスを行う計画がある場合には、税金

の優遇措置をとるなどして、小規模農家が機械サービスにアクセスしやすい状況を作ることも検

討が必要である。 

早急に更新が必要な 20 年を超えるトラクタ台数に不足している台数を加えると、全国で約

25,000 台のトラクタが更新、新規導入される必要がある。これを 10 年間で更新・新規導入を行お

うとすれば、トラクタだけで年間 2,500 台のリーシング契約が必要となるが、アイルバンクが 2013

年にリーシングしたトラクタ台数は約 650 台（計 1,300 万ドル）のみである。よって年間 2,500 台

のリーシング事業をアイルバンクだけで賄おうとすれば、原資も人材も 4 倍程度必要になること

になる。民間商業銀行もリーシング事業を行っているが、アイルバンクよりも年利で 15％程度高

いことから利用できる農家は少ない。リーシング事業を拡大するためには、最低でもアイルバン

クと同じ条件でリーシングができるよう利子補填により農家を支援し、民間商業銀行の資源（原

資、人材）も活用していくことも検討すべきである。審査に係る人材の育成と同時に、ドナーか

らの低利融資でリーシング原資の増資も必要である。 

また、リーシングの審査時に、機械を使ったコスト削減、適期作業による機会損失の低下や、

リーシング機材を使用した農業機械サービスによる収入増は審査対象とされていない。このよう

な投資後の経営計画も含めた審査を行うことで、リーシング利用者の拡大が可能となる。 

さらに、天水栽培を行う農家が安心してリーシングを行えるような、農業保険などの金融商品

の開発、提供も検討すべきである。 

 

農家の能力強化 

リーシングを受けるには 3 年間の黒字経営が必要で、さらに前払金 30％を払えば担保が不要と

なる。現在の条件でリーシングを受けられない農家の中にも、栽培技術を改善して収益を増やす、

栽培作物の選定や経営を見直すなどして、リーシングを受けられるような経営状態を作り出すこ

とは可能と思われる。このような農家を対象とした栽培技術、経営技術の普及を行うことでリー

シング利用者の拡大を図る必要がある。 

ほとんどの農家は自分で部品を購入し、機械の修理や整備、なかにはエンジンのオーバーホー
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ルまで行う農家もいるが、適正な知識・技術・経験・工具がなければ機材の能力を下げてしまう

こともある。農家に対するこのような運転技術や整備技術の訓練を行うことができれば、本来の

機械の能力を維持して作業効率を落とさずに使い続けることが可能となる。 

キルギスには公的な農業普及サービスはないが、幸い職業訓練校や高等専門学校が各地にあり、

農業や農業機械に関する科目も機材を使った授業も行っている。このような施設・組織の強化を

図り、農業従事者向けの農閑期短期コースを設置して、農家の栽培技術、整備・修理技術の向上、

また経営能力の向上を図っていくことも検討すべきである。 

 

安定的な収量確保のための基盤整備の強化 

灌漑施設の老朽化による機能低下により、天水に依存する農地が増えている。農家の農業収入

向上及び安定化のためにも、老朽化した施設の適切な維持管理と改修は必要である。 
 

3.1 我が国の協力の方向性 

我が国の協力の方向性については、基本的には前述した開発の方向性に沿う形で進めるのが適

当である。支援する側のリソースの問題もあるが、以下に可能性のある分野を示す。 

(1) 農業機械化促進体制・制度に対する技術協力（専門家派遣、研修） 

(2) リーシング原資の増資とリーシング制度への助言（有償資金協力、専門家派遣、研修） 

(3) リーシング機材への 2KR 機材の投入 

(4) リーシング以外の農業金融、農業関連保険制度への支援（専門家派遣、研修） 

(5) 農家の営農（栽培技術・経営能力）改善に対する支援（技術協力プロジェクト） 

(6) 人材育成機関の研修機材の更新（草の根無償） 

(7) 灌漑インフラの維持管理機材もしくは、改修に対する支援（有償・無償資金協力） 

 

農業機械化促進の方向性と我が国の協力のイメージ図 
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我が国の協力における支援内容 

支援 支援方法 支援内容 

農業政策への助

言 

専門家派遣  農業機械化政策を含む、農業政策策定への助言 

 キルギス側の日本の ODA の理解を深める 

 日本 ODA 案件要請内容の精査・助言 

 農業分野の ODA 案件の広報 

栽培技術・農業

経営改善 

技プロ、専門家

派遣、研修 

 農家の栽培・収穫後処理・貯蔵技術を調査（課題抽出、

対策検討） 

 農家の経営・財務状況を調査（課題抽出、対策検討） 

 農産物市場の調査（域内、州都、都市、国外） 

 農家への経営目標・経営計画の作成指導（ターゲット市

場、商品（農産物）、販売方法、必要機材、投資分析）

 各種記録（栽培、帳簿）作成指導 

 栽培技術・経営指導 

金融政策助言 専門家、研修  農業機械リーシング事業における農家の経営環境に合

った適切なリース条件、機械サービスへの優遇措置の内

容、審査内容・基準等への助言 

農業金融商品開

発・助言 

専門家、研修  農業保険、農業ローンの商品の改善・開発提案 

職訓校向け農

家、維持管理研

修用機材整備 

草の根無償  職訓校における農家向けの農業技術、農業機材の整備・

維持管理のための研修用機材（手工具、専門工具、測定

用機材、溶接機等の整備、修理用簡易機材）の整備 

灌漑施設維持管

理用機材供与 

無償資金協力  灌漑施設の維持管理必要な建設機械等の機材の供与 

 老朽化した灌漑施設の改修 

灌漑施設の改修 無償資金協力 

有償資金協力 

 老朽化した灌漑施設の改修 

3.2 日系メーカー進出の可能性 

どのような機材を市場に投入するにしても、キルギスのみを市場と考えた場合、国全体の市場

規模が小さいためメーカー側の投資（販売促進、販売店ネットワーク構築、スペアパーツ供給体

制、アフターサービス提供体制）回収は難しいと思われ、隣国のカザフスタンや周辺国も市場と

据えて検討する必要がある。 

また、機材の能力（作業精度、作業効率、燃費等）を確認するため、またそれをデモンストレ

ーションするためにも、他のメーカー同様、農業機械展示会などの機会を利用しキルギス国内に

機材を持ち込み、現地の営農条件で試験を行ってみる。そのような活動で政府の支援は可能と思

われる。 
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 情報収集・確認調査の概要 1.

 調査の背景 1.1

キルギス共和国（以下「キルギス」とする）の経済において農業は最も大きな位置を占

め、農業分野の国内総生産に占める割合は 2011 年においては 22.1%、輸出の約 14%（213

百万 USD）を占めている。キルギスにおいては人口の 66%が農村部に居住し、労働人口の

約半分が農業に従事しており、農業はキルギスの持続的な経済発展と成長に大きな役割を

果たしている。しかしながら、農業従事者の所得は他のセクターの労働者と比較すると、

その 35～50%程度相当と低い水準にとどまっている。その結果として、農業従事者の大半

は貧困線以下で生活を送っており、農村部における貧困削減は大きな課題となっている。 

キルギスにおいては、1991 年の独立後、協同組合農場（コルホーズ）と国営農場（ソホ

ーズ）が解体され、農地は世帯構成数に応じて個々の農家に分配され、細分化された小規

模な自営農の所有となった。独立後に行われた農地の私有化を伴う農業・土地改革は投入

の細分化、高コスト化、金融アクセスへの崩壊、国家買い上げ制度の廃止による市場への

効率的なアクセスを失うなどの大きな負の結果をも招くこととなった。その結果、効率性

を欠いた小規模農業がキルギスにおける農業の主流となっている。 

農業・土地改良省（以下「農業省」とする）による統計データ（2013 年）によれば、キ

ルギス国内の農業機械の 87%が機齢 20 年を超えた老朽化したものである。キルギスにある

約 20,000 台のトラクタのうち、20 年以上経過しているものは 17,000 台、比較的新しい機材

としては、我が国のノンプロジェクト無償資金協力と貧困農民支援（旧食糧増産援助）（以

下「2KR」とする）による直接支援が 842 台、中国の無償資金協力によるものが約 2,500 台

である。農業機械の不足から、収穫シーズンなど季節的に重要な作業が行えず、全体の農

業収穫の 30%をロスしているとの FAO の調査によるデータもあり、当面の農業収益を上げ

る方法として農業機械の拡充は重要である。農業省によると、1995 年から 2009 年に調達さ

れた農業機械の合計は 5,252 台（含むアタッチメント機材）で、そのうちトラクタが 2,870

台となっている。農業機械関連の海外からの資金協力は、中国による無償資金協力が第 1

位、日本が第 2 位、残りは世銀、アメリカ、トルコ等のドナー資金となっている。これら

の支援における調達機材は、ベラルーシ製やポーランド製などが多いが、近年では USAID

の支援などでドイツ製やアメリカ製も入りつつある。これはトラクタで見ると必要数の約

10%程度であり、現在稼働している農業機械の多くは旧ソ連時代のもので、今後稼働台数は

年々減るものと考えられる。 

JICA はこれまでキルギスの農業開発分野において、「営農改善及び農畜産物加工業振興

計画調査」（2004-2007）、「バイオガス技術普及支援プロジェクト」（2007-2011）、地域
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別研修「中央アジア・コーカサス地域 農業機械化システム」（2009-2013）、「輸出のた

めの野菜種子生産振興プロジェクト」（2013-実施中）「有機農業普及プロジェクト（草の

根技協）」（2013- 実施中）を実施してきた。また我が国は、1994 年より 2002 年までノン

プロジェクト無償資金協力、および 1996 年から 2005 年まで貧困農民支援（旧食糧増産援

助）無償資金協力を通じ、総額約 100 億円規模で農業機械・燃料・肥料等の支援を実施し

たが、現在はキルギス側の見返り資金の低い積立等の理由により中止されている。 

また、農業省は FAO の支援により作成中の農業開発戦略の主要政策の１つとして農業機

械化促進を掲げており、これまでの農業省自身による農業機械の調達・農家への貸付・回

収を改め、国営の商業銀行であるアイルバンクを通じた農家に対する低利での農業機械購

入のためのローン事業等を近年開始した（我が国の 2KR の見返り資金も活用されている）。 

このような状況の下、キルギスの農業機械化が進むことは、農作物生産増大による農家

の収入増加及びそれによる農産品の輸出促進による経済の活性化につながることが期待で

き、JICA の「キルギス支援方針（農業及び農業関連産業を主とした輸出産業の育成のため

の「農業・ビジネス振興」）」にも合致する。更に、農業機械化にかかる政府の政策、方

針の全体像、農業機械の新しい調達・貸付の制度的妥当性、農村における現状等の基本的

な情報を収集・分析することで、今後の協力アプローチの検討を効果的に進めることが期

待できる。 

 

 調査の目的 1.2

本調査の目的は、「1.1 調査の背景」に鑑み、キルギスでの農業機械化政策及び同制度

の現状と課題、農家の農業機械化へのアクセス状況（特に政府機関による農家向けの農業

機械購入ローン等の金融制度）、農業機械市場及び保守管理の現状を明らかにし、日系農

業機械メーカー（以下「日系メーカー」とする。）のキルギスへの進出の可能性やそのた

めの課題を踏まえつつ、今後のキルギスにおける農業機械化推進に向けた政策・制度面及

び実施面での問題分析並びに JICAの協力の方向性策定に必要な基礎的な情報の収集を行う

ものである。 

 

 調査の実施方法 1.3

調査の流れを図 1−1 に示す。調査は、いくつかのアプローチを組み合せ実施した。具体

的には、以下に示す調査に基づき、調査団は現況を確認、課題を分析し、政府、ドナー、

民間セクターの現在の対応を考慮し対応策を検討した。最後に、キルギス政府の農業セク

ターにおける開発方針を踏まえ農業機械化の開発方向性の検討を行った。 
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図 1-1 調査における作業フロー 

(1) 文献調査および基礎情報と既存データの分析 

調査団は、農業省、財務省、教育科学省、労働・移住・青年省、国立農業大学、他ドナ

ー、銀行、農業機械販売店、部品販売店を訪問し、各種報告書、計画、法規、統計情報、

価格情報等を収集、その他文献・資料等をレビューし、分析を行った。 

(2) 現地調査 

上記の文献およびデータのレビューと分析に加えて、実際の現況を理解する目的で現地

調査を実施した。現地調査において、調査団はチュイ州、タラス州、オシュ州を訪れ、州

農業局、地区農業担当、農業機械向けリーシング事業1を行っている銀行、農家、農業法人、

農家組合からの聞き取りを行った。調査内容は、栽培状況、保有機材、機材の利用状況、

維持管理状況、サービス状況、部品の入手状況等についてである。 

(3) 調査補助員を活用した質問票調査 

調査団員が訪問できなかった地域を含め、全国 7 州において、各州 10~12 件（合計 72 件）

                                                      
 
1 一般的なリーシングは、リース会社が、企業等が選択した機械設備等を購入し、その企業に対してその

機械設備等を比較的長期にわたり賃貸する取引をいう。しかし現在キルギスで行われている農業機械購入

を目的としたリーシングは、銀行（リース会社に相当）が、農家が選択した農業機械を購入し、農家に対

してその農業機械を貸与する点は同様だが、農家は使用料を支払うというより、農業機械購入代金を分割

払いするという形をとる。そのため完済すると農業機械の所有権は銀行から農家に移転し、農業機械が銀

行に返却されることはない。 

現状確認 

課題抽出・整理

対応策検討

開発の方向性

農業セクターにおけ
る政府の開発方針 

政府・ドナー・民間の
課題への対応状況 

農業・農業機械
化の現状（統計、
報告書、聞き取
り、質問票） 
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の農家を対象とし、栽培状況、保有機材、機材の利用状況、維持管理状況、サービス状況、

部品の入手状況、今後の機材導入についての情報を収集する目的で、現地調査補助員を雇

用し質問票調査を実施した。対象は中小規模農家で、その中から機材保有農家、機械サー

ビス受益農家、機械未利用農家を、地区、村の関係者の協力を得て選定し実施した。大規

模農家については、別途調査団で聞き取りを行った。 

(4) データの取りまとめと分析 

収集した基礎情報及び上記調査の結果は、市場、保守管理、金融の 3 つのサブセクター

ごと、農業機械化に関わるステークホルダーごと、課題の抽出を行った。また、各課題に

対し、対応策を検討しキルギス政府の農業セクターにおける開発の方向性を踏まえて、協

力の方向性を検討し支援内容として取りまとめた。 

 

 調査体制・調査期間 1.4

調査団は 6 名で構成した。以下に調査団員と担当分野を示す。 

「総括／農業政策」 工藤泰暢（㈱タスクアソシエーツ） 

「農業機械市場調査」 小林聖仁（㈱片平エンジニアリング・インターナショナル） 

「農業機械保守管理調査」 山口浩司（㈱タスクアソシエーツ） 

「金融制度」 鈴木雅子（㈱片平エンジニアリング・インターナショナル） 

「農村社会調査／業務調整」 波多野衛（㈱タスクアソシエーツ） 

「通訳（露語）」 アブディカディロフ・ラスルベク 

（㈱片平エンジニアリング・インターナショナル） 

 

現地調査期間は、2014 年 1 月 9 日から 2 月 27 日までの 50 日間で、ビシュケク市、チュ

イ州、タラス州、オシュ州での現地調査（農家、農協、販売店、修理業者、銀行等）の他、

調査補助員による質問票調査を全 7 州（各州 10〜12 件）で実施した。また、隣国カザフス

タンのアルマトイにおいて、農業機械販売店や日系商社を訪問し、関連情報の収集を行っ

た。  
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 キルギス農業セクターの概要 2.

 自然条件 2.1

キルギスは、ユーラシア大陸中央部の北緯39度～44度、東経69度～81度に位置し、その

国境は、中国（東部）、カザフスタン（北部）、ウズベキスタン（西部）、タジキスタン

（南西部）に接する内陸国である。また、国土面積およそ19万9,900㎢（日本の約半分）の

うちおよそ94%は標高1,000m以上、40%は標高3,000m以上の山岳国でもある。海抜 1,500m 

以下の土地は全土の約1/6 で、湿気をもつ風を受ける北方の裾野地帯と、南西方のフェルガ

ナ盆地の辺縁地帯とである。森林地帯は全国土の3%を占めるに過ぎない。 

キルギスの気候 

キルギスの気候は、全般として大陸性乾燥気候にあり、降水量は少なく、年較差および

日較差が大きく、夏は高温で冬は厳しい冷え込みとなる。海抜高度約2,000m までは半砂漠

及びステップで、それ以上は亜高山の植物帯となり、約3,000m 以上では高山の草地になる。

前述の通り多くの土地が標高1,000m以上であり、なおかつ南西にパミール・アルタイ山脈、

北東に天山山脈を有していることから、地域によっても寒暖の差が大きい。 

キルギスの年間平均降水量は553mmだが、気温と同じく地域差が大きく、フェルガナ盆

地の年間平均150mmから山岳地帯の1,000mmまでと幅広い。州別に見ると、チュイ州、タラ

ス州、オシュ州において、降雨は主に春先の2～5月の間に発生し、夏場が乾季となるが、

山岳地域の多いイシククリ州、ナリン州は春から夏にかけて雨季で、冬場11月～2月にかけ

て乾季となる。このような夏場の降水量の逆転現象は高山気候の特徴であり、これらの地

域では多雨冷涼の気候を活かし、夏場に高地で家畜の放牧が行われる。農業に関しては、

いずれの州においても降水時期が限られており、天水での農業は制約が大きい。 

キルギスの土地利用状況 

キルギスの土地利用の現状は、表2-1の通りである。国土面積19万9,900㎢（1,999万ha）の

うち休耕地や未耕作地を含めて耕作可能地は、127万6,800ha（2013年）あり、全国土の6.4%

を占めている。各州の面積と耕地面積を見ると、山岳地帯の多いナリン州やイシククリ州

は耕作可能地域が少ないことから、国土面積に占める土地面積の割合と比較して低い値と

なっている。一方チュイ州は州の広さは国土の10%程度に過ぎないものの、耕地面積は全国

の3割を超えている。このためチュイ州では南部や山岳部と比較して一人当たりの土地面積

が広く、比較的大規模な土地利用が行われている。しかしながら先にも述べた通り、キル

ギスの国土の大部分は山岳地帯であり、大規模に耕作できる平地は極めて限られているの

が現状である。 
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表 2-1 州別土地利用状況（2013 年） 

 
出所：農業省 

 農業セクターの位置づけ 2.2

 農業セクターの動向 2.2.1

2012 年のキルギスにおける 1 人当たりの国民総所得は 2,230USD であり、近年は着実に

増加傾向を示しているものの、他の中央アジア諸国と比較してもタジキスタンに次いで二

番目に低い値となっている（表 2－2 参照）。国際連合はキルギスを、国土が海から隔絶さ

れ地勢的に開発に不利な途上国である、内陸開発途上国（LLDC: Landlocked Developing 

Country）として特別な開発ニーズを有する国として定めている。2011 年、キルギスにおい

て 1 日 1.25USD の貧困ライン以下で生活する人口は全人口の 5.0%、2USD 以下では 21.6%

と 1995 年の 22.9%（1.25USD 以下）、45.8%（2USD 以下）よりは大きく減少しているもの

の、依然として国民の 5 人に 1 人が貧困状態で生活している。さらに、農村部においては

この数値は 40.4%とさらに高い数値になることから、貧困の状態は一様でなく農村部に貧困

が集中していることがわかる2。 

表 2-2 キルギス 1 人当たりの国民総所得と近隣の中央アジア諸国との比較 

（単位:USD） 

国名 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

キルギス 1,610  1,660 1,780 1,970 2,110 2,150 2,070  2,180  2,230 

カザフスタン 7,240  7,850 8,690 9,510 9,650 10,010 10,440  11,070  11,780 

ウズベキスタン 1,830  2,000 2,170 2,520 2,810 2,930 3,120  3,390  3,670 

タジキスタン 1,270  1,370 1,480 1,630 1,770 1,800 1,890  2,040  2,180 

トルクメニスタン 4,060  4,430 5,230 5,890 6,630 6,940 7,390  8,260  9,070 

出所：World Bank, “World Development Indicator” 

                                                      
 
2 World Bank, “World Development Indicator” 

面積
(1000ha)

全国に

占める

割合(%)

面積
(1000ha)

全国に

占める

割合(%)

面積
(1000ha)

全国に

占める

割合(%)

面積
(1000ha)

全国に

占める

割合(%)

面積
(1000ha)

全国に

占める

割合(%)

面積
(1000ha)

全国に

占める

割合(%)

全国 19,990 1,276.8 1,170.4 4.4 2.8 100.4

チュイ 2,020 10.1% 419.4 32.8% 406.2 34.7% 1.2 27.5% 2.0 71.4% 10.1 10.1%

タラス 1,140 5.7% 117.5 9.2% 103.4 8.8% 0.0 0.2% 0.4 14.3% 14.0 13.9%

イシククリ 4,310 21.6% 191.3 15.0% 176.3 15.1% 0.5 11.4% 0.04 1.4% 14.5 14.4%

ナリン 4,520 22.6% 121.0 9.5% 102.4 8.7% - - 0.1 3.6% 18.5 18.4%

オシュ 2,900 14.5% 188.5 14.8% 175.1 15.0% 2.0 45.5% 0.2 5.4% 9.6 9.6%

ジャララバード 3,370 16.9% 165.5 13.0% 146.3 12.5% - - 0.04 1.4% 19.5 19.4%

バトケン 1,700 8.5% 73.6 5.8% 60.7 5.2% 0.7 15.9% 0.03 1.1% 14.3 14.2%

耕作放棄地総面積 耕地面積 栽培面積 休耕地
多年生牧草

栽培地
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GDPに占める農業セクターの割合は図 2－1に示す通り 1990年には 30%、1995年には 40%

を超えていたが、近年では減少傾向にあり、2010 年には 19%となっている。しかしながら、

2008 年の労働人口では依然として 34%の人口が農業に従事しており（表 2－3）、この国に

おいて農業セクターは多くの雇用吸収力を持ち、同国経済を支える基幹産業であると言え

る。 

 
出所：World Bank, “World Development Indicator” 

図 2-1 GDP に占める産業別割合(%) 

 

表 2-3 産業別労働人口割合 
(%) 

産業 1990 1995 2000 2005 2008 

農業 32.7 47.2 53.1 38.5 34.0 

工業 27.9 16.7 10.5 17.6 20.6 

サービス業 39.4 36.1 36.5 43.9 45.3 

出所：World Bank, “World Development Indicator” 

 

 農業生産の動向 2.2.2

キルギスは国土の大部分を山岳地帯及びステップ地帯が占めていることから、古くから

家畜の放牧が行われてきたが、旧ソ連からの独立以降、政府は国の食料自給率向上と過度

の放牧による環境破壊を防ぐため、標高の低い地域においては積極的にコムギの生産を行

うように奨励してきた。独立後の生産量の落ち込みを経て順調に生産量の増加を示してい

たが、1990 年代後半から徐々に生産量の落ち込みを見せ、農地改革による小規模農家の増
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10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 1995 2000 2005 2010

サービス業

工業

農業



8 
 

大が引き起こす構造的な問題を浮き彫りにした。このコムギの生産に呼応する形で、より

収益性の高いオオムギやトウモロコシへの転換が進んだ。また、換金作物である綿花やビ

ート、タバコなどの栽培地域は、作物の買い取り価格の低下と肥料など農業投入財の価格

上昇により、野菜や果物への転作が近年では進んでいる。 

2002 年以降、キルギスの農業生産は停滞状態にあり、GDP に占める農業の割合は 2000

年の 34%から 2010 年には 20%を下回るまで減少している（図 2－1）。農業はキルギスの基

幹産業であるにもかかわらず、国内生産による農産物供給は国内の需要を満たすには至っ

ておらず、多くの農産物の消費量はその生産量を大きく超過しており、他国からの輸入に

依存する体制で成り立っている（表 2－4 参照）。食料の輸入は国内の食料需要増加に伴っ

て増加しており、カザフスタンからのコムギ及び小麦粉、中国からの果実類、ロシアから

の牛乳・乳製品が主たる輸入品目として挙げられる。キルギスの耕作可能地の 60%以上を

占める穀物生産は 2004 年以降 18%減少しており、カザフスタンを中心に安価なコムギが国

内に流入し、その輸入量を増加させている3。近年の農産物の輸出傾向としては、ロシア向

けの野菜・果物とカザフスタン向けの牛乳・乳製品が増加してきている。旧ソ連時代にフ

ェルガナ盆地周辺で奨励された綿花栽培は、2003 年頃まではキルギスの農産物輸出の大部

分を占めていたが、近年では急激な落ち込みを見せている。また、ロシア及びカザフスタ

ン向けの肉牛・家禽類も主要な輸出品目であったが、両国がキルギスからの輸入に対して

衛生規制を設けたことで輸出量が大幅に減少している。しかしながら、中国やカザフスタ

ンとの統計上に現れない国境貿易も実際は相当量行われていることから、これらの規制品

目も実際は多く流通しており、農産物および食料の輸出入は表 2－4 の示す数倍の規模のも

のであると推察される。 

 

表 2-4 農産物・食料品の輸出入 

（100 万 USD） 

 2007 2008 2009 2010 

輸出 201.2 218.6 188.2 165.1 

輸入 376.5 538.7 506.6 426.2 

輸出入差額 -175.3 -320.1 -318.4 -261.1 

出所：FAO, 2011, “The Kyrgyz Republic Opportunities and challenges to agricultural growth” 

 

                                                      
 
3 FAO, 2009, “The Kyrgyz Republic, Farm mechanization and agricultural productivity”  
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州別の農業生産動向 

キルギスは7州と2つの特別市から構成されている。以下に各州の農業生産の概要を述べ

る（表2－5、2－6参照）。 

チュイ州はキルギスにおいて最も農業生産の盛んな地域で、カザフスタンとの国境付近

の平野部の地形を活かして農業生産が行われている。コムギ、オオムギ、トウモロコシ、

野菜の生産量は全国で最も多く、単収も他州より軒並み高いレベルにある。耕地面積は全

国の 32%を占めるが、農家数は全体の 17%に過ぎないことから、1 農家当たりの面積が他州

と比較して広く、比較的大規模な農業が行われている。また、ビシュケク市都市部及びカ

ザフスタンへの乳製品の供給を背景に、家畜類、特に牛・ヤクの飼育も盛んに行われてい

る。 

タラス州はコムギ、テンサイ、ジャガイモ、野菜、タバコ、牧畜などを中心とした農業

形態である。近年では特に輸出用のシロインゲンマメの栽培が盛んで、コムギなどの主食

作物と比較して高い現金収入を得られることから、多くの農家が積極的に栽培を行ってい

る。また、ジャガイモは生産量全国二位で単収も高いレベルにある。 

イシククリ州は、コムギ、ジャガイモ、テンサイ、野菜、リンゴの栽培が多い。ナリン

州と同様に比較的標高の高い土地であるため、コムギ、オオムギ、ジャガイモという高地

に適した作物と牧畜中心となっている。特にジャガイモ栽培は他州と比較しても圧倒的に

多く、生産量・面積全国一位で単収も多い。 

ナリン州は、コムギ、ジャガイモ、野菜を栽培。高地に位置することから気候的、土地

的制約が多く、耕作地が限られていることから馬、羊、山羊を中心とした牧畜が多く、肉

とウールが特産品となっている。また、家畜の飼料用のオオムギ栽培が比較的多く行われ

ている。 

南部は北部と比較して栽培品目が多く、オシュ州は、コムギ、綿花、タバコ、野菜、果

樹（リンゴ、ベリー類）、コメなどを栽培している。標高の高い場所では栽培されないト

ウモロコシは生産量・栽培面積全国三位で単収は他州よりも高い。人口の多いオシュ市が

あり、市場へのアクセスも容易なため、農業機械保有台数はチュイ州に次いで多い。 

ジャララバード州は、コムギ、綿花、タバコ、ジャガイモ、野菜、ブドウ、油糧種子作

物などを栽培しており、畜産（特に羊・山羊、畜牛）も盛んである。フェルガナ盆地に位

置し、温暖な気候を背景に野菜や果樹の栽培が近年では積極的に行われている。耕地面積

は全国の 13%ながら、農家数は全国の 25%を占め、一人当たりの農地面積が小さく、小規

模農家が多い。 

バトケン州は、一人当たりの農地面積が少なく、タバコ、綿花、トウモロコシ、コメ、

ブドウ、アンズ、コムギなどを栽培。特に果樹の生産は全国一位で、気候風土と限られた

農地を活かして栽培が行われている。  
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表 2-5 各州の基本指標比較 

  

注 ビシュケク市およびオシュ市の数値はそれぞれチュイ州、オシュ州のデータに含まれる 
出所：国家統計局、農業省 

 

表 2-6 各州の主要作物生産状況（生産量、栽培面積、単収） 

 
注 ビシュケク市およびオシュ市の数値はそれぞれチュイ州、オシュ州のデータに含まれる 
出所：国家統計局、農業省 

 

2012年

貧困率

（人） （％） （戸） （％） (1000ha) （％） (1000ha) （％） （％）

全国 5,663,100 100% 357,127 100% 19,995 100.0% 1,170.4 100.0% 37%
チュイ 北中部 1,733,000 30.6% 58,824 16% 2,030 10.2% 406.2 34.7% 17%

タラス 北西部 239,500 4.2% 21,620 6% 1,140 5.7% 103.4 8.8% 40%

イシククリ 東部 453,400 8.0% 31,796 9% 4,310 21.6% 176.3 15.1% 28%

ナリン 南東部 268,000 4.7% 38,391 11% 4,520 22.6% 102.4 8.7% 40%

オシュ 南西部 1,434,500 25.3% 82,146 23% 2,920 14.6% 175.1 15.0% 51%

ジャララバード 中西部 1,076,700 19.0% 89,430 25% 3,370 16.9% 146.3 12.5% 51%

バトケン 南西部 458,000 8.1% 34,960 10% 1,700 8.5% 60.7 5.2% 34%

2013年

人口 農家数 栽培面積州名 地域

2013年 2013年
総面積

生産量
(ton)

栽培面積
(ha)

単収
(Mt/ha)

生産量
(ton)

栽培面積
(ha)

単収
(Mt/ha)

生産量
(ton)

栽培面積
(ha)

単収
(Mt/ha)

生産量
(ton)

栽培面積
(ha)

単収
(Mt/ha)

全国 799,800 377,424 2.119 233,800 123,287 1.896 446,400 74,451 5.996 1,379,200 84,880 16.249
チュイ 366,800 150,867 2.431 154,700 71,633 2.160 139,100 22,555 6.167 34,400 2,526 13.618

タラス 25,600 12,064 2.122 2,400 1,556 1.542 34,500 5,675 6.079 102,500 7,314 14.014

イシククリ 136,900 71,595 1.912 38,700 22,559 1.716 － － － 552,800 32,416 17.053

ナリン 36,200 17,978 2.014 19,600 10,131 1.935 500 94 5.319 80,900 5,762 14.040

オシュ 139,100 67,463 2.062 9,800 6,876 1.425 108,400 16,239 6.675 164,100 10,788 15.211

ジャララバード 62,000 34,755 1.784 2,700 2,896 0.932 125,900 23,234 5.419 267,600 15,673 17.074

バトケン 33,100 22,702 1.458 5,900 7,636 0.773 38,000 6,654 5.711 176,900 10,401 17.008

畜牛 乳牛 豚 羊・山羊 馬 家禽

生産量
(ton)

栽培面積
(ha)

単収
(Mt/ha)

（頭） （頭） （頭） （頭） （頭） （頭）

全国 820,900 42,793 19.183 1,032,472 534,740 10,130 4,260,446 318,014 2,921,587
チュイ 338,600 18,038 18.771 249,939 120,227 48,536 563,647 47,923 1,709,179

タラス 76,800 3,798 20.221 65,353 33,107 789 487,388 23,513 271,319

イシククリ 44,800 2,690 16.654 184,907 93,667 9,015 771,457 81,096 790,532

ナリン 5,700 491 11.609 133,518 70,925 0 916,046 93,232 171,800

オシュ 116,500 6,572 17.727 317,534 161,392 329 988,525 82,862 795,740

ジャララバード 203,300 9,136 22.253 266,614 142,686 374 1,090,140 53,857 848,268

バトケン 35,200 2,068 17.021 119,800 61,690 37 473,993 6,257 256,793

州名

野菜

州名

コムギ オオムギ トウモロコシ ジャガイモ
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 農業セクターの上位計画 2.3

農業セクターにおける農業機械化に関する政策は、調査時において策定には至っていな

い。国レベルの開発戦略ペーパーとして国家協議会が策定した「国家持続的開発戦略

2013-2017」及びキルギス政府が策定した「持続的開発移行のための政府プログラムと計画

2013−2017」によると、農業セクターの目標は以下の4つとなっている。 

- 農産物生産量の向上、生産物品質の改善及び国家食料安全保障の担保 

- 農業生産効率の向上と、農業セクター全体での農産物の競争力向上 

- 農業セクターからの国庫収入の改善 

- 小規模農家の社会問題の解決 

さらに、「国家持続的開発戦略 2013-2017」では、これら目標達成のため 8 つの施策が設

定されており、農業機械化に関しては「農業向け技術サービスの質を改善し、農業生産技

術の近代化のための環境を作る」の施策の中で、「官から民への役割・機能の移譲である

PPP（官民連携）原理に基づく、機械サービスプロバイダーのネットワーク拡大とサービス

の質的改善による農業機械利用へのアクセス向上」を掲げている。また、「政府プログラ

ムと計画 2013−2017」では、「農業生産に必要なサービスとマーケットインフラの供与」、

その具体策として上記戦略の内容と同様の「営農・農業機械購入ローン制度の設立と PPP

方式による機械化ステーションの創設」とある。そして、農業セクターで 24 ある投資プロ

ジェクトの中の 2 つのプロジェクトで「農業機材リースのための基金」として、2.5 百万

USDの支出が2013−2014年に計画されている。これ以外に農業機械化に関する記述はなく、

農業省で確認したところ、2012年にFAOと協力して農業セクターの開発政策を策定したが、

投資計画に具体性がなく政府の承認には至らなかったとのことである。2014 年 1 月に新し

い農業大臣が就任し、大臣の指揮のもと農業省では、改めて農業機械化政策を含む農業開

発政策の策定に向け準備作業を行っているが、承認までの具体的な日程はまだ決まってい

ない。 

 

 農業セクターの組織・役割 2.4

農業省及び農業機械化・電化局（以下「機械化局」）の組織図を図 2-2 及び図 2-3 に示す。

農業省本省の職員数は 70 名、うち機械化局の職員数は 4 名である。その他機械化局に所属

し地区に派遣されている職員が 25 名おり、全国の 7 州、40 地区をカバーしている。 

機械化局は、もともと農業機械の検査や登録を主に担当していたが、2012 年に組織変更

され農業機械化・農村電化局となった。現在の業務内容は以下の通りである。このように

業務内容は多岐にわたるが、予算と人員が限られているため十分に業務が実施されていな
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い。また、組織変更時に登録業務は内務省の国家登録庁（State Registry Agency）に一部の

職員とともに移管された。検査業務は、検査をできる施設がないため現在は行っていない。 

現在の主業務は、政策の実施業務として農業機械のリース事業の実施促進（モニタリン

グ、生産者への広報）、農業機械の現状・需要調査として全国の必要機材の種類とその台

数調査、統計データ収集、ドナーへの支援要請はリーシング原資への支援（韓国、ポーラ

ンドに要請準備中）、機材支援（2KR 申請書準備中）を行っている。また、欧米やトルコ

の農業機械メーカーから積極的な情報提供があり、これらメーカーの機材について販売店

や生産者への農業機械情報の提供も行っている。 

• 農業機械化政策の実施、関連法案の策定 

• 農業機械の現状、需要の調査 

• 課題別プロジェクトの立案とドナーへの支援要請 

• 農業機械の専門家教育・研修（大学・専門学校と協力して整備士、操縦士の育成） 

• 農村電化（小型電気ステーションの提供：水力、太陽熱、風力、バイオガス） 

• 農業機械化に関わる各ドナーへの要請、ドナーからの支援の調整 

• 販売店・生産者への新しい農業機械の情報提供 

• 供給側のメーカー・販売店と協力して新しい農業機械の試験 
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出所：農業省 

図 2-2 農業・土地改良省の組織図 

 

 
出所：農業省 

図 2-3 農業機械化・農村電化局の体制 
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 農業機械化の現状と課題 3.

 農業機械の利用状況 3.1

 農業機械の利用台数 3.1.1

表 3−1 に現在キルギスで利用されている主要な農業機械の台数と不足台数を示す。現存

する機材全体の約 90％は独立前から使用している機材ですでに 20 年以上が経過している。

その中には、記録として残っているものの使われていない機械も含まれており、実際の不

足数はこれより多いと思われる。 

表 3-1 2013 年の農業機械台数及び不足数（台） 

機材名 合計 20 年以上の
農業機械 

20 年未満の
農業機械 必要台数 不足台数

トラクタ 20,369 17,722 2,647 27,953 7,584
コンバイン 2,359 1,882 477 4,830 2,471
コーンハーベスタ 99 99 - 510 411
飼料用ハーベスタ 454 454 - 1,463 1,009
播種機 2,530 2,430 100 4,123 1,593
ティンハロー 1,770 1,770 - 78,274 76,504
カルチベータ 2,272 2,272 - 7,739 5,467
プラウ 7,239 5,646 1,593 5,479 - 
ディスクハロー 191 191 - 2,124 -1,933
トレーラ 8,736 8,561 175 16,773 -8,037
モーア 1,882 1,882 - 2,294 -412
レーキ 617 617 - 1,293 -676
ベーラー 1,054 1,054 - 1,147 -93

計 49,572 44,579 4,992 154,002 106,190
出所：農業省、「必要台数」は機械化局の試算による 

 

各州の主要な農業機械・作業機の保有台数を表 3−2 に示す。ほぼ各州の耕作面積に応じ

た台数の配置になっている。20 年以上が経過している機材が全体の約 90％となっているた

め、独立前のコルホーズ、ソホーズの解体時に地域に配布され、そのまま地域で使用され

ているものと考えられる。 

表 3-2 2013 年の各州の農業機械・作業機台数（台） 

 
全国 チュイ タラス ｲｼｸｸﾘ ナリン オシュ 

ｼﾞｬﾗﾗ 
ﾊﾞｰﾄﾞ 

ﾊﾞﾄｹﾝ 

耕作面積 (1,000ha) 1170.4 406.2 103.4 176.3 102.4 175.1 146.3 60.7
トラクタ 20,369 6,099 1,574 3,477 1,692 3,498 2,914 1,124

  
100 馬力未満 5,379 2,796 3,034 1,662  3,212 
100 馬力以上 754 118 443 30  277 

ツースハロー 17,700 6,675 317 1,376 1,405 3,900 3,668 59
プラウ 7,239 1,947 656 1,592 704 868 1,072 400
播種機 2,530 1,058 153 431 224 376 241 47
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全国 チュイ タラス ｲｼｸｸﾘ ナリン オシュ 

ｼﾞｬﾗﾗ 
ﾊﾞｰﾄﾞ 

ﾊﾞﾄｹﾝ 

カルチベータ 2,272 579 291 275 - 473 570 84
ブロードキャスタ 286 154 32 38 20 - 27 15
ｽﾌﾟﾚｰﾔ、花粉交配機 429 240 39 96 14 14 26 -
移植機 510 301 39 105 - 31 15 19
レーキ 617 219 48 106 126 81 37 -
ベーラー 1,054 515 34 170 123  72 48
飼料用ハーベスタ 454 396 23 33 -  - -
トレーラ 8,736 2,966 647 1,358 910  1,286 515
コンバイン 2,359 889 149 553 269  206 54
ポテトディガー 403 43 31 310 8  - 3
種子選別機 462 19 119 43  29 12

出所：農業省 

コンバインハーベスタ（以下「コンバイン」）の作業対象となるコムギ、オオムギの栽

培面積とコンバインの台数を比較した結果を表 3−3 に示す。コンバインの作業効率を 250ha

／月、収穫期間を 1 ヶ月とした場合、1 千 ha 当たり 4 台のコンバインが必要となるが、オ

シュ州でわずかに、バトケン州では需要の半分以上不足していることになるが、現地調査

を行った州の関係者や農家からの聞き取り結果や質問票の回答からはこれ以上不足してい

る印象を得た4。 

表 3-3 面積当たりのコンバインの台数 

作物 チュイ タラス ｲｼｸｸﾘ ナリン オシュ 
ｼﾞｬﾗﾗ 
ﾊﾞｰﾄﾞ バトケン

コムギ(1,000ha) 151 12 72 18 68 35 23
オオムギ(1,000ha) 72 2 23 10 7 3 8
面積計(1,000ha) 223 14 94 28 74 38 30
1000ha当たりの 
コンバイン台数 4.00 10.88 5.87 9.57 3.22 5.46 1.78

出所：農業省資料から調査団作成 

1999～2013 年のトラクタとコンバインの利用台数の変化を図 3−1 に示す。2011 年以降毎

年減少が続いているのは、それ以前は稼働していない機材の登録抹消が完全に行われてお

らず記録として残っていたが、実態把握のため農業省が所有者に未稼働機材の登録抹消を

促したためである。ここ 3 年間で実態把握の数字に近づいてきているが、現在も登録抹消

手続きは進んでおり、依然として数字は実態を正確に反映していないと考えられる。2011

年から国営銀行であるアイルバンクのリーシング事業も開始され、またリーシング以外で

機材を調達する農家も増えてきた（2013 年で約 1 千台が新規・更新）ため廃棄台数は統計

上の減少台数よりもさらに多い。このことから独立直前の 1991 年に 3 万台強あったトラク

                                                      
 
4 オシュ州の農家は地区に 8 台のコンバインがあるが稼働しているのは 2 台だけであると回答している。 
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タが、現在 2 万台強と約 3 割減少しているが、実態としてはそれより多くの機材が減少し

ており、キルギスの農業生産にとって危機的な状況となっている。 

  

出所：農業省 

図 3-1 全国のトラクタとコンバインの利用台数（1991-2013 年）（台） 

 

3.1.2 農業機械サービス 

農業機械を保有しない農家向けに全国で農業機械サービス（以下「機械サービス」）が

行われている。サービス提供者は、農業機械を所有する個人農家、農業法人、農業組合に

加え、少ないが機械サービスを専門に行う業者や組合もあり、最も多いのは農業機械を所

有する個人農家である。機械サービスによる作業は多岐にわたり、耕起、砕土、整地、播

種、中耕・除草、施肥、農薬散布、収穫、牧草刈取り、マメ類脱粒、牧草圧縮梱包などが

機械サービスとして行われている。個人農家では栽培に必要なすべての機材を保有してい

るわけではないため、機械を持ち合う農家同士でサービスを行っている。 

表 3−4 に地域ごとの作業別機械サービス料金を示す。各州 10 件程度の質問票調査の結果

のため、統計的な信頼性は不十分であるが傾向を見るために作成した。機械サービスでは、

全体的に北部 4 州（チュイ、タラス、イシククリ、ナリン）に比べ南部 3 州（ジャララバ

ード、オシュ、バトケン）のサービス料金が高い傾向を示している。支払い方法はトラク

タを使用する作業ではサービス終了後現金で支払うことがほとんどであるが、コンバイン

を使う収穫作業では、現金支払いの他に 1ha の収穫作業に対し一定の収穫物という現物払い

もある。サービス価格の設定においては、燃料代込みと燃料代別の料金があるが、前者で

も作業時の燃料価格を考慮した価格を設定している。 

一方、人力では、除草（ビート、トウモロコシ、シロインゲンマメ、ジャガイモ、野菜）、
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収穫（コメ、マメ、ワタ、ジャガイモ、ヒマワリ、ムギ類）、圃場の水管理などの作業が

行われている。中には機械化が可能な作業もあるが、耕作面積が狭小であったり、近隣に

機械サービスを行う農家がおらず機械サービスにアクセスできないという理由から機械化

が進んでいない。 

 

表 3-4 地域ごとの作業別農業機械サービス料金（燃料費含む） 

（som/ha） 

作業 地域 最低 最高 平均 燃料(L) データ数

耕起 北部4州 1,000 3,200 1,742 25 16 

南部3州 600 3,280 2,074 25 24 

全国 600 3,280 1,875 25 40 
砕土 北部4州 700 1,200 1,000 10 6 

南部3州 1,500 1,500 1,500 10 1 

全国 700 1,500 1,021 10 7 
播種 北部4州 650 4,000 1,411 10-15 14 

南部3州 700 3,000 1,650 10-15 4 

全国 650 4,000 1,464 10-15 18 
収穫 北部4州 800 5,500 2,244 25 18 

南部3州 1,500 3,000 2,400 25 5 

全国 800 5,500 2,150 25 23 
牧草刈取り 北部4州 1,000 3,000 1,564 30 11 

南部3州 2,000 2,000 2,000 30 1 

全国 1,000 3,000 1,600 30 12 

出所：質問票調査、調査時燃料価格：40som/L（2014年1月） 

 

 農業機械市場 3.2

 農業機械の輸出入・国内販売状況 3.2.1

 トラクタ、コンバイン (1)

キルギスでは、2008～2009 年にビシュケク市にある Kyrgyz Avtomash Radiator（以下

Avtomash）がベラルーシ メーカー（MTZ：Minsk Tractor Works）のトラクタの組立生産を

行っていた。しかし、ベラルーシから完成品を輸入した方が経済的であるため、2010 年以

降は生産を中止し MTZ の独占販売代理店となっている。現在キルギスでは、トラクタ、穀

物用コンバインの生産を行っているメーカーは存在しない。 

現在キルギスで農業機械の輸入販売を行っている会社は、ビシュケク市内もしくは郊外

の事務所で販売活動を行っている。多くの販売店では、在庫機械の駐機場や部品倉庫を保

有している。 
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トラクタ及びコンバインについては、1991 年の独立前から使われているベラルーシ製が

現在でも個人農家を中心に広く普及している。旧ソ連時代から使用している機械であり、

基本的構造もあまり変化していないため、メンテナンスや修理は、ほとんどの農家が自身

で実施している。キルギス向けの MTZ は旧ソ連時代から基本設計が大きく変化していない

ため5、他メーカーと比較すると燃費が 10-20%程度悪い、また仕様書出力が実際は出ていな

い等の問題が一部農家から指摘された。2010 年からは Kyrgyz Avtomash Radiator が販売代理

店として農家への運転取扱い指導及びアフターサービスを実施している。 

中国製トラクタは、2006 年に中国の支援により Kyrgyz Aiyl Service を通して 1,200 台の小

型機種がリーシングされた。しかし、このトラクタは農家が自分の耕作地に適合した機種

として選べなかったこと、また当時は、品質面の問題で故障が発生しても部品の調達が困

難であったため、トラクタの活用が十分に行えなかった。そのため農家からの返済も完済

されることなくプロジェクトが破綻した6。その後、中国の支援では 2011 年に 267 台

（YTO-904）がアイルバンク経由でリーシングされた他、YTO7の直営販売店である YTO 

Trade expo 等が現在販売を行っている。最近では品質が改善されるとともに、直営販売店に

よるアフターサービスや部品供給体制が整備され、ベラルーシ製と比較して性能も良いと

言う農家も増えている。また部品については、各地のバザールで中国製の非純正部品が販

売され入手が容易になっている。 

2007 年以降は JOHN DEERE 製を輸入販売する Eurasia Group KG が営業を開始し、大規模

な農業法人を中心に普及し始めている。100ha を越えるような耕作規模で農業を行っている

農家（個人・法人）では、作業効率・品質、燃費を重視するため、大型で性能の高い JOHN 

DEERE 製や、その他欧米製を購入する場合も見られるようになってきた。台数は少ないが

ドイツ製のトラクタやコンバイン、ロシア製のコンバインがキルギス国内で販売されてい

る。 

 作業機 (2)

作業機は、旧ソ連製の老朽化した機材の更新でベ

ラルーシ製やロシア製が使用されてきたが、2000

年代後半から欧州製品を中心に販売が行われてき

た。当初はアフターサービス体制の不十分な小規模

                                                      
 
5 欧州向け MTZ は EU の排ガス規制に適合した新機種を販売している 
6 参考文献：Food and Agriculture Organization (2009). The Kyrgyz Republic  
Farm mechanization and agricultural productivity 
7 YTO Group Corpration（中国一拖集团有限公司） 

トルコ製作業機の販売店 
プラウ、播種機、ポテトプランタ等 
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販売店による販売であったが、2010 年以降は整備士や部品在庫を有する本格的なサービス

体制を持つ販売店が設立されてきている。またここ数年では、欧州製品より安価で品質・

性能も大きく劣らず、多数メーカーによる豊富な機種があるトルコ製品を扱う販売店が増

えてきた。中国製品は YTO 製トラクタに付随して販売される場合が多く、プラウや播種機

等が主である。 

 北部地域（チュイ州、タラス州）の農業機械市場 (3)

この地域は、ビシュケクの各販売代理店が市場

として重要視している。チュイ州は他州と比較し

て農業法人も多く、耕作規模も大きい。そのため

2010 年以降、農業法人を中心に作業品質・効率を

重視し、これに優位性を持つ JOHN DEERE 製のト

ラクタ、コンバインが導入され始めている。主な

作物はコムギ、オオムギ、トウモロコシ、ジャガ

イモ等である。 

 

規模の大きな農業法人・個人農家では、コンバイン保有率も高く、トラクタやコンバイ

ンを用いた機械サービスを実施している。機械を保有していない農家は、コストを負担す

ることにより比較的容易にこれらサービスを受けることが可能となっている。個人農家で

は、2011 年以降アイルバンクのリーシングによって、主に MTZ 製や YTO 製トラクタの普

及が進んでいる。 

タラス州ではトルコ、ブルガリア等への輸出用

としてシロインゲンマメの栽培が盛んであるが、

収益性が高く、経営の安定した農家が多い。最近

では機械購入する際にアイルバンクのリーシン

グを利用せずに現金で機械を購入可能な農家も

徐々に増えてきている。 

シロインゲンマメの収穫は手作業で行い、乾燥

後に脱穀機で脱粒している。脱穀機は農家自身

が製作したもので老朽化しており、一部脱粒し

た豆に割れが生じるなど商品価値の低下を招いている。また、シロインゲンマメと牧草（ア

ルファルファ）の輪作栽培も多く行われている。 

チュイ州農業法人所有のトウモロコシ 
収穫用コンバイン（JOHN DEERE 製） 

タラス州個人農家所有のシロインゲン豆用

脱穀機（自家製作） 
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 南部地域（オシュ州）の農業機械市場 (4)

この地域では、北部と比較して、農業規模が小さ

い。農家数に対して農業機械が少ないため地区（rion）

や村（aiylokmotu）間で時期を調整して機械の融通

を図っている。機械サービスを行っている法人・個

人も存在するが、対象農家数が多いため播種や収穫

の適期を逃す場合もあり、収量の減少要因ともなっ

ている。以前はウズベキスタンから、コンバインに

よる機械サービスを受けていたが、2010 年の政変以

来、国境が封鎖され機械サービスを受けることがで

きなくなっている。 

1ha 以下の農地が多いため、コンバインはキルギスで普及している 6 条刈りではなく、4

条刈りの小型コンバインのニーズが多く確認された。作業量に対してのコンバイン台数が

不足している状態となっている。 

またウズゲン地区では、コメの栽培が行われているが、手作業による刈り取りを行って

いるため、稲作用コンバインのニーズがある。過去、中国製コンバインにより試験的に刈

り取りを行ったが、水田にある石のため利用に適さなかったことが確認され、その後使用

されていない。 

オシュ州内では綿花栽培用に適した、車高の

高い 3 輪トラクタ（ウズベキスタン TTZ 製）が

使用されているが、旧ソ連時代に導入された機

材で製造から 30 年以上経ち老朽化が激しい。 

南部地域は、中国と接しており YTO 製トラク

タが北部地域より普及している。YTO 製トラク

タはビシュケクの YTO 直営販売店の他、非直営

の小規模販売店や個人により新車・中古車が導

入されている。 
 

  

オシュ州個人農家所有の 
トラクタ（YTO904）80hp 

オシュ州農業法人所有の綿花栽培用 
3 輪トラクタ（1980 年代旧ソ連製） 
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 主な農業機械販売店 (5)

キルギスで農業機械の販売店を示す。 

 

表 3-5 農業機械輸入販売代理店 

販売代理店名 
主要取扱い農業機械 

機種 メーカー 生産国 

Kyrgyz Avtomash Radiator 
 

トラクタ MTZ ベラルーシ 

コンバイン GOMSELMASH ベラルーシ 

作業機※ 欧州（ドイツ、イタリア、ポーランド等）、トルコ、
ロシア、他 

Eurasia Group KG 
（本社スイス） 

トラクタ 

JOHN DEERE 

アメリカ（大型:200hp～）
ドイツ（中型:80－199hp）
中国（小型:～79hp）、他 コンバイン 
アメリカ 

作業機 
JOHN DEERE アメリカ 

KUHN フランス 

YTO Trade expo トラクタ YTO 中国 
作業機 

Atalyk Group 

トラクタ 

ROSTSELMASH ロシア コンバイン 

作業機 

Kyrgyz Agro Market 
トラクタ SAME DEUTZ-FAHR 

ドイツ（中大型） 
イタリア（中型） 
トルコ（小中型）、他 

作業機 BOZKURT AGRO KFT トルコ 

Farmani Company 
（上記 Kyrgyz Agro Market
と提携関係） 

トラクタ SAME 
DEUTZ-FAHR 

ドイツ（中大型） 
イタリア（中型） 
トルコ（小中型）、他 

コンバイン KRONE ドイツ 

作業機 
AMAZONE ドイツ 

KRONE ドイツ、他 

Central Asia Machinery 
（本社カザフスタン 
Turkuazmachinery） 

トラクタ 
NEW HOLLAND 

アメリカ、イギリス（大型）
トルコ、中国（中型） 
ウズベキスタン（中型）

コンバイン ポーランド 

作業機 多数メーカー トルコ 

K.O. Standart Agroservice 

トラクタ 
CLASS 

ドイツ コンバイン 

作業機 LEMKEN 

※作業機：トラクタで牽引・駆動し、耕起、播種、施肥、収穫、牧草梱包等の作業を行う機械 

出所：調査団作成 
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Kyrgyz Avtomash Radiator 

現在キルギスで最も農業機械の販売実績を持つ

販売店で、旧ソ連時代は国営の機械部品、農業機

械工場であった。独立後民営化され、現在のオー

ナーは 2007 年に同社を買収し経営を行っている。

買収当時の主な事業はトラック及びトラクタのラ

ジエータやエアコンの製造が主であったが、2008

年にMTZのトラクタ組立生産を行い、その後2010

年からは、ベラルーシで製造されたトラクタやコン

バイン及び作業機の輸入販売を行っている。ラジエ

ータ等については、ベラルーシの MTZ、GOSELMASH 及びロシアのトラックメーカーに輸

出を行っている。2011 年から農業機械の販売事業が伸び、2013 年のラジエータ製造と農業

機械販売の売上比率は、各 50%（25 百万 USD）程度となっている。また、2013 年から作業

機の機種を増やし販売を行っているが、特にトルコ製作業機が性能・品質と価格面でバラ

ンスがとれているためシェアを伸ばしている。 

2013 年の売上額のうちアイルバンクのリーシング向けによるものは約 40%で、その他民

間銀行によるリーシング向けは約 5%程度となっている。残りの約 55%は自社による販売で、

優良顧客に対しては、自社によりアイルバンクと同等の低金利リーシング（短期返済には

無利子の場合も有り）で販売を行っている。このような自社ローンを行っているのは、現

在 Avtomash だけで他の販売店では一般的に行われていない。利子や返済期間は顧客の条件

によって様々で利率は 0～7％程度、返済期間は 1～5 年程度である。 

ベラルーシ製機械については独占販売店であるため、販売価格の設定は自由に行えるが、

周辺国、特にカザフスタンでの販売価格を参考にしている。 

アフターサービス体制としては、本社にワークショ

ップ、整備士 16 名、移動修理車 2 台（2014 年に 1 台

追加予定）を配置し、キルギス全国を対象に要請を受

けてから 1 日（繁忙期は 2-3 日）で現地に派遣対応し

ている。また、オシュ（1 名）とタラス（2 名）に販

売支店を持ち、販売促進及び部品注文、アフターサー

ビスを行っている。主要部品は、ベラルーシから輸入

し、自社倉庫に 70 万 USD 分の在庫を保有しているた

め、迅速な部品供給が可能となっている。 

事務所隣接の在庫用ガレージ 
MTZ82.1（80hp） 

整備士によるコンバイン出荷前の 
調整作業 
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Eurasia Group KG 

スイスに本社があり、2009 年にキルギス支社が

設立された。社員 9 名（うち整備士 3 名）で JOHN 

DEERE 製のトラクタ、コンバイン及び KUHON 製

の作業機を販売している。現在は北部地域（チュ

イ・タラス・ナリン州）での販売が主になってい

るが、2014 年に南部地域での販売拠点としてオシ

ュに支店を設立する予定となっている。売上に占

めるアイルバンクのリーシング向けは 10%程度で、

90%は現金または自社ローン払いとなっている。 

アフターサービス体制として、移動修理車 2 台を保有し約 3,000 種（1 百万 USD 分）の

部品在庫を保有している。部品はデータベースで管理しおり、在庫が無い部品については

カザフスタンやヨーロッパの支店在庫から取り寄せている。 

また、自社の農地で農業生産事業を行っており（2013 年耕作実績 120ha）、キルギスの農

業環境（気候・土壌・作物）に各機械が適合するかの確認を行うとともに、各作業を農家

に対してデモンストレーションすることにより販売促進を行っている。今後南部地域でも

このような農業生産事業を開始する予定としている。 

 

YTO Trade expo 

2006年に中国からトラクタ1,200台の援助に伴

って、YTO の直営販売店として設立された。社

員 3 名（うち整備士 1 名）で YTO 製のトラクタ

と作業機を販売している。キルギス全国を販売対

象としているが、南部地域での販売実績は少ない

8。トラクタ本体の販売は、USD 払いであるが部

品についてはキルギス som 払いも可能である。 

アフターサービス体制として、V ベルト、フィ

ルター類、タイヤ等の消耗品を中心に部品倉庫を

保有している。 

 

 

                                                      
 
8 南部地域のオシュでは、YTO 直営ではない小規模販売店や個人による輸入が多い 

チュイ州農業法人所有 
JOHN DEERE 製トラクタ（220hp）

事務所隣接の在庫用ガレージ 
左 YTO954（95hp）、右 YTO904（90hp）
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Atalyk Group 

ROSTSELMASH 製トラクタ、コンバイン及び

作業機の販売店であるが、主な事業としては、旧

コルホーズが 1994 年に民営化した農業法人で、

3,000ha の農地で農業生産と酪農を行っている。

酪農事業では 2013 年に USAID から酪農用機械

（トラクタ、ロールべーラー等）の援助を受けて

いる。ワインやビールの製造も行っており、農業

機械販売は事業のうちの極わずかとなっている。 

トラクタは大型機種で JOHN DEERE と競合す

るため、あまり販売を進めていない。コンバインはベラルーシ製と比較した場合、価格は

10-20%程度高いが、エンジンの初期不良が少ない等の優位性を持つとのことであった。2014

年からは作業機の販売を促進する予定としている。 

 

以下に主な農業機械販売店のトラクタ、コンバインの販売実績を示す。 

表 3-6 トラクタ、コンバインの販売実績（2013 年） 

販売代理店名 機種 メーカー 
台数 

（台） 
備考 

Kyrgyz Avtomash Radiator トラクタ MTZ 860 
MTZ82.1（81hp） 
が 691 台他 

コンバイン GOMSELMASH 40  

Eurasia Group KG トラクタ 
JOHN DEERE 

－※1 台数非公開 
総販売額 250 万 USD コンバイン －※2 

YTO Trade expo トラクタ YTO 120※3 主に YTO904（90hp）、
954（95hp） 

Atalyk Group トラクタ 
ROSTSELMASH 

1 280hp（自社農業用） 

コンバイン 14  

Farmani Company トラクタ DEUTZ-FAHR 5 150hp 

Central Asia Machinery トラクタ 
NEW HOLLAND 

7 130-210hp 

コンバイン 3  

合 計 
トラクタ  993 

 
コンバイン  57 

※1：販売額から 8 台程度と推計される（合計には未算入） 
※2：販売額から 3 台程度と推計される（合計には未算入） 
※3：これ以外にオシュ等の小規模販売店及び個人輸入があるが台数は不明 
出所：調査団作成 

 

  

事務所隣接の在庫用ガレージ 
コンバイン（NIVA） 
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以下に主なトラクタ、コンバイン及び作業機の販売価格を示す。 

表 3-7 農業機械の販売価格(1) 

機種 メーカー モデル 
仕様 

（hp） 

価格 

（1USD＝50som） 

トラクタ 

MTZ 

320.4 33.5 672,000som 

82.1 81 1,020,000som 

892 89 1,175,000som 

1523 150 2,736,000som 

JOHN DEERE 

6150 150 110,000USD 

7930 220 160,000USD 

8345RT 330 240,000USD 

YTO 

250 25 6,500USD 

450 45 10,600USD 

904 90 22,000USD 

954 95 24,000USD 

ROSTSELMASH 280 280 129,000USD 

DEUTZ-FAHR 

55 55 34,000USD 

65 65 42,000USD 

75 75 50,000USD 

85 85 60,000USD 

120 118 90,000USD 

150 148 112,000USD 

NEW HOLLAND 

T6.160 131 105,000USD 

T7.200 155 125,000USD 

T7.260 215 175,000USD 

CLAAS 530 140 86,000USD 

コンバイ
ン 

ROSTSELMASH 
NIVA 155 85,000USD 

VECTOR410 207 168,000USD 

GOMSELMASH GS812 210 4,000,000som 

JOHN DEERE 9770STS 360 385,000USD 

NEW HOLLAND TC5050 170 120,000USD 

CLAAS 150 158 123,000USD 

KRONE BIGX500 500 408,000USD 
注）価格は 2014 年 2 月参考価格。取り付けるオプション、及び為替レートにより変動する。 

出所：調査団作成 
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表 3-8 農業機械の販売価格(2) 

メーカー 作業機 仕様 
価格 

（1USD＝50som）

TD ALMAZ(Russia） 

Plow 3line 1,800USD 

Plow 4line 2,500USD 

Plow 5line 3,500USD 

UMANFERMMASH(Ukraine) Disk harrow 3m 5,800USD 

KOMPOZIT-GROUP(Ukraine) 

Seeder with fertilizer 28line 13,500USD 

Chisel plow 4.2m 7,500USD 

Agrichemical sprayer 
12-18m

1,000litter 3,500USD 

Agrichemical sprayer 
8-18m

2,000litter 5,000USD 

Rotary mower 125cm 2,500USD 

Rotary mower 190cm 3,600USD 

Wheel-finger side rake 4m 1,300USD 

Wheel-finger side rake 4m 4,100USD 

Potato digger － 5,500USD 

PLOTSK PLANT(Belarus) 
Disk mineral fertilizer 
broadcaster 0.7ton 5,200USD 

SAZHATEL KARTOFELYA 
(Ukraine) Potato planter 2line 2,400USD 

GOMSELMASH(Belarus) 

Pull-type forage
harvesting combine 2.6m 34,000USD 

Pull-type mower-crusher 4.2 14,500USD 

Mower chopper 1.5 7,000USD 

Package baler 5-8ton/h 14,500USD 

Potato harvester 0.84-1ha/h 72,000USD 

Corn harvester － 37,000USD 

PHM(Turkey) Beet harvester Hopper Cap.
2,000kg 28,000USD 

KOSTKA(Poland) Package baler 5-8ton/h 14,500USD 

SIPMA(Poland) Package baler 5-8ton/h 12,000USD 

YTO(China) Plow 3line 1,500USD 

BOZKURT AGRO KFT 
(Turkey) 

Seeder 24line 12,500USD 

Seeder 26line 13,500USD 
Pneumatic Seeder with 
fertilizer 4line 12,500USD 

Corn harvester － 6,750USD 

Agrichemical sprayer 
10m

600litter 2,400USD 

Potato planter 2line 6,750USD 

Potato planter 1line 4,750USD 

Rotor rake － 3,700USD 

Rake 5line 1,000USD 

Rotor mower 125cm 2,750USD 

Rotor mower 185cm 3,000USD 
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メーカー 作業機 仕様 
価格 

（1USD＝50som）

BOZKURT AGRO KFT 
(Turkey) 

Rotor mower 250cm 4,500USD 

Tooth harrow 70tooth 4,000USD 

Disk harrow 28line 5,400USD 

Fertilizer spreader 500litter 1,500USD 

Standard plow 4line 4,000USD 

Beet harvester － 31,000USD 

Corn harvester － 6,750USD 

KRONE(Germany) 

Forage and discharge
Wagon 95m3 70,000USD 

Disk mower 4m 10,500USD 

Roll baler － 24,700USD 

AMAZONE(Germany) Seeder with rotary harrow 3m 50,700USD 
注）価格は 2014 年 2 月参考価格。取り付けるオプション、及び為替レートにより変動する。 
出所：調査団作成 

 

中古農業機械市場 

キルギスでは中古農業機械専門の販売店はなく、

個人間の売買が主である。ビシュケク市郊外に大規

模な中古車のバザール（Kudaibergen Bazaar）があり、

農業機械も毎週金曜日－日曜日に個人が機械を持ち

込み、販売を行っている。バザールで販売されてい

る中古農業機械は、トラクタが主となっている。ま

た、毎週水曜日発売の中古車情報新聞（Avtogid）に

トラクタや作業機の販売情報も掲載されている。 

キルギスで普及しているベラルーシ製トラクタの現行モデル MTZ-82.1（80hp）は、新車

価格が約 110 万 som であるが、中古市場では同等仕様である旧モデルの 1990 年製 MTZ-82

が約 45 万 som、1986 年製 MTZ-80 が約 33 万 som で販売されていた。これは新車価格に対

して、製造から 24 年経た機械で約 40%、製造から 28 年経た機械でも約 30%の価格を維持

していることとなる。一因としては、キルギス国内でのトラクタ需要に対して供給（新車・

中古）が不足しているためと考えられる。また、一般的に機械は、使用年数の経過ととも

に機能の低下、及び維持管理費が増加する。よって機械の更新時期は、これらの損失を経

済的に評価し判断する必要がある。トラクタについては、経年による機能低下がコンバイ

ン等と比較して少ないことと、安価な部品の流通と農家自身での修理が可能なため維持管

理費の増加も少なく、製造から 20 年以上経過した機械でも新車と比較して作業効率は落ち

るもの経済的負担が小さいため、少ない供給数と相まって中古機械の価格が高く維持され

中古車情報誌 Avtogid 2014 年 1 月 22 日 
MTZ80（1989 年製）6,500USD 
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る要因となっている。 
 

  部品流通状況 3.2.2

現在キルギスで営業を行っている殆どの農業機械の販売店では、消耗部品を中心に在庫

を保有している。また在庫が無い部品についても、販売店からの手配により数日から一週

間以内程度で取り寄せが可能である。 

ビシュケクや各州の主要市街では自動車部品

を販売しているバザールに隣接して農業機械部

品を販売しているバザールがあり、ベラルーシ製、

ロシア製、中国製等の農業機械用部品が販売され

ている。これらの部品の殆どは中国で製造された

非純正部品であり、品質面では純正部品に劣るも

のの低価格であるため、自身で修理を行う農家

（法人農家を含む）が購入している。また、このよ

うなバザールでは旧ソ連時代の農業機械から取り

外した部品を中古部品としても販売している。プラウの刃先やコンバインの刈刃など構造

が簡易な消耗部品は、キルギス国内でも製造している。各州で入手できないような部品が

ある場合、農家はビシュケクのバザールに行き購入している。 

バザールには農家自身で修理困難な、オルタネータや燃料ポンプの修理を専門に行う修

理店もある。これら修理店は、それぞれロシア・ベラルーシ製部品の修理専門や欧米製部

品の修理を専門に行うなど細分化されている。 

現在キルギスで使用されている農業機械の部品の殆どは、国内市場で入手可能となって

いる。逆の側面から見れば、機械の稼働率を上げ低コストで運用するためには、部品の入

手が容易で低価格であることが必要となり、それが可能な機械の普及が促されることとな

る。 
 

 輸入にかかる手続き・技術規格 3.2.3

 輸入にかかる手続き (1)

輸入にかかる手続きを行うのは税関局（State Custom Service）9の全国 6 箇所の税関の下に

ある 10 箇所の税関支所となっている。農業機械の大部分はビシュケクの税関支所で通関手

                                                      
 
9 キルギス税関局ホームページ：http://www.customs.kg/index.php?lang=ru 

ビシュケク市郊外のバザール 
農業機械部品店 
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続きが行われることになるが、オシュ州から入ってくる中国製等の農業機械・部品はオシ

ュの税関支所で手続きが行われる。機械が到着後、書類と貨物検査が行われるが通常 1～2

日で手続きが完了し、引き取りが可能となる。農業機械・部品に関税はかからないが通関

手数料として物品価格×0.15%の支払いが必要となる。輸入販売店が農業機械を購入すると

VAT として物品価格×12%の支払いが必要となるが、個人・法人が使用目的として農業機械

を輸入した場合は免除される。これを利用し、販売代理店のうち Kyrgyz Avtomash Radiator

や Eurasia Group KG 等では保税倉庫を所有し、機械購入農家が保税倉庫に直接引き取りに

来る形態により VAT 支払いが免除されている。しかし、機械一台毎に通関手続きが必要と

なるため、多くの農家が一度に引き取りに来た場合は、手続きに 3 日以上要する場合もあ

る。 

キルギスが加盟を検討している、ロシア・ベラルーシ・カザフスタンの関税同盟に加盟

した場合、同盟国以外から出力 18kW（約 24hp）以上のトラクタ、コンバインを輸入すると

15%の関税が適用されることとなる（18kW 以下は 5%）。 

 技術規格 (2)

旧ソ連時代は、広大な国土でそれぞれ異なる環境・作物に合う農業機械を使用するため

に旧ソ連国内で生産された農業機械を全国 33 箇所の農業機械試験場に送り、試験を行って

いた。キルギスでもカントのマシンステーションで試験が行われていたが、独立後、試験

場としての機能は失われ、現在は農業法人となっている。 

キルギスの標準規格は、旧ソ連時代からの GOST 規格をそのまま、もしくは国内向けに

修正した規格を適用することとなっている。例えば農業用トラクタの技術規格は、GOST 

19677-8 に規定され、仕様については最低地上高、最高速度、燃料タンク容量等が、また販

売者に対しての保障期間等が記載されているが、実際の適用については形骸化されている。 

現在キルギスでは経済省の下 Center for Standardization and Metrology を設立し WTO の TBT

（Technical Barriers to Trade）協定に従って GOST から国際規格である ISO/IEC に適合した

規格に移行作業を行っている。 

関税同盟に加入した場合に、機械類は関税同盟技術規則に定める機械・機器安全技術規

則（関税同盟委員会決議 No.823 TR CU 010/2011）に適合していることを示す適合証明書も

しくは適合申告書が必要となる。これら以外にも機械によって各種証明書が必要となる場

合があり、手続きが非常に複雑であるが日本にある民間の認証機関に申請代行を依頼する

ことができる10。 

                                                      
 
10 JETRO ホームページ：https://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/ru/qa/01/04J-110101 
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 カザフスタンの農業機械市場 3.2.4

 農業の現状 (1)

周辺国での農業機械市場調査として、キルギス隣国のカザフスタンでの調査を行った。 

現在のカザフスタンの穀物作付面積は 1.6 百万 ha、うちコムギが 1.3 百万 ha を占める。

コムギは、主に北部穀倉地帯のアクモラ州、コスタナイ州、北カザフスタン州で生産され、

この 3 州で全体の 8 割を生産している。農業生産の経営形態は①株式会社（大手）、②有

限責任会社（個人による中堅規模経営）、③個人及び兼業農家（個人による小規模経営）

の 3 つに分けられる。2000 年頃から政府が農業振興のため民間への融資を開始したが、融

資先が大手に偏ったことから大手への土地の集約が進んだ。①～③を合わせて現在約 2000

の法人・個人融資先があるが、大手 10～20 社が国内農地の 60%を保有している。 

カザフスタンでは、2013 年農業政策として Program for the development of agriculture in 

Republic of Kazakhstan for 2013 – 2020 years “Agribusiness 2020”を策定している。 

コムギに関しては、作付面積を現在の水準より減らしていく方針としている。農作物生

産の多角化、特に油糧種子の栽培を積極的に推奨している。このような政策の背景には、

2011/12 年度のコムギの豊作時、国内の貯蔵施設が足りず、政府が輸送費に対して補助金を

支出した経験がある。カザフスタンの主要輸出先は中央アジアの近隣国だが、これらの国

の市場規模には限界がある。欧州やアジアに輸出しようにも輸送コストが嵩む。政府とし

ては、輸送補助金を出して輸出用小麦を生産するよりも、他の作物を生産することを奨励

し、輸送補助金を出さなくてもビジネスが成立するような産業構造の構築を目指すとのこ

とである。11 

 農業機械市場 (2)

農業機械については、トラクタ、コンバインの 80%以上が耐用年数の 13～14 年を越え、

更新が必要となっており、更新を促進するためのリーシングプログラムを促進している。 

キルギスとカザフスタンの耕作面積と農業機械台数を以下に示す。 

表 3-9 キルギスとカザフスタンの耕作面積・農業機械台数 

キルギス 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 

耕作面積（千 ha） 1,146 1,159 1,166 1,170 

トラクタ 
（台） 23,835 22,662 21,104 20,369 

（台／千 ha） 20.8 22.9 18.1 17.4 

                                                      
 
11 参考文献：農林水産省 HP 海外食料需給レポート 2013 年 10 月  
カザフスタン農業の現状と展望  
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コンバイン 
（台） 2,979 2,694 2,636 2,359 

（台／千 ha） 2.6 2.5 2.3 2.0 

 

カザフスタン 2009 年 2010 年 2011 年 

耕作面積（千 ha） 21,425 21,439 21,083 

トラクタ 
（台） 156,037 156,656 155,580 

（台／千 ha） 7.3 7.3 7.4 

コンバイン 
（台） 48,032 49,503 46,997 

（台／千 ha） 2.2 2.3 2.2 

出所：キルギス統計委員会資料及びカザフスタン統計庁資料より調査団作成 

カザフスタンの耕作面積はキルギスの約 18 倍である。そのうち穀物作付面積 1.6 百万 ha

の約 60%を大手企業 20 社が所有していることから、大手企業の平均耕作面積は約 48,000ha

と推定される。これはキルギスと比較すると非常に大規模化が進んでいる。 

2011 年のトラクタ台数／千 ha を比較してみるとキルギスの 22.9 台数／千 ha に対してカ

ザフスタンは 7.4 台数／千 ha と約 1/3 であり、大規模な農地を効率的に少数の大型トラク

タで耕作していると推測される。また、コンバイン台数／千 ha を比較してみるとキルギス

の 2.5 台数／千 ha に対してカザフスタンは 2.2 台数／千 ha と同程度となっている。しかし、

カザフスタンと比較して農地が小規模なキルギスでは、コンバインでの作業効率が低く、

また農地間の移動・輸送に時間が必要となる。このことからキルギスではコンバインの絶

対数量が不足しており、収穫適期を逃す可能性が高いことを示している。 

カザフスタンでは CIS のベラルーシ、ウクライナ、ロシア製農業機械が中心に普及し、

その他、欧米メーカーの大型機械が大規模農家を中心に普及してきている。 

以下にカザフスタンのトラクタとコンバイン販売実績を示す。 

 

表 3-10 カザフスタンのトラクタ販売台数（2013 年） 

メーカー 生産国 モデル 
台数（台） 

小計 合計 

MTZ Belarus 
80,82,920,952 1,300 

1,550 
1221,1025,2121 250 

VERSATILE Canada － － 89 

JOHN DEERE USA,EU,Asia － － 68 

XTZ Ukraine 

150K-09 22 

54 
17221 27 

150,220-10 4 

200 1 
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KIROVETS Russia K-700、K-744P － 30 

CASE Italy － － 21 

FOTON China － － 16 

CLAAS Germany － － 11 

NEW HOLLAND USA,UK,Truky － － 7 

CHALLENGER USA,EU,Brazil － － 6 

その他 － － － 5 

合計 － － － 1,857 

出所：調査団作成 

2013 年のトラクタ販売台数は 1,857 台でベラルーシ製 MTZ の 80－90hp クラスが 1,300

台と全体の約 70%を占めている。欧米製で 200hp 以上のトラクタは、202 台で全体の約 11%

程度となっている。カザフスタンでは、2000 年以降、大規模農業法人中心に農業振興のた

めの融資が進んだため大型トラクタの需要は一巡し、現在は小規模な個人農家等を中心に

トラクタの新規購入及び追加・更新が行われていると推測される。しかし全国の保有台数

に対する販売台数は、約 1.2%でキルギスの約 3.8%と比較しても少ない。カザフスタンでも

キルギスと同様、必要な追加・更新が十分な状況となっていない。12 

表 3-11 カザフスタンのコンバイン販売台数（2013 年） 

メーカー 生産国 モデル 
台数（台） 

小計 合計 

ROSSELMASH Russia 

VECTOR 273 

401 AKROS 92 
CK-5A 
NIVA,NIVA-Effect 

36 

AGROMASHHOLDING Kazakhstan ESSIL 

－ 320 GOMSELMASH 
Belarus 

PALESSE 

LIDAGROPROMMASH LIDA 

CLAAS Germany － － 103 

JOHN DEERE USA,EU － － 102 

AGROMASH Russia 

YENISEI-1200 87 

98 YENISEI-1200PM 7 

YENISEI-950Ruslan 4 

CASE Italy － － 15 

NEW HOLLAND USA － － 11 

CHALLENGER USA － － 9 

SAMPO Finland － － 1 

合計 － － － 1,060 

出所：調査団作成 

                                                      
 
12保有台数を維持して耐用年数の 15 年で順次更新されると仮定すると、保有台数のうち平均年 6.7%の更

新が必要となる。 
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2013 年のコンバイン台数は 1,060 台で、そのうちロシア、ベラルーシ製が 819 台と約 77%

を占め、残りが欧米製となっている。また全国の保有台数に対する販売台数は、約 2.3%で

キルギスの約 1.9%と同程度であり必要な追加・更新が十分な状況となっていない。 

各種作業機については、キルギスと同様、旧ソ連時代からのベラルーシ、ロシア、ウク

ライナ製に加え、トルコ、欧米製が普及し始めている。 

 

 農業機械の保守管理 3.3

 独立前の機材の保守管理状況 3.3.1

旧ソ連の農業政策における食糧増産のため、コルホーズ、ソホーズ体制のもと農産物の

生産が行われてきた。国営や組合農場の作物毎の作業体系を効率的に実施するため農業機

械の利用は重要な役割を担い、農繁期に農業機械の故障がないように計画的な保守管理や

整備が行われていた。 

当時の農業機械の保守管理、整備を適切かつ迅速に行うために、旧ソ連政府からは定期

的な各種部品や資材の供給に加え、10 年前後を目安に農業機械の更新も行われていた。さ

らに導入された農業機械の保守管理や修理のため、以下の 3 つに分けられる施設も各地の

農場の拠点に建設された。 
 

(1) 農業機械のオーバーホール、作業機や部品製造が可能な工作機械類を有する大規模な

施設 

(2) 農業機械の保守管理、作業機や部品製造が可能な工作機類を有する中規模な施設 

(3) 農業機械の保守管理、簡易な整備に必要な工作機類を有する小規模な施設 

 

これら 3 つの施設は、主に各地の農場の拠点に設けられており、現在の行政区分でみる

と(1)は州レベル、(2)は地区レベル、(3)は地区内の農場レベルに設置されていた。これら

の施設は「マシンステーション」や「マシンセンター」と一般的に呼ばれているが、それ

は旧ソ連時代に農業機械の保守管理、修理などを行う施設であった。ここでは、この種の

施設を「マシンステーション」と呼ぶこととする。 

農業機械の保守管理を行うため、上記の(1)、(2)の施設には旋盤、フライス盤、アーク

溶接機、ボール盤、油圧プレスなどといった工作機や、チエーンブロック（電動・手動式）、

鍛造設備（鍛冶用具）、燃料噴射ポンプとノズルテスターや各種測定器、手工具類を所有

し、部品類、鉄材などの在庫ができる体制である。さらに農繁期の作業時、移動修理車も

配備され常時保守管理が行われたり、機械の異常に応じた修理が実施されていた。(3)の施

設の場合は、担当する耕作面積が比較的に小さく、農業機械が少ないことなどにより、所
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有する工作機類もアーク溶接機、ベンチグラインダー、ボール盤などの工作機と手工具類

が備えられ日常の保守管理は行える体制であった。 

各施設には農業機械はもとより、前述した設備を適切に操作し維持管理する技術者も十

分に配置されていた。これら施設で就業するためには、農業機械の操作や整備技術者を養

成するための専門教育機関（農業機械の操作や整備士など）で修学する義務が課せられて

おり、卒業後も各施設において熟練工からの現場教育を受け、知識・経験を積み上げてい

た。また高度な技術知識を必要とする操作や作業には、ロシアなどから派遣された専門家

が常勤し彼らの技術指導にあたっていた。 

以上が、独立前の機材の保守管理状況であるが、ここで特筆される事項として農業機械

の操作者、整備士、工作機械取扱技師などに対する教育「人材育成」が十分に行われてい

たといえることである。独立後、高度な知識・経験を有していることから現状のキルギス

で使用されている農業機械の操作、保守管理、修理を担う人材として欠かすことのできな

い存在となっている。 
 

 現在の機材の保守管理状況 3.3.2

大規模な農場での作業体系下で耕作されていた農地は独立後、世帯構成数に応じて個々

の農家に分配された。また、国の管理下にあったマシンステーションの農業機械、設備、

施設も民営化の流れとともに売却された。したがって現在、農業機械の保守管理、修理に

関する公的なサービスはなくなり、全て民間により実施されている。 

現地調査において農業機械の稼働状況を確認したところ、作業効率は別として、旧ソ連

時代の農業機械の極多くが使用可能な状態であった。一見するとスクラップ状態にしか見

えない複数台の農業機械から部品を集めて、稼働可能なものを作り出しているケースもあ

る。このような方法は多くの途上国でもみられるが、特に旧ソ連時代に製造されキルギス

に数多く導入されたベラルーシ製トラクタ MTZ は、現時点で製造・販売されているものと

部品の互換性があり、その整備も比較的に容易な構造となっている。 

キルギスでは旧ソ連時代に導入された農業機械の各種部品は、今でも市中のバザールに

多く出回り入手ができる。部品販売店の説明によると、中国人は、現状のキルギスにおい

て需要の高い部品の調査を行い自国で製造し当地に卸しているようである。古い農業機械

とはいえ、部品の調達がいまだに可能であり、修理しだいで稼働できる状況をみれば、農

業機械の所有者の保守管理が行われていることや一定水準の修理、整備技術もあるといえ

る。 
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 マシンステーションの状況 (1)

既にマシンステーションは、民間に所有され法人化されているが、前述のとおりその施

設には、農業機械の保守管理や修理に必要な各種設備が備えられ、部品の製作や板金加工、

エンジンのオーバーホール、トランスミッションなどの整備も可能であり、保守管理は行

き届く環境にあるといえる。しかしながら、旧ソ連時代の建造物であり、所有する工作機

械類も老朽化し適切な整備用機材・施設の維持管理や更新は、今後の課題の一つとして挙

げられる。 

また当該施設で農業機械の保守管理や修理業務にあたる整備士たちは、旧ソ連時代から

その職に就いていたものが多い。独立後、既に 23 年を経過しているため整備士の高齢化は

進んでいることから、彼ら熟練工は若い技術者に対する指導も担っているのが現状である。 

 

  

トランスミッションの整備 
70 年代に導入されたベラルーシ製トラクタ 

鍛造設備 電動ブロワー（ふいご）と金床。中央部

にベンチグラインダーが設置されている 

オシュ州カラス地区：タシュロフ・マシンステーション（1995 年設立） 

  

トラクタの保守点検 
13 年に 70 万 som で購入、中国製 YTO904 

カルチベータ 
培土機のつめ先は自動車の板バネを再利用した 

オシュ州ノーカット地区のマシンステーション 
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左側：燃料噴射ポンプテスター 
右側：噴射ノズルテスター 

旋盤：ロシア製、製造年は不明 

チュイ州アラミジン地区：アドギネ・マシンステーション（2006 年設立） 

 個別農家の状況 (2)

農家自ら農業機械の操作をし、かつ保守管理を行っている場合がほとんどである。所有

するのも手工具が主なもので、アーク溶接、グラインダー、ボール盤などの工作機を持つ

ものもいる。農家のなかには、シリンダーヘッドの締め付けに必要なトルクレンチもシリ

ンダーゲージといった測定器も持たずにエンジンの分解組立を行い、オーバーホールまで

するケースも少なからずあった。そのような農家は、旧ソ連時代に保守管理や修理、整備

技術を学んだものが多いが、独学で整備技術を習得したものや職業訓練校で修学したもの

もいる。ただし、農家自ら高度な技能が必要なエンジンのオーバーホールは、砂塵の舞う

野外での作業であり、測定器類も持たずに行っている状況から判断し、整備上の不具合な

どから十分な出力が出ていない、燃費が悪い、故障頻度が高いなどの結果を招いている。

整備施設や測定器類を持たない農家の修理体制の課題である。 

コンバイン整備中、シリンダーヘッドが地面に直接

置かれている。タラス州タラス地区の農家 

70 年代製のトラクタ整備中。旧ソ連時代、マシンス

テーションで整備士として勤務した 
タラス州タラス地区の農家 
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トラクタのエンジンオイル他、保守点検 
オシュ州カラス地区の農家 

農家の地下部品倉庫 
部品を常備する農家は比較的珍しい 

オシュ州ウズゲン地区の農家 

 

 農業機械修理業者 (3)

調査時に訪問した地域には、農業機械を専門に修理する店はなかった。整備工場を持つ

農業機械の販売店はあるが、修理の対応は移動修理車で農家宅や圃場へ行きその整備を行

っている。ここでいう農業機械修理業者とは、店を構えていない個人経営であり農家の依

頼で修理をする業者である。 

この修理業者は、旧ソ連時代のマシンステーションの整備士が多い。主にベラルーシ製

トラクタのエンジンのオーバーホールを請け負い、その整備に必要な部品は修理を委託す

る農家が購入しなければならない。修理業者は、チエーンブロックと手工具のみを持ち農

家宅に通い修理をする。1 台当り 1 万 som 程度の修理代である。修理業者は、修理を委託す

る農家のために部品の選定などの助言も行う。このような修理業者は各地に存在する。 

また燃料噴射ポンプや噴射ノズルは、燃料系の修理店をもつ別の業者に委託する。ビシ

ュケクのバザールに店を構える業者は、噴射ポンプ・ノズルの整備代金は 2,500～3,000som

で請け負うが、やはり部品は農家が購入する。今回調査した修理店には 2 台の燃料噴射ポ

ンプテスターがあり、1 台はロシア製の中古品であり、もう一台は中国製の新品を購入した

という。 
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中国製の燃料噴射ポンプテスター ロシア製（中古品）燃料噴射ノズルテスター 

ビシュケク市の部品販売店に隣接する修理店 

 

 保守管理にかかる人材と人材育成 3.3.3

旧ソ連時代から導入された農業機械が多く使用されている現在のキルギスにおいて、農業

機械の保守管理分野では、その当時に当該業務に就いていた熟練した技能をもつ整備士達

の存在は大きい。独立後 23 年が経過し多くの熟練工は高齢となっているが、彼らの技能を

習得している若年層達もまた現状の農業機械の操作や保守管理を担う貴重な人材である。 

農業機械分野の人材育成は、教育科学省と労働・移住・青年省が管轄している学校で行

われている。いずれも 9 年間の義務教育を修了したものが入学でき、高等学校の卒業資格

が得られる教育課程である。以下に農業機械分野における教育の概要を記すが、両校共に

抱える課題は予算不足、実習用教材が古いなどと、その生徒のニーズに対応できず入学希

望者数は減少傾向の状態にある。 

教育科学省「3 年制の中等専門学校」：農業機械学科 

全国に 9 校があり経済、農業経済、電力、環境保全等の学科があり、農業機械学科を受

講できるのはオシュ、ビシュケクの 2 校のみである。2 年前までは、トクモク校もあったが、

生徒数の減少と政府の予算不足により閉講された。1～2 学年時は、一般教養課程と並行し

て農業機械分野を学習するが 3 学年時より農業機械専門の講義・実習に特化するカリキュ

ラムである。卒業生の主な進路は、当該学校や下記の職業訓練校の補助教員、農場（農業

法人や自営）、大学への進学などとなっている。 

労働・移住・青年省の「3 年制の職業訓練校」：農学科 

職業訓練を目的とし全国に 65 校、電気、通信、工業、サービス業等の学科があり、農学

科の教育課程の一科目として農業機械を学習することができる。1～2 学年時は、中等専門
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学校同様に一般教養課程を学習する。農学科には、作物栽培、畜産、果樹、獣医などの科

目もあり農業機械科目では、トラクタ、作業機の操作から基本的な機械の構造や保守点検

などを学習しトラクタの運転免許を取得できる。 

またこの職業訓練校では農業機械の 6 か月間の短期コースを随時募集している。農業機

械の操作、機械構造といった研修内容であるが、このコースを受講すると運転免許を取得

することができるため、それを目的に受講する生徒も多い（農業機械の運転免許は昨年変

更となり「A:40 馬力以下、B:40～70 馬力、C:70 馬力以上のトラクタ」の 3 つに分類された）。

農学科の卒業生の主な進路は、農家の後継者（自営）、農業法人、農産物加工業であり、

大学へ進学するものもいる。ドナーからの支援は以下に示す 2 件が行われている。 

 

 JICA は草の根技術協力プロジェクト「有機農業普及プロジェクト」を第 43 職業訓練

校に対して支援中である。 

 ADB は 2009～2013 年、老朽化した教育資機材に対する支援を実施した。この支援プ

ログラムで 10 台の中国製トラクタ（FOTON 社）が導入されている。 

 

 農業機械の融資に関する金融制度 3.4

農業金融とは、農民や農業関連事業者に対する融資制度であり、政府による制度金融や

一般金融機関による農業者・関連事業者向け融資のほか、マイクロファイナンスのような

貧困層や低所得層を対象とした金融サービス等が含まれる。また農業金融に関連する分野

として、農業保険がある。 

キルギスにおいて農業金融は、政府系機関及びマイクロファイナンス機関を含むその他

の金融機関で広く取り扱われている。農業保険に関しては、国としての農業保険制度はな

く、民間保険会社にも農業保険に該当するような商品は見当たらなかった。 

 

 政府系機関 3.4.1

 経済開発基金（State Fund for Economic Development） (1)

1997 年に財務省のエージェント組織として設立。政府やドナー資金を活用した社会経済

開発事業への融資やドナーへの返済を管理しており、農業金融に特化した機関ではないが、

一部の資金が農業分野への支援に活用されている。現在、主要なドナーは中国でファンド

全体の 50%を占める。その他は世銀、ADB、ロシア、日本（ノンプロ無償・2KR 見返り資

金）、スイス、イスラム開発銀行で、少ないがオランダ、パキスタンの支援もあるとのこ

とである。7 州都 40 地区に支所を持ち、172 名の職員が在籍している。 



40 
 

日本のノンプロ無償・2KR において農業機材を調達し、生産者へ無利子で販売を行った。

2000 年以降はノンプロ無償、2KR による提供機材の管理や見返り資金の管理を行っており、

2010 年からは農業機械の購入、リーシングのために国営の農業銀行（アイルバンク）へ資

金を提供している。これまで 4 回見返り資金を使用しており、2012 年には 2KR 見返り資金

115 百万ソム（23 千万円）を農業機械のリーシングのためにアイルバンクに拠出している。 

表 3-12 ノンプロ無償、2KR 見返り資金使途 

年 資金使途 数量 金額（千 som） 金額（USD） レート 

2002 トラクタ（MTZ） 63 36,430 790,326 46.0949 

2007 コンバイン（Niva） 70 124,531 3,508,034 35.4988 

2008 

トラクタ（LTZ60A） 306 168,844 4,283,413 

39.4181 プラウ 306 11,047 280,252 

牽引車 102 20,109 510,146 

2012 アイルバンクへの拠出 - 115,000 2,426,099 47.4012 

合計 847 475,961 11,798,270  

出所：経済開発基金 

 アイルバンク (2)

国営の農業銀行で、農業セクターの発展を目的として 2006 年 12 月に設立された。前身

は 1997 年に世銀の支援を受けてキルギス政府により設立された Kyrgyz Agricultural 

Financial Corporation (KAFC)である。全国に 29 支店、19 地方支所、48 村支所、46 預金支所、

9 mobile cash desk 等がある。政府あるいは国際機関による農業セクターに対する財政支援プ

ロジェクトのほとんどに関わっており、主要なドナーは WB、ADB、EBRD、Reiffeisen Fund、

UNDP 等となっている。 

アイルバンクの融資総額は 2012 年末で 32 億 6432 万 som、うち農業への融資は 24 億 6710

万 som と約 76%を占めている。農業への融資は大きくローンとリーシングに分けられる。 

 ローン 1)

農民及び農業事業者、また一部は女性や貧困層を対象として、農作物生産、畜産、果樹、

園芸、養殖、林業など、あらゆる農業関連の生産・加工・設備投資等を対象としたローン

商品が揃えられている。政府の補助金やドナー資金による商品が多く、利率 10～25%、返

済期間は最長 10 年となっている。 

以下の商品のうち、「Plant growing」は農業機械のスペアパーツ購入に、「Raifizen Foundation 

for cooperatives development in Kyrgyzstan」、「Procurement of agricultural machinery, construction 

and reconstruction of production facilities」、「Agro Business and marketing」は農業機械購入（中

古を含む）に利用できる。 
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表 3-13 農業関連ローン商品リスト 
事業者向け13 
AGRICULTURAL LOANS 

商品名 通貨 金利 期間 
Plant growing Som 10% 2 ~ 10 年 
Raifizen Foundation for cooperatives development 
in Kyrgyzstan 

Som 18% ~ 19% 2 ~ 10 年 

Rural finance project – 2 (financed by International 
Development Association (IDA) through MoF) 

Som 10% 
最長 7 年 

USD 10% 

Mal Charba Nasyyasa 
Som 10% 

最長 7 年 
USD 10% 

Procurement of agricultural machinery, 
construction and reconstruction of production 
facilities 

Som 18% 
最長 7 年 USD 16% 

Promoting agricultural productivity Som 10% 2~5 年 
SPECIAL AGRO LOANS 

商品名 通貨 金利 期間 

ADB loan product 
Som 10% 

最長 10 年 
USD 10% 

Financing cooperatives - members of the Union of 
Cooperatives in Kyrgyzstan 

Som 銀行設定 
利率 

最長 3 年 

SOCIAL AGRO LOANS 
商品名 通貨 金利 期間 

Kumtor Ton Som 12% 最長 3 年 
UNDP Suusamyr Som 12% 最長 5 年 
Talas Loans (financed by Public Fund Social 
Development in Talas Oblast) 

Som 12% 
最長 2 年 

New Zealand – Naryn (financed by Kyrgyzstan 
New Zealand Rural Trust Fund) 

Som 12% 
最長 2 年 

BUSINESS LOANS 
商品名 通貨 金利 期間 

Support and development business women (ADB) 
Som 20% 

2~4 年 
USD 18% 

Agro Business and marketing (financed by 
International Development Association (IDA) 
through MoF) 

Som 10%-21% 
2~10 年 

USD 16%-19% 

Support of small and medium business 
development – production and processing – 
Ondurush nasyyasay 

Som 18% 
最長 5 年 

USD 16% 

Support of small and medium business 
development – livestock breeding and sale, 
agricultural purchase – Kamdoo nasyyasy 

Som 21%-25% 
最長 3 年 

USD 20%-22% 

個人向け14 
AGRO LOANS 

商品名 通貨 金利 期間 
Chakan Loan Som 20% 最長 2 年 

Group loans 
Som 10% 

最長 2 年 
USD 10% 

出所：アイルバンクホームページ 

                                                      
 
13 アイルバンクホームページ http://www.ab.kg/ru/bankovskie-uslugi-uridicheskim-licam/krediti 
14 アイルバンクホームページ http://www.ab.kg/ru/bankovskie-uslugi-chastnim-lisam/krediti 
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 リーシング 2)

農業機械の更新のため、キルギス政府はリーシングを促進する政策をとっており、近年、

農業機械への融資としてリーシングが増加している。アイルバンクは 2011 年から政府プロ

グラムとしてリーシングを開始し、2012 年のリーシング実績では他金融機関を含めたリー

シング総額の 99%を占めていた。表 3-14 に農業機械を対象としたリーシング商品を示す。

対象は個人農家、協同組合、農業法人等である。 

表 3-14 リーシング商品（農業機械対象）リスト 
商品 通貨 利率（前払） 期間 対象 ドナー 

State lease-1 Som 
6% (30%) 
7% (20-29%) 
9% (10~19%) 

最長 7年

Phase-1：中国
製 ト ラ ク タ
（YTO904） 
Phase-2：農業
機械（2013 か
らコンハ゛イ
ン等に限定） 

Phase-1：中国の無償資金
（3000 万元=466 万 USD） 
Phase-2：見返り資金を活用
2011 年 7 月 11 日、政令 382
号 

State lease-2 

Som 

8% (30%) 
9% (20~29.9%)
11% 
(10~19.9%) 

最長 7年 農業機械 

日本のノンプロ、2KR の見
返り資金 1 億 1500 万 som 
中国の見返り資金 8000 万
som 
計：390 万 USD 
2012 年 7 月 13 日、政令 487
号 

State lease-3 
トルコの無償資金（約 500
万 USD） 
2013 年 2 月 19 日政令 88 号

Leasing of 
State 
Development 
Bank of China 

USD 
15% (30%) 
16% (20~29%) 
17% (10~19%) 

最長 5年

農 業 機 械
（YTO 限定）

中国開発銀行の有償資金 
300 万 USD 

Agro business 
and marketing 
Program of 
support of 
agricultural 
cooperatives 

Som 

18% (30%) 
19% 
(20~29.9%) 
20% 
(10~19.9%) 

2.5~5 年

農業機械、貯
蔵施設、農業
施設等 

WB（プロジェクト終了済）
・機材価格の 30%無償（上
限 5 万 USD） 
・リーシング金額上限 50 万
USD 

USD 

12% (30%) 
13% 
(20~29.9%) 
14% 
(10~19.9%) 

出所：アイルバンクホームページ15、Financial Statement 2012、リーシングに関する政令より調査団作成 

 

 

 

                                                      
 
15 アイルバンクホームページ 
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その他の条件（共通、ただし WB リーシングを除く） 

前 払 ： 最低 10%、前払率に応じて適用利率が決まる。 

担 保 ： 前払 30%以上の場合、担保不要（リーシングされた機材が担保）。 

前払 30%未満の場合、担保が必要。担保は家屋などの不動産。土地は担

保にならない。 

返 済 方 法 ： 利払い‐毎四半期、元本‐年 2 回 

猶 予 期 間 ： 作付出来ない期間もあるため、返済猶予期間が設けられている。 

利払い‐3 ヶ月又は 6 ヶ月間、元本‐9 か月間 

保 険 ： 2013 年 1 月から保険を掛けるようになった。銀行が提携している保険会

社が 3 社あり顧客が会社を選択する。保険料は顧客負担、7 年間で 2.4%、

契約時 1 回のみの支払い。機材の損害保険。 

農業機械ｻｰﾋﾞｽ： State leasing 3 は Machine Technical Station 等を対象にしているため、農

業機械サービスを提供していることを融資の条件とし村（Aiyl Okmotu）

発行の機械サービス提供の証明書の提出を求めている。 

VAT・取引税： リーシング金額 20 万ソム以上の場合は免除。 

 

リーシングパンフレット 支店相談窓口 本部リーシング部 

 

リーシング実績 

表 3-15~17 にこれまでのリーシング実績を商品別、年別、州別に示す。リーシング 1 件あ

たりの平均額は、トラクタ約 92 万 som（1.8 万 USD）、コンバイン約 393 万 som（7.86 万

USD）作業機約 31 万 som（6,200USD）となっている。 
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表 3-15 商品別リーシング実績 

 
出所：アイルバンク 

表 3-16 年別リーシング実績 

 
出所：アイルバンク 

 

表 3-17 州別リーシング実績 

 
出所：アイルバンク 

件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som）

MTZ 94 96,007,372 236 235,963,624 284 287,228,716 25 25,199,152 0 0 639 644,398,864

YTO 284 212,218,067 5 1,571,613 0 5 2,984,652 149 125,773,250 443 342,547,582

その他 2 4,378,588 0 0 0 1 9,899,150 0 3 14,277,738

9 35,347,538 14 51,114,227 0 5 23,515,500 0 28 109,977,265

53 13,169,561 38 16,255,874 0 6 694,089 0 97 30,119,524

442 361,121,126 293 304,905,338 284 287,228,716 42 62,292,543 149 125,773,250 1,210 1,141,320,973

合計

コンバイン

作業機

合計

State lease-2　　　商品

機種

State lease-1

ト

ラ

ク

タ

State lease-3 WB lease 中国開発銀行

(1USD = 50som)

件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som）

MTZ 17 16,660,000 198 201,141,264 424 426,597,600 639 644,398,864

YTO 263 196,440,749 94 75,196,583 86 70,910,250 443 342,547,582

その他 0 0 1 9,899,150 2 4,378,588 3 14,277,738

2 6,480,000 9 40,941,820 17 62,555,445 28 109,977,265

2 216,000 44 9,056,657 51 20,846,867 97 30,119,524

284 219,796,749 346 336,235,474 580 585,288,750 1,210 1,141,320,973

ト

ラ

ク

タ

コンバイン

作業機

合計

2013年 合計　　　　年

機種

2011年 2012年

件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som） 件数 金額（som）

76 62,572,149 74 92,286,569 120 139,779,496 270 294,638,214

31 23,620,767 35 41,414,548 82 76,904,104 148 141,939,419

37 27,636,151 18 17,758,151 58 54,151,347 113 99,545,649

18 13,444,614 18 16,206,922 32 30,824,633 68 60,476,169

54 41,499,227 83 77,858,608 108 102,026,098 245 221,383,933

48 36,085,381 81 63,516,076 112 107,877,703 241 207,479,160

20 14,938,460 37 27,194,600 68 73,725,369 125 115,858,429

284 219,796,749 346 336,235,474 580 585,288,750 1,210 1,141,320,973

　　　　年

 州

2011年 合計

オシュ

ｼﾞｬﾗﾗﾊﾞｰﾄﾞ

バトケン

合計

2013年

チュイ

タラス

イシククリ

ナリン

2012年
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リーシング申請手続 

リーシングを希望する農家は希望する機材を選択したのち、銀行を訪問し、一次コンサ

ルティングを受ける。一次コンサルティングでは詳細な融資条件等の説明があり、条件に

同意できる場合は引き続き事前審査が行われる。事前審査では銀行担当者が希望者の自宅

や農地も訪問し、収入・支出等の財務状況や資産の調査が行われる。この段階で返済可能

と双方が判断した場合のみ、正式申請が行われるため、本部の審査で申請が却下されるこ

とはほとんどない。 

一次コンサルティングで受け付けた件数は銀行でも統計を取っていないため、相談に訪

れた農家のうち何割が実際にリーシングを受けたか、正確な数字は把握できなかったが、

調査で訪問したある銀行支店では、季節にもよるが月に 3~4 件の相談を受け、そのうち条

件にあうのは 1 件程度とのことであった。実際に申請できる農家は、銀行による財務分析

の結果、希望する機材をリーシングした場合の年間返済額以上の利益を安定して出してい

る農家ということになるが、所有地以外の借地の有無、栽培している作物、土地利用状況、

農機サービス提供有無などケースバイケースであり、一般化するのは難しい。銀行への聞

き取りでは、リーシング利用者の 90%以上が個人であり、借地を含めた耕作面積が少なく

とも 20ha、すでに何らかの農業機械を所有しており機械サービス提供による収入がある、

などの特徴が共通して指摘された。 

 

申請手続 備考 

1 リーシング希望

者による機材選

定 

・現物が無償で供与された場合を除き、機材は自由に選定できる。ただ

し新品のみで中古は対象外。 

・銀行の機材リストは各地域の特性を考慮して選定されている。 

・各支店の割当台数は、融資履歴、耕地面積、実際の需要等を考慮して

決められており、各支店の実績や需要の多寡を考慮して増減される。 

2 銀行による一次

コンサルティン

グ 

・支店が全国にあり、居住している地域の担当支店へ申し込む。 

・中規模支店でローン・リーシングを担当している職員は 4～5 名程度。

・融資条件等の説明 

・事前審査：財務状況を重視。資産、財務分析（収入（農業以外の収入、

年金収入含む）、支出（学費、家計）、等）（現地調査あ

り）が行われる。 

・返済能力の有無は、借地耕作面積や機械サービス提供による収入にも

左右されるため、所有土地面積からだけでは判断できない。 

・この段階で返済能力が不足すると判断されると申請できない。 

・コンサルティングの内容や支店・州の要望は本部へ報告されている。

3 申請書提出 ・事前審査で問題がなければ正式申請を行う。 

・必要書類（個人）：申請書、パスポート、婚姻証明書、配偶者の同意

書、個人営農/農業経営登録証、資産（車、家、家畜

等）証明書等 

・個人が 90%以上で法人は少ない。法人の場合は必要書類が多く、法人

の形態によって提出書類が違う。 
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申請手続 備考 

4 銀行本部での審

査 

・個人、法人とも 3 年間黒字であること、税等の滞納がないことは必須。

・他のローンの有無が審査に影響するかは、キャッシュフロー分析の結

果による。 

5 承認 本部での審査で却下されることはほとんどない。 

6 銀行と顧客間の

リーシング契約

担当支店で手続きを行う。 

7 前払金支払 ほとんどの顧客が 30%以上前払するので、担保不要の場合が多い。 

8 銀行と業者間の

購入契約 

・業者への発注は、すべて本部から、毎日行われる。 

・機材を購入する業者代理店 

Kyrgyz Avtomash Radiator、YTO、Atalyk Group、John Deere、Standart 

Agroservice、Kyrgyz Agro Market、Central Asia Machinery、等 

9 銀行から業者へ

の代金支払 

中国開発銀行のリーシングの場合は、中国開発銀行から YTO に直接支

払いが行われる。 

10 機材引き渡し ・顧客が業者まで機材を引き取りに行く。 

・申請から受領まで 2～3 か月、時期によっては 6 ヶ月程度かかる。 

出所：調査団作成 

 

 

 
出所：調査団作成 

図 3-2 リーシング申請手続の流れ 

 

リーシングでは、機材の購入は銀行により行われ、顧客が機材を受け取るが、機材の所

有権は銀行にある。そのため再リーシングは禁止されている。顧客が返済を完了すると機

材の所有権は顧客に移転する。これまでのところ延滞はほとんどなく、回収率はほぼ 100%

とのことである。また年 2 回、顧客である農家へのモニタリングが行われている。顧客の

リーシングやローンへの理解は、コンサルティングを通して徐々に進んでいるとのコメン

トもあった。 

これまでにリーシングを利用した農家への聞き取りでは、必要書類の準備など申請手続

財務省
アイルバンク

本部
アイルバンク

支店
顧客

農業機械
販売代理店

④審査

⑨ 代金支払 ① 機材選定

② 一次コンサルティング

③ 申請

⑩機材受取

リーシン

グ資金

③ 申請

⑤ 承認 ⑥ 契約

⑦ 前払金支払

⑧ 機材購入契約

⑦前払金支払
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において特に問題となることはなく、アイルバンクではリーシングの取扱件数が多いため、

他行に比べ手続がスムーズであるとのことであった。 

 

 その他の金融機関 3.4.2

 民間金融機関による農業者・関連事業者向け融資 (1)

農業ローンやリーシングを扱っている銀行及び商品内容等を表 3－18 に示す。一般的に

ローンは金利 20%前後、返済期間は最長 5 年程度、リーシングは金利 16～24%程度、返済

期間最長 5 年、前払 30%となっている。また返済方法は、農作物の収穫期を考慮している

場合もあるが、一般的には毎月返済になっている。 

 

表 3-18 商業銀行の農業向け金融商品 

農業ローン 

銀行名 目的 通貨 金額 金利 期間 

Bai Tushum Bank（2014
年1月にBai Tushum and 
Partners から名称変更） 

畜産・乳製品加工、種子・
農作物生産 

Som 
USD 

10,000 
som 以上 

Som 20% 
USD 17% 

3~60
ヶ月 

Kyrgyz Investment and 
Credit Bank (KICB) 

農業関連費用 Som 
USD 

500~20 万
USD 

Som 
18~26% 
USD 
16~25% 

12~24
ヶ月 

Commercial Bank 
Kyrgyzstan 

農業ビジネス促進 Som 
USD 
EUR 

2,000~ 
250 万 som
50~5 万
USD/EUR

Som 
21~32% 
USD 
17~27% 
EUR 
13~21% 

3~36
ヶ月 

Project “Support to 
improve agricultural 
productivity” 
農作物生産・畜産・農産
加工促進（資金は財務省
から配分） 

Som 
USD 

5 万 som 
又 は
1,000USD
以上 

Som 
16~18% 、
USD 
10~12% 

12~24
ヶ月 

BTA Bank 家畜、種子、機材等購入、
賃金支払等 

Som 
USD 

100 万
USD まで

返済ｽｹｼﾞｭｰ
ﾙ・市場金利
による 

3 年(5
年 の
場 合
あり) 

IDA project “Agribusiness 
and Marketing” 
競争力強化のための農作
物生産・加工・保存用機
材購入 

Som 
USD 

25 万 USD
まで 

18~20% 
（ 変 動 金
利） 

最長 5
年 

Optima Bank 家畜、農業用資材、農業
機械、その他農業関連費
用 

Som 
USD 

50USD 以
上 

14%以上 3~60
ヶ月 
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リーシング 

銀行名 目的 通貨 金額 金利 期間 前払

Bai Tushum Bank（2014
年1月にBai Tushum and 
Partners から名称変更） 

農業従事者、農業組合、
個人事業主の事業用機材
等購入 

Som 
USD 

150,00
1~ 
1500万
som 

Som 
24% 
USD 
20% 

5 年 最低
30%

Kyrgyz Investment and 
Credit Bank (KICB) 

車、農業機械、縫製機械、
製造装置等購入 

Som 
USD 

5,000~
10 万
USD 

Som 
18% 
USD 
16% 

6 ヶ
月~5
年 

最低
40%

Commercial Bank 
Kyrgyzstan 

車、農業機械等 Som 
USD 
EUR 

制約な
し ( 支
払能力
に よ
る） 

Som 
21~22% 
USD 
17~18% 
EUR 
14~15% 

1~7
年 

30%

その他 

銀行名 目的 通貨 金額 支払額 期間

Eco Islamic Bank  
（イスラム金融のためローンやリーシン
グではなく、銀行が購入した物品に利益を
上乗せして転売し、代金を後払い・分割払
いするという形態をとる。） 

家畜、
飼料、
農業機
械等購
入 

Som 50,000 
som 以
上 

原価 100 万 som、
3 年払いの場合、
総支払額 140 万
som（聞き取り結
果） 

1~36
ヶ月

出所：各金融機関 HP 及び聞き取り結果より調査団作成 

 

表 3-19 2013 年リーシング実績 

金融機関名 件数 機材内訳 

Bai-tushum 62 トラクタ 12 台、作業機 50 台 

KICB 1 小型コンバイン（中国製コメ収穫用（ファトン）2 万 USD） 

Eco Islamik Bank 17 トラクタ 3 台、作業機 14 台 

合計 80  

出所：農業省及び金融機関への聞き取りから調査団作成 

 

2012 年の税制変更により、リーシングに関して VAT や利子税免除などの減税措置がとら

れた。そのため民間金融機関でも金利の引き下げが可能となり、リーシングを行いやすい

環境が整ってきている。今後、リーシングを強化する方針であると述べていた銀行もある。

しかし自己資金でリーシング事業を行う場合、利率はアイルバンクと比較すると高利にな

るため、農業機械に関してはアイルバンクとの競争は難しい。そのため建設、生産、医療

機材等、他分野へのリーシングで差別化が図られている。 
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 マイクロファイナンス (2)

キルギスでは WB、UNDP、ADB、及び国際 NGO 等の支援により、1994 年からマイクロ

ファイナンスシステムが構築されてきた。現在ではマイクロファイナンス組織に関する法

律も制定され、中央銀行の管轄の下、適切な運営が行われるよう規制が行われている。 

Association of Microfinance Institutions（AMFI）によると、2013 年 9 月で AMFI の会員数は

32、全国のマイクロファイナンス機関は 294 に上り、地方にも浸透している。2013 年の融

資総額は 238 億 6240 万 som（4 億 8455 万 USD）、融資件数 459,572 件、平均融資額 51,923som

（1,054USD）、平均利率（年利）30.47%、平均貸出期間 15 ヶ月となっている。資金使途は

AMFI の四半期毎のデータでは農業が 49~67%を占めている。マイクロファイナンスを利用

した経験のある農家への聞き取りでは家畜購入目的が多く、その他は種子、肥料、燃料等

購入とのことであった。少額融資であり利率も高いことから農業機械購入には利用できな

いが、2013 年だけで人口比で 8%、12.5 人に 1 人がマイクロファイナンスを利用したことに

なり、地方部や貧困層に金融アクセスを提供し、小規模農家の農業経営に重要な役割を果

たしているものとみられる。 
 

 関税同盟16 3.5

 関税同盟の背景と概要 3.5.1

1990 年代、キルギスの GDP はおよそ 20～25%の落ち込みを見せたが、この主たる原因は

旧ソビエト連邦の崩壊に伴う旧ソ連諸国との経済的ネットワークの分断であった。ロシア

は CIS 諸国で新たな経済圏形成のため、経済統合を進めようとしたが、政治的方針の相違

による対立や課税方針について各国の意見がまとまらず、この動きは思うように進まなか

った。このため、ロシアはベラルーシ、カザフスタン、キルギス、タジキスタンとそれぞ

れ二国間の自由貿易協定の締結や、ロシア、ベラルーシ、カザフスタンによる関税同盟を

結び、経済統合に積極的な国から経済圏を形成し、非関税政策を実施しようとした。2010

年から実際に関税同盟条約が 3 国間で運用が開始され、2010 年 12 月、キルギスはロシア、

ベラルーシ、カザフスタンの旧ソ連 3 カ国による関税同盟に加盟する意向を表明した。翌

                                                      
 
16
参考文献： 

Eurasian Development Bank Eurasian Integration Yearbook 2012 “Assessing the economic effect of Kyrgyzstan’s 
accession to the custom union” 
社団法人 ロシア NIS 貿易会 ロシア NIS 経済研究所 “ロシア・ベラルーシ・カザフスタン関税同盟に関す

る調査” 
USAID, 2008, “Economic Consequences of the Customs Union for the Kyrgyz Republic” 
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2011年 10月のユーラシア経済共同体の首相会合ではキルギスが関税同盟に加盟する方針が

承認され、加盟に向けた具体的な手続きを詰めることが合意された。 

関税同盟の目的は、加盟国域内で関税を廃止し、第 3 国から輸入されたモノの域内での

移動自由化するといった自由貿易を行う一方、対外的には関税率を統一して一つの経済圏

を形成することにある。その主な機能は、域内の同盟国間の貿易に関する関税撤廃、域内

の税関・貨物・衛生・動植物検疫検査の撤廃、共通の規格基準の導入、対外共通関税の統

一化が挙げられる。今後キルギスが関税同盟に加盟した場合、これらの機能への適合が求

められることとなる。 

表 3−20 は関税同盟加盟各国とキルギスの経済概要を比較したものであるが、キルギスは

各国と比較してその経済規模は極めて小さいと言える。一人当たり GDP には大きな隔たり

があり、GDP に対する輸出入の割合から高い貿易依存度を示しており、人口成長率も高い

値を示している。この表から分かる通り、関税同盟加盟国においてロシアの経済規模は圧

倒的に大きく、ロシアの優位性は明らかであることから、今後もこの同盟においてロシア

が主導的な役割を果たすであろうことが推察できる。これはこのようなロシアを中心とし

た枠組み作り、関税同盟の基準設定は経済規模や状況の異なるキルギスにとって必ずしも

プラスの効果を生まない可能性を示唆している。 

表 3-20 関税同盟加盟国とキルギスの概要 

2008 キルギス ベラルーシ カザフスタン ロシア 

GDP（10 億 USD） 5.0 60.3 135.6 1676.6

農業（％） 26% 9% 6% 6%

工業（％） 17% 39% 42% 39%

サービス業（％） 57% 53% 52% 54%

GDP 成長率（％） 7.6% 10.0% 3.3% 5.6%

一人当たり GDP（千 USD） 0.95 6.23 8.72 11.81

GDP に対する輸出の割合（％） 61% 54% 61% 28%

GDP に対する輸入の割合（％） 95% 65% 40% 17%

人口（百万人） 5 10 16 142

人口成長率（％） 1.1% -0.2% 0.1% -0.1%

出所：USAID, 2008, “Economic Consequences of the Customs Union for the Kyrgyz Republic” 

ただし、貿易相手国としてベラルーシの重要性は比較的低いものの、ロシアとカザフス

タンはキルギスにとって輸出産品の重要な市場であると同時に、特に燃料の輸入先の大部
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分を占める重要な相手国でもある。また、ロシアはエネルギー供給元であるだけでなく、

キルギス人労働者の受入国でもあり、また多額の融資供与国でもあることから、キルギス

の同盟加入には大きくロシアの意向が影響している（表 3−21 参照）。 

表 3-21 キルギスが関税同盟に加盟した際に考えられる影響 

プラス面 

 域内諸国との経済活動の促進（非関税での物資の輸出入、関税同盟国市場へのアクセス）

 キルギスの加盟に伴う関税同盟参加国の拡大（経済圏の拡充） 

 国内の繊維業の発展促進（中国からの輸入品に対する高関税の付与によって） 

 農業への影響は少ない（燃料、種子、肥料、農業機械などの農業投入財の輸入及び農産物

の輸出は現行の関税同盟国間で主として行われているため） 

 関税同盟加盟国である隣国カザフスタンとの貿易の円滑化（カザフスタン・キルギス間の

貿易上、現在障害となっている対外共通関税、税関・衛生検査等の厳格化がなくなる） 

 ロシアからの援助や融資の増加 

 ロシアにおけるキルギス人労働者受け入れの円滑化（加盟国への障壁の緩和） 

マイナス面 

 域外の国との貿易の減少（対外共通関税 CET: Common External Tariff の導入によって平均

約 2 倍に引き上げられる域外国への関税率に伴って） 

 政府の税収低下（VAT、輸入関税など） 

 貿易政策における自国決定力の低下（ロシアなどの大国に有利な貿易政策に偏る懸念） 

 中国からの中継貿易の減少（キルギスの経済活動において大きな割合を占める、中継貿易

が関税上昇によって減少する恐れがある。） 

 植物検疫、品質・衛生に関する統一規格基準の導入（現状よりも厳格な規格基準に） 

 対外共通関税の導入に伴う消費者物価の上昇（域内国からの輸入に関しては変化がないも

のの、域外国からの物資の価格は上昇） 

 政治的交渉の困難性（WTO 加盟国であるキルギスが関税同盟加入に伴って域外国への関税

率が上昇した場合、WTO 協定に抵触するため。） 

出所：参考文献 16をもとに調査団作成 

すでに関税同盟に加盟しているカザフスタンでは、加盟国間の関税率はゼロとなっており、

域外からの農業機械については加盟国内で生産される機械・機材と競合するものについて

は 0～15％の間で高い関税率が、反対に競合しないものについては低い関税率が設定されて

いる。  
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表 3-22 キルギスと関税同盟諸国との貿易量とキルギスの輸出入に占める各国の割合 

（百万 USD） 

  2005 2006 2007 2008 

関税同盟諸国との輸出入合計 812 1188 1755  2417 
輸出 252 317 440  506 
対ロシア(%) 7.2 5.4 5.7  5.2 

対カザフスタン(%) 6.2 5.8 5.0  3.1 

対ベラルーシ(%) 0.1 0.1 0.1  0.6 

輸入 560 871 1315  1911 
対ロシア(%) 20.3 23.1 23.7  25.1 

対カザフスタン(%) 9.4 7.1 8.6  6.1 

対ベラルーシ(%) 0.4 0.6 0.6  0.7 

輸出入差異 -308 -523 -875  -1405 
出所：USAID, 2008, “Economic Consequences of the Customs Union for the Kyrgyz Republic 

 

表 3-23 関税同盟諸国への主要輸出入品目とその割合 

 

出所：USAID, 2008, “Economic Consequences of the Customs Union for the Kyrgyz Republic 

表 3−23 の輸出品目に挙げられる項目には中国からの中継貿易によるものも多く、キルギ

スは現在中国から安く物資を輸入し、その約 75%を他の中央アジア諸国やロシアに再輸出

することで外貨を得ている。ところが関税同盟に加入した場合、中国は同盟域外国となり

域外国関税率が適用されることから、大部分の品目で現在よりも関税率が上昇し、このビ

ジネスは成り立たなくなるものと考えられる。中国とキルギスの貿易は統計上に計上され

ているよりもはるかに多くの物資が実際は流通していることから、関税同盟加盟によって

中継貿易が大きく減少することとなれば、これはキルギスの経済にとって大きなマイナス

になるであろう。 

輸出 2008 

鉱物 28%

繊維製品及びその関連品 27%

野菜 12%

石材、石膏、セメント、アスベスト、雲母類 8%

電子機械、電子部品、電化製品類 6%

食料品、アルコール、飲料 4%

真珠（天然、養殖）、宝石、半貴石 4%

植物性・動物性油、植物性・動物性油脂 2%
その他 9%

輸入 2008 

鉱物資源類 57%

木材、木炭、石炭類 3%

機械、電子機器類 3%

輸送関連機（水・陸・空） 3%

食料品、アルコール、飲料 8%

野菜 7%

化学関連製品 6%

卑金属（ベースメタル）及びその関連品 5%

その他 8%
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 農業・農業機械化への影響 3.5.2

キルギスにおいて労働人口の約 34%が農業（食品加工業を含む）に従事しているが、大

部分が小規模農業であり、十分に農業投入財や機械部品を入手できない状況である。しか

しながら、2008 年、農業セクターは GDP の 26%を占め、総輸出のおよそ 12%となっている。 

表 3−24 は関税同盟加入に伴って変化すると想定される主要品目の関税率と貿易量である。 

 

表 3-24 関税同盟に加盟した際の域外国からの主要品目の輸入時関税率変化 

 

出所：USAID, 2008, “Economic Consequences of the Customs Union for the Kyrgyz Republic” 

 

重要な農業投入財（燃料、種子、肥料、機械）は関税同盟国より輸入されており、なお

かつキルギスの主な輸出農業品目（果実、野菜、乳製品）はロシア、カザフスタンといっ

た関税同盟国に輸出されているため、農業セクターは関税同盟への加入如何によって大き

な影響を受けるものではないと思われる。ただ、統計上には十分に表れていない中国から

の輸入品目の中には農産物や食料品もあることから、関税同盟によって中国との貿易が円

滑に行われなくなり、食料品の消費者物価が上昇することが懸念される。 

キルギスにおいて現在使用されている農業機械の大部分は旧ソ連製の 20 年以上経過した

機械であるが、ここ数年アイルバンクを中心としたリーシング事業や様々な国からの援助

により、これらの古い農業機械、主にトラクタの更新が少しずつ進んでいる。近年更新さ

れたトラクタは部品調達の容易さや従来の旧ソ連製のトラクタとの構造の類似性からベラ

ルーシ製が好まれる傾向にある。ただ、中国製トラクタも隣国という立地条件から部品調

達も容易であり、援助による供与に後押しされる形で着実にキルギスにおいて保有台数を

増やしている。 

しかしながら関税同盟に加入した場合、中国を含めた域外国からの一般の機械類輸入に

対する関税率が現在の 2.7%から 5.9%へと移行し、3.2%の関税上昇となる。農業機械につい

品目
キルギス国
関税率(%)

関税同盟
関税率(%)

差異(%)
キルギス国税率

での輸入額
(百万USD)

関税同盟税率
での輸入額
(百万USD)

関税料の
差異(百万USD)

合計 5.1 10.6 5.5 1885.5 1986 100.5

農業 7.9 10.8 2.9 121.4 127.3 5.9

動物、畜産物 7.5 15.9 8.4 38.9 42.2 3.3

野菜 6.7 8.2 1.5 35.6 36.1 0.5

動物性/植物性油・油脂 9.5 5.9 -3.6 5.5 5.3 -0.2

食料品、アルコール、飲料、酢、タバコ 7.7 13.3 5.6 41.4 43.7 2.3

工業 4.3 10.8 6.5 1764.1 1858.7 94.6

化学関連製品 1.1 8.3 7.2 151 161.9 10.9

輸送関連機（陸・海・空） 3.8 10 6.4 572.3 607.6 35.5

機械、機械備品類 2.7 5.9 3.2 383.4 395.7 12.3
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ては現在の 0%から、15%17に上昇することが予想され、欧米や中国からの農業機械の輸入

インセンティブは下がり、よりベラルーシなど域内国からの農業機械輸入に集中すると考

えられる。他に考えられる問題として、バザールなどにおいては中国製の農業機械のみな

らずベラルーシ製やロシア製に関しても農業機械部品の多くが中国製であり、この中国製

部品が旧ソ連製の古い農業機械を下支えしている。このため、関税同盟加入によって規格

が厳格になる、価格が上昇するといったように中国との貿易が円滑に行われなくなるよう

なことがあれば、部品調達の観点から農業機械化に影響を及ぼすものと考えられる。 

上記のような懸念はあるものの、現時点ではキルギスの関税同盟への正式な加盟時期が

明確になっておらず、関税率の変化も予測の域を超えないこと、また関税率移行に際して

は 3～5 年程度の移行期間が設けられることなどの見込みから、関税同盟加入による農業機

械の更新への影響には楽観的な見通しをする農業機械の輸入販売を行う販売店も見受けら

れた。 

  

                                                      
 
17 カザフスタンの事例だが、農業機械の中でも品目ごとに税率が異なる。特に域内で競合する機械につい

ては高めの税率設定になる可能性がある。 
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 農業機械化に係わる阻害要因の分析 4.

 ステークホルダー別の課題 4.1

 農業省農業機械化・農村電化局 4.1.1

先に述べた通り、機械化局の業務は多岐にわたっているが、本省に勤務するのは 4 名の

みであり、現在の体制ではすべての業務を遂行するのは困難である。また、地方に配置さ

れている職員も 2012年の組織変更前は全国に 40ある地区に各 1名配置されていたものが、

一部業務の他省庁への移管とともに 11 名が内務省の国家登録庁に異動した結果、現在では

29名で 40地区をカバーしており、十分な業務の遂行に支障をきたしている。特に時間を要

する農業機械の台数の把握、使用状況、現場レベルでの問題把握などの情報収集や、関係

者に対する政府の政策、制度変更などの情報伝達が十分に行われていない。正確な情報が

収集できなければ効果的な政策を策定することも難しく、体制整備に何らかの対策を講じ

る必要がある。 
 

 キルギス農業大学農業機械学部 4.1.2

キルギス農業大学は、国内唯一の農業大学であり、農業機械学部は農業機械に関わる研

究を行い、農業機械の技術者を輩出してきた。本来であれば、研究活動を通じて国内各地

の農業機械化に関する提案や政策に対する助言を行ったり、将来の農業機械化を担う人材

を養成する機関であるが、現在、研究活動や講義、実習に使用している機材は旧ソ連時代

のもので老朽化し、十分な予算配分もないため新規の研究活動や新しい機材を使った人材

育成を行うのも困難な状況にある。 
 

 中等専門学校と職業訓練校（農業機械科） 4.1.3

両校共に旧ソ連時代に設立された学校であり、大規模国営農場や集団農場の農業機械分

野の中核となる人材を養成してきた実績を有する。しかしながら、現在の教育に必要な実

習用機材の多くは、旧ソ連時代のものと古く生徒も興味を示さず入学者数は減少している。

そのため国からの予算も削減されるという悪循環に陥っている。さらにキルギスの農業機

械化を担う農業省との連携もほとんどない状況で教育プログラムを構築するプロセスも滞

っている。これら農業機械化に関わる人材養成機関の課題を以下に示す。 

 農業機械学を専攻する者が減少している。 

 そのため、国からの予算も削減されてきている。 

 実習用機材の多くは、旧ソ連時代のもので古いため学生のニーズに合致していない。 
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 校内の設備も古く、教科書の不足やその内容が現状の農作業体系と合わない。 

 農業省の専門家が、職業訓練校の講義に携わることはあるが、両者の連携による指導

がほとんどない。 
 

 農業機械販売店 4.1.4

キルギスでは 2000 年代後半から、本格的なサービス体制を持つ農業機械販売店が営業を

開始した。当初は販売店も限られ、選択できるメーカーも少なかったが、現在は機械の作

業品質や性能が異なる様々なメーカーの農業機械が販売されている。表 3-5 に示した販売店

が、現在キルギスでメーカーの正規代理店として営業している販売店で、全てビシュケク

市及びその郊外で営業を行っている。これ以外はオシュ市に YTO の個人販売店がある。 

多くの販売店では部品の供給体制も備え、保障や修理にも対応可能な体制を持つため、

以前と比較すると販売店についての課題の多くは解消されてきている。ここでは購入者の

立場から、農業機械の購入利便性をさらに上げるための課題について述べる。 

キルギス国内では農業機械の需要がカザフスタンなどと比べて少ないため、販売店の展

開は、ビシュケク市に集中することとなる。そのためビシュケク市以外の地方農家は、購

入前に実際の機械を確認するためや、購入後の引き取りにビシュケク市まで来る必要があ

る。特に南部地域のオシュ、ジャララバード、バトケン州は、ビシュケク市へのアクセス

が良くないため、農家の負担が大きい。 

従来から普及しているベラルーシ製トラクタの MTZ などは、全国的に多くの農家が使用

しているため、販売店が無くとも性能・燃費など実際の情報の入手が容易である。また、

中国製トラクタ YTO はオシュ市に小規模な販売店がある他、個人輸入も盛んなため、南部

地域を中心に普及が広がっている。それ以外のメーカーが今後キルギスでの販売を促進し

ていくためには、南部地域の中心都市であるオシュにも販売店を展開することが求められ

る。 

JOHN DEERE 製の農業機械を販売している

Eurasia Group は、自社農場を使って機械のデモン

ストレーションや栽培成果の発表を農家向けに行

い販売促進に役立てている。この様な営業手法は、

キルギスであまり普及していない農業機械の作業

品質や性能を農家に知ってもらうために非常に有

効である。今後 Eurasia Group では、オシュ市での

販売店展開と共に、同様の自社農場を南部地域に
JOHN DEERE 製トラクタを用いた 

農民に対してのデモンストレーション 
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も保有し営業に活用する計画を持っている。 

また、アイルバンクでは殆どのメーカーの機械をリーシングできることとなっているが、

実際にリーシングされるのは、ベラルーシ製機械が大部分を占めている。理由の一つとし

て、アイルバンクに備えられているパンフレットや機械リストの内容がベラルーシ製を中

心とした構成となっているため、農家が他メーカー機械の情報を得るのが困難なことが挙

げられる。そのため各販売店は、アイルバンクや民間銀行向けの、自社パンフレットや機

械リストを作成し営業を行うことも取扱農業機械の販売促進にとっては必要である。 

販売店による自社ローン（Avtomash のみが実施）は、ごく限られた経営状況の良い農業

法人等に行われており、本来現金で購入できる程度の顧客を対象としている。このような

顧客に対しての販促面では、機能していると考えられるが、市場規模としては限定されて

いる（Avtomash の年間販売台数の 10％程度）。 

 

 農業機械修理業者 4.1.5

前述のとおり農業機械の修理を専門とする個人業者はいるが、工場を構えて操業してい

る業者は本調査では確認できなかった。このような業者は旧ソ連時代の技術者であり高齢

化が進んでいる。これから農業機械の更新、新規購入が進めば、機材を保有したことのな

い農家にも機材の保有が進むことから、それに応じた整備や修理を請け負う修理業者に対

するニーズは高まってくる。これを支える人材の養成は今後の課題となる。 

また、マシンステーションや自動車の整備工場は比較的広範囲に存在しており、そのよ

うな工場を活用することも考えられる。それでも本格的な修理に対応するためには、専用

の施設や機材が必要になり、調達に必要な投資資金のための適切な金融商品も必要となる。 

 

 銀行 4.1.6

 リーシング資金不足 (1)

アイルバンクでは 2011 年にリーシングを開始して以来、リーシング件数は年々順調に増

加しているが、まだまだ需要は多い。しかしながらリーシング可能な件数は資金量の多寡

に左右され、現在、アイルバンクの資金が不足しているため、需要を満たすことができな

い状態にある。聞き取りでは、現在全国で 150 名程度が融資の承認を得ているものの、機

材受領を待っているとのことである。潜在的にはさらに多くの需要があるが、申請をして

も機材受領まで時間がかかるため、申請を待っている希望者も多い。 

これまでのリーシング原資は、中国（無償・有償）、日本（ノンプロ・2KR 見返り資金）、
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トルコ（無償）による拠出であり、後述する Eurasia Development Bank (EDB)も 2000 万 USD

の拠出が決定している。その他、ポーランド、韓国、ADB、Islamic Development Bank 等が

検討中とのことである。しかしながら不足分及び更新が必要な農業機械台数を考慮すると、

まだまだ資金需要は大きいと思われる。 

 

表 4-1 アイルバンクの資産額の推移（百万 som） 

2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 

2,550 2,960 4,041 4,330 7,381 

出所：アイルバンク Financial Statement 

 リーシング条件 (2)

これまでの実績ではトラクタのリーシングが全件数の 90%を占めている。コンバインの

需要も多いが、コンバインそのものが高価格であること、価格の高さにもかかわらず前払

や返済期間の条件が同じであることから、非常に厳しい条件となっており、この条件で返

済できる農家はごく一部に限られる。 

前払は最低 10%からだが、30%未満の場合は担保が必要になる。担保は不動産だが、土地

は担保にならず、家屋は地方の場合、査定額の 40~50%しか担保価値がないとのことで、必

要額の担保を確保することは難しい。コンバインほど高額でないトラクタでも、30%の前払

は大半の農家には厳しい条件であり、希望者は多いものの条件にあう農家は多くはない。

リーシングをさらに促進するためには、担保が不要になる前払金を 20%まで下げる、返済

期間を 10 年まで延長するなど、条件の緩和を検討する必要があると思われる。 

（例） コンバイン 約 400 万 som、前払 30%、年利 8%、返済期間 7 年の場合 

  前払：120 万 som (2 万 4 千 USD)、年間返済額およそ 60 万 som（1 万 2 千 USD）

 トラクタ 約 100 万 som、前払 30%、年利 8%、返済期間 7 年の場合 

  前払：30 万 som（6 千 USD）、年間返済額およそ 15 万 som（3 千 USD） 

（参考）18 2012 年（農業従事者平均月収 5309 som）－（月最低生活水準支出 4341.15 som）＝967.85som

 銀行の審査能力 (3)

銀行の支店規模は様々だが、中規模支店でローン・リーシング担当者は 5 人程度である。

季節や支店によるが、多い時では月にローンを含め 300 人ほど、リーシング希望者に限れ

ば 15～20 人来店する場合もあるとのことである。リーシングの事前審査のためには希望者

                                                      
 
18 国家統計局 Kyrgyzstan in Numbers 2013 
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の自宅や農場を訪問する必要があり、銀行の人的キャパシティにも限界がある。 

また現状ではリーシングの回収率はほぼ 100%となっているが、それは支払能力が十分に

ある農家にのみリーシングが行われているためでもある。融資の安全性を重視することは

当然であり、十分な支払能力がない者に過剰な債務負担を負わせることは避けるべきであ

るが、農業機械化及び農業の発展を促進するためには、現状の資産や財務状況だけでなく、

農業機械を更新・新規購入した場合の収益の改善見込みや事業計画など、将来性も勘案し

た総合的な与信判断が期待される。そのための行員の審査能力の向上も必要である。さら

にリーシング機材を多様化するためには、行員の農業機械や設備に関する知識を高めてい

くことも必要となる。 

 中古機材向け融資 (4)

リーシングは新品のみが対象で、中古農業機械購入のためには農業ローンはあるが年利

18%と条件が厳しいため、中古農業機械購入に農業ローンを利用する者はあまり多くない。

中古農業機械の品質査定や保証等を考えると中古農業機械向けのリーシングは難しいので、

低利のローン商品が利用できれば中古農業機械購入促進に役立つものと思われる。 

 リーシング種類の多角化 (5)

農業分野を成長させるためには、トラクタやコンバインなど生産に関わる機材だけでな

く、農作物の加工や輸送、保存、灌漑設備建設・補修等、農業のプロセス全体に必要な農

業機械や設備をバランスよく整備していく必要がある。現状ではリーシング対象機材はト

ラクタ、コンバイン、作業機に限られるため、リーシング商品の多様化が期待されている。

アイルバンクでも加工機材向けのリーシングを検討中とのことであった。 

また地域により作物に特徴があるため、アイルバンクでも機材リストをその地域にあわ

せたものにしているが、コメ用コンバイン、綿花用トラクタ、飼料用機材など、そもそも

調達が難しいものもある。一方、リストにない機材でもリーシングは可能であるが、農家

側に機材に関する情報や知識が十分にないと、そうした機材を選択することは難しい。農

業機械の展示会やデモンストレーション、説明会などを通して農家への情報提供や広報を

積極的に行うこともリーシング促進に役立つものと思われる。 

 

 農家 4.1.7

質問票調査の結果から得られた農家（機械所有、機械サービス利用、機械所有・サービ

ス利用ともになし）が抱える問題（複数回答）を図4−1に示す。全体で最も多かったのが、

「販売チャネルの多様性がない」ということであった。これは買取側の数が限られている
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ために競争原理が働かず安く買い叩かれていることである。また、4番目に多い「輸送手段

が無い」ため市場へ持っていくこともできないこともその要因と考えられる。2番目に多か

ったのが、「農業機械サービスへのアクセス」であった。機械所有農家も回答しているの

は、所有している機械や機材で全ての作業を行っているわけではなく、収穫など外部の機

械サービスに依存しているケースが多いためである。この回答は機械サービスを受けてい

る農家では、最も回答数が多くなっている。やはり機械サービスは受けているが、地域の

台数が足りずに適期に作業ができていないということもある。現在、機械サービスを受け

ていない農家でも、機械サービスが必要ないということではなく、周囲に機械サービスし

てくれる農家がいない、サービス料金が高いなど機械サービスにアクセスできていないケ

ースもある。オシュ州では以前から、収穫時期になるとコンバインの不足分をウズベキス

タン側からコンバインを借りて収穫を行っていたが、2010年以降、国境が閉鎖されている

ためそれができなくなり、収穫時期の機械不足は危機的な状況になっている。それに伴い、

機械サービス料金が高騰している地区も存在している。 

 

 

出所：質問票調査結果から調査団作成 

図 4-1 農家の抱える問題 

続いて、投入材である肥料や種子の品質、価格、供給量の問題、その他に栽培技術、農

業生産に必要な資金、農業機械の部品・修理、生産物の貯蔵倉庫の問題が挙げられている。 

また、燃料価格の問題が挙げられているが、図4-2に示すように、実際に過去10年間で3倍

近く価格が上昇している。生産物の小売価格と比較しても燃料価格だけが上昇しているわ
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けではないが、比較した小麦粉と羊肉は農家の売渡価格ではなく小売価格であるため、前

述のとおり売渡価格は低く抑えられている可能性はある。 

 

 
出所：キルギス中央銀行、国家統計局資料から調査団作成 

図 4-2 ガソリン、小麦粉、羊肉の小売価格指数（USD ベース、2003 年を 100） 

農業機械の購入については、農業機械を持っていない農家の中でも、当然ながら農業機

械の購入を希望する農家は存在する。新車のリーシングや中古車のローン購入など、希望

する機材や購入方法は様々であるが、リーシングやローンでは金利や支払期間は、更に「低

く、長く」を希望する農家が多い。すでに機械を所有している農家が、農業機械の購入時

に検討する項目を聞いた結果（図4-3）では、最も多かったのが動力性能（自分が必要とす

る機械の出力）であり、続いて原産国、価格、壊れにくさ・耐久性、部品の価格・入手し

易さ、の4つの項目が横並びであった。維持管理の容易性や作業機の互換性というのも少な

いが回答としてあった。 
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出所：質問票調査から調査団作成 

図 4-3 農業機械購入時の選定条件 

 

古いコンバインの収穫作業効率について 

古いコンバインは収穫時の作業能力が低く、収穫損失の問題があり、多い場合で30％に

達するとのことであった。この数字は様々な資料で引用されているが、農業省に確認した

ところ、農業機械の販売促進のためにコンバインのメーカー（販売店）や、機械で収穫サ

ービスを行う農家がデモンストレーションとして行った結果から出した数値とのことであ

る。 

農地の石の混入ついて 

農地にこぶし大よりも大きな丸い石が広範囲に多数確認された。農地の脇には更に大き

な石がまとめられ積まれている光景もあった。農家も畑の石を取り除いているようだが、

全てを取り除くことはないようである。作業機によっては、この石によって破損の原因に

なることが予想される。 

 

 農業機械サービス業者 4.1.8

機械サービスを専門で行う業者は極めて限られており、機械サービスを提供する多くは、

農業機械を所有する個人農家や農業法人である。彼らが抱える問題は、図4-1に示すように

順位の差はあるが、他の農家と同様の内容である。 

 

  

0 5 10 15 20

デザイン

作業機の互換性

維持管理の容易性

部品の価格、入手し易さ

壊れにくさ、耐久性

価格

原産国

動力性能



63 
 

 農業機械市場の課題 4.2

キルギスの農業機械市場は、最近 5 年間で進められた政府の金融支援や各メーカー販売

店の展開で急速に発展してきた。今後は農家が、より高い作業品質とコストパフォーマン

スの農業機械を自ら選択可能な市場となっていくことが重要である。そのためには政府・

農業省関係者、リーシングを行う銀行やメーカー・販売店による農業機械に関する情報提

供が必要となる。 

この取り組みの一つとして、2013 年 5 月ビシュケク市においてキルギス政府（経済省）

主催で International Agricultural Exhibition “Aiyl-Agro 2013”が開催された。これは各種農業・

畜産・食品加工機械を主とした国際展示会で、

CIS、欧米、トルコ、中国等で製造されている農

業機械が多数展示され、6,000 人の見学者が訪れ

た。このような展示会は、農家を含む農業関係

者に対して情報を提供するだけでなく、メーカ

ーや販売店が農業関係者の反応や要望を得るこ

とができるため農業機械市場発展のために非常

に有益である。 

欧米各国等は、この展示会に自国メーカーの農業機材を出展するために積極的な情報提

供や支援を行っている。キルギスに進出を考えるメーカーにとって、このような自国政府

のサポートも重要である。 

この展示会は 2014 年 5 月にも開催される19予定となっているが、今後は南部地域向けに

オシュ市などでも開催されることが望まれる。 

また、メーカー・販売店は、利益を求めるため需要が高く良く売れる農業機械を主に販

売する傾向となる。しかし、オシュ州に多い小規模な農家が多い地区で要望のある小型コ

ンバインやウズゲン地区で要望のある稲作用コンバイン等は、現在キルギスで販売されて

おらず農業関係者が入手することができない。このような強い要望はあるが需要が少ない

機械については、農業省が各地の地方部署から情報を収集すると共に、試験的な導入や購

入時の補助金（リーシング時の優遇金利・期間等）を実施し、機械の導入を支援する体制

も必要である。 

 

                                                      
 
19 Aiyl-Agro 2014 開催概要：http://www.aiyl-agro.kg/ 

Aiyl-Agro 2013 
ビシュケク市旧広場で開催 
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 農業機械保守管理の課題 4.3

スペアパーツの供給については、ドナー支援で調達され台数が少ない機材について、価

格、納期面で問題が見受けられる。その他、台数が多いベラルーシ製やロシア製の機材に

ついて、部品供給は需要と供給の関係で一部地域にてアクセスに問題があるが、台数が増

加しなければ部品業者も対応は困難と思われる。また、近年台数が増加してきている中国

製の機材についても部品供給体制は少しずつ整ってきている。 

作業機、特に耕起、砕土、均平作業を行う作業機については、旧型の機材の補修を繰り

返しながら使用している。 

農家が行う修理については、3.3.2 で述べたように、農家自身でやってはいるが、実際に

測定器類を使わなければ、それが適正におこなわれているかどうかの判断ができない。こ

の部分での農家や修理業者の能力強化が必要と思われる。特に、既存の人材養成機関であ

る中等専門学校と職業訓練校を活用してくことが望まれる。具体的には以下の対応策が考

えられる。 

 農業省、教育省、労働・移住・青年省の関係省庁間の連携を図り、今後の農業開発政

策に応じた教科書や指導要領を精査する。 

 政府は、段階的にでも老朽化した実習用機材や学習用資料等は更新する。 

 農家の再教育のため、農閑期に参加できるような短期コース（栽培技術、運転・整備、

農業経営）を創設する。 

 このような人材育成に関わる対策も農業機械化政策に反映させる。 

 

 農業機械化に係わる農業金融の課題 4.4

農業金融の課題としては、以下のような点があげられる。 

 リーシングに対する理解 (1)

リーシングを利用する側に、そもそもリーシングという制度が十分知られておらず、

仕組みに関する知識が不足しているという問題がある。ローンとリーシングの違い、課

税方法の違い、関税について、どういう場合にローンあるいはリーシングを利用すると

有利なのか、リーシングに関する情報をどこで入手するか、銀行手続や必要書類など、

リーシング制度についての理解を広める努力が必要である。キルギス銀行協会では、

ADB が実施している女性ビジネス教育やセミナーにコンサルタントとして参加し、リ

ーシングに関する説明を行うなどの活動をしており、2014 年 5 月に予定されている

Aiyl-Agro 2014 でもリーシングに関するフォーラムを開催予定である。このような活動
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が今後、地方でも開催されることが望ましい。 

 リーシングを取り扱う金融機関の拡大 (2)

税制改正によりアイルバンク以外の金融機関でもリーシングの取り扱いが増加してきて

いる。しかし政府の補助やドナー資金がないため、アイルバンクに比較すると高利になら

ざるを得ない。リーシングを取り扱う金融機関数や職員数を確保し、より円滑にリーシン

グ業務が取り扱えるようにするために、アイルバンクと同条件でリーシング出来る金融機

関数を増やす必要がある。 

 リーシングに関する税制 (3)

キルギスにおけるリーシング事業は、2002 年に「Law on Finance leases (leasing) of the 

Kyrgyz Republic」 が制定されたことによって開始された。しかし当初は税制に関し課題が

多く、所得税 10%、利子税 10%、取引税 2～3%、VAT が重複して課税され 24%、結果とし

てローンより割高になるため、利用は伸びなかった。このような状況を改善しリーシング

を行いやすい環境を整備するため、2011 年に関税法改訂、2012 年に税法改訂が行われ、リ

ーシング用の農業機械の VAT、及び銀行・企業のリーシング事業に関する所得税、利子税、

販売税が免除されることになった。この免税措置は現段階では 5 年間の暫定措置で、2017

年に効果を検証して継続するか変更するか検討が行われる予定になっている。 

この免税措置により、リーシング事業の阻害要因になっていた税制上の問題はほぼ解決

されたが、通関で手続上の問題が生じている。税法の解釈の違いから、リーシング用の農

業機械が VAT 非課税になることが十分理解されておらず、スムーズに通関できないケース

がみられるとのことである。税制変更に関与してきたキルギス銀行協会では、手引書など

を作成し統一見解を徹底していく予定とのことである。またキルギス銀行協会の法務担当

者によると、税制変更に関し関連法規と齟齬が生じている場合があり、徐々に関連法規の

変更も進めているとのことであった。 

 多重債務 (4)

聞き取りをした農家の中に、以前はアイルバンクの農業ローンを利用していたが、リー

シングを受けた後、農業ローンが利用できなくなったため、種子・燃料・肥料等購入のた

めにマイクロクレジットを利用しているという例があった。銀行に確認したところ、複数

のローンが利用できないという基準はなく、あくまで支払能力によるとのことであった。

この場合は支払能力を超えると判断されたために農業ローンが利用できないものと思われ

るが、そのために高利のマイクロクレジットを利用することは、さらに債務負担が重くな

ることを意味する。銀行側の融資条件の柔軟な運用の一方、債務者が無理のない資金計画

を立て、安易な複数ローンの利用を避けるなど、経営能力の向上も求められる。 
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 農業保険 (5)

農家への聞き取りで、農業機械購入の希望はあるものの、返済への不安から銀行への相

談もしていないという例が散見された。リーシングを利用している場合でも、不動産や家

畜など十分な資産があるとはいえ、7 年の返済期間の間には干ばつや自然災害、農作物価格

の下落などにより返済が困難になる可能性はある。農業保険制度があればより農家の返済

への不安を軽減でき、ローンやリーシングによる農業機械購入が促進されるのではないか。 

 

 農業機械化全体に係る課題の因果関係 4.5

農業機械化に係る課題を整理するため問題系図としてまとめた（図 4-4、4-5）。農業機械

化ではあるが、問題は農業機械のみに留まらず農業生産全般に及んでいる。 
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 農業機械化に係わる課題への諸機関の関与状況 5.

 政府、主要ドナーの取り組み 5.1

 政府の取り組み 5.1.1

農業の機械化について、独立後の政府の取り組みはドナーからの無償資金（見返り資金

を含む）、有償資金を活用した基金や国営銀行を通じた低利のローン、リース販売に限定

され、直接、生産者や販売業者、民間事業者への資金、技術に関わる支援は行っていない。

また、農業機械化に係る政策が策定されていないため、今後どのような支援を行っていく

かは不明である。教育・科学省、青年・労働・雇用省では、全国にある職業訓練校や専門

学校で農業機械のオペレーターや整備士の育成を行っている。 

 

 主要ドナーの取り組み 5.1.2

 FAO (1)

FAO は主に農業政策策定、食料安全保障情報の分野で支援を行っている。農業政策につ

いては、農業省と協力して農業政策を策定したが、政府の承認が得られないまま現在に至

っている。食料安全保障情報については、統計委員会に対し、統計情報の収集方法改善、

精度の向上を行うための支援を行っている。農業機械について、Kyrgyz Republic Farm 

Mechanization and Agricultural Productivity (2009)という調査報告書の作成を行ったが、これま

で具体的な支援を行ったことはない。今後は畜産分野が重要となってくるが、人材育成、

生産機材・施設整備、病気対策、研究事業等の長期的な支援が必要である。 

 USAID (2)

USAID が現在、農業セクターで実施しているプロジェクトは、農業投入材企業開発プロ

ジェクト（Kyrgyz Agro-Input Enterprise Development Project: KAED）であり、以下の分野へ

の支援を行っている。本プロジェクトは、USAID が国際肥料開発センター（International 

Fertilizer Development Center: IFDC）に委託し実施している。 

＜KAED の支援戦略＞ 

 近代的な畜産経営と生産性向上を図るための機材と技術的支援による畜産分野への支援 

 高品質種子の生産・流通のための種子生産分野の能力強化支援 

 食料安全保障の向上（コムギ）支援 

 農業セクターへの投資を呼込む戦略としての官民連携（PPP）の拡大支援 
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KAED のもとでは以下の 3 つのプログラムが実施中である。 

 経済開発基金プログラム（Economic Development Fund: EDF） 1)

フェーズ I：2011 年、高品質種子配布（4.1 百万 USD） 

フェーズ II：2012 年、種子生産能力開発支援（7.4 百万 USD） 

フェーズ III：2012 年、畜産（8.5 百万 USD） 

機材については、購入費用は無償で USAID からキルギス政府へ提供され、財務省経済開

発基金を通して使用者にリーシングを行った。持続性を担保するため回収した資金は、農

業省、内閣府、経済開発基金で協議を行い、再び各支援に活用することになっている。「種

子生産能力向上支援」では、欧米製のトラクタやコンバインのリーシングが行われている。

この際のリーシング条件は、年利 2%、リース期間 10 年、リース期間終了後に所有権移転

となっている。回収した資金については、プロジェクトとしては関与しない。本プログラ

ムは 2014年 9月で終了するが、以降の計画はまだ立っていない。USAIDの担当者のよると、

現在のリーシングの条件（頭金、年利、支払期間）は厳しすぎて、中規模農家でも農業機

械を入手するのは困難なのではないか、とのこと。 

 農地回復プログラム 2)

2011-2012、南部 5 ヶ所で計 2,000ha の耕作放棄地にて灌漑施設の改修、栽培技術普及 

 官民連携プログラム 3)

本プログラムでは、KAED から企業へ直接支援することはなく、機材や施設への投資に

必要な資金をキルギス政府へ無償提供、財務省の経済開発基金を通じてリーシングしてい

る。また、KAED は企業が購入する機材・施設の使用方法の研修や、企業が連携する農家

に対して、栽培技術等の支援を行う。以下は、これまで行われた連携事業である。 

ユーラシア・グループ（Eurasia Group, LCC） 

2009 年、スイスに本社を置く民間企業である Eurasia Group が、国際的な農業関連企業で

ある John Deere、パイオニア、デュポン、モンサントの協力を得て、キルギスに農業法人を

設立し、農家向けの機械サービスを開始した。協力会社は、種子（コムギ、ヒマワリ）、

肥料、農薬を農家に販売し、機械サービスとの相乗効果で品質と収量の向上を図った。な

お、Eurasia Group は、キルギスでの John Deere 社の販売店でもある。 

オアシス・アグロ（Oasis Agro, LCC） 

2011 年、養鶏、鶏卵生産と高品質飼料（ダイズ）生産への投資を促すため、オアシス・

アグロと連携した。KAED は、高品質の食用油と鶏卵の生産のための、ダイズ種子を農家

に提供するとともに、栽培技術の支援を行った。 
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クムトール・ゴールド（Kumtor Gold Company, CJSC） 

2013 年、クムトール・ゴールドは、同社の CSR 事業としてイシククリ湖南岸の村が管理

する耕作放棄地の改修（土地整備、灌漑施設整備）事業へ 20 万 USD を寄付、KAED と地

元農家が 17 万 USD（労働力含む）を投入した。約 1250ha の農地整備、灌漑施設整備を行

い、2013 年 10 月に入札によって農家に農地の貸出しすることになった。KAED は、対象農

家への栽培技術支援も行う。 

 

 その他（トルコ、中国、ユーラシア開発銀行） 5.1.3

 中国 (1)

中国のキルギスに対する農業機械分野の支援は、2006 年に中国製トラクタ 1200 台（1 億

元）を無償で供与したことに始まる。トラクタはキルギス政府から当時の国営リーシング

会社 Kyrgyz Aiyl Service に返済期間 10 年、年利 16%のローンとして貸し付けられ、Kyrgyz 

Aiyl Service は自社の農業ビジネスもしくは農民へのリーシング（返済期間 10 年、無利子）

に活用した。しかしトラクタのアフターサービス体制が整っておらずスペアパーツの入手

が困難であったこと、農民には無利子でリーシングを行ったが Kyrgyz Aiyl Service は政府に

利息を支払う必要があったことなどからこのスキームは持続しなかった。20 

次に中国は、2011 年に中国製トラクタ（YTO904）267 台およびスペアパーツ（3000 万元

=466 万 USD）を無償で供与し、キルギス政府はアイルバンクを通してリーシング（State 

leasing-1）を行った。リーシングの見返り資金は State-leasing-1 フェーズ 2 として再度リー

シングに活用されている。フェーズ 2 ではリーシング機材は中国製トラクタに限定されず、

MTZ やアタッチメントのリーシング実績もある。State leasing-1 は利率が低いため、2013 年

からは高額なコンバイン等のリーシングに限定している。 

またアイルバンクは 2012 年 6 月に中国開発銀行と独自に協定を結び、リーシングを目的

として中国業者からトラクタを購入するため 300 万 USD の与信枠が設定された。供与条件

は、金利 6 ヶ月 Libor + 6.5%、償還期限 2017 年 6 月となっている。このスキームにおける

リーシングは、返済期間最長 5 年、年利 15~17%、ドル建て、機材は中国製トラクタ（YTO）

に限定される。トラクタ代金は中国開発銀行から業者に直接支払われる。 

 トルコ (2)

2012 年 6 月、トルコ政府はキルギスの社会経済開発のため 1.06 億 USD を支援すること

を約束した。うち 1 億 USD が有償（利率 0.1%、償還期間 20 年）、600 万 USD が無償であ

                                                      
 
20 FAO 2009, “The Kyrgyz Republic, Farm mechanization and agricultural productivity”  
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る。この支援を活用し、2013 年 2 月にキルギス政府はアイルバンクにトラクタ 225 台（入

札によりベラルーシ製に決定、232,831,500 som＝約 500 万 USD）をリーシングのために割

り当てた。これがアイルバンクの State leasing-3 の原資となっており、見返り資金は再リー

シングに活用されている。 

 ユーラシア開発銀行（Eurasian Development Bank: EDB)） (3)

EDB は、2006 年にロシアとカザフスタンにより設立された国際金融機関であり、加盟国

の経済成長や加盟国間の交易・経済協力促進、ユーラシア地域における統合支援を目的と

している。現在の加盟国は、アルメニア、タジキスタン、ベラルーシ、キルギスを含む 6

か国である。 

農業省によると、EDB による 2000 万 USD の融資が 2013 年 12 月にキルギス政府に承認

されており、2014 年中に農業機械のリーシングのためにアイルバンクに融資される予定と

のことである。 

 

 我が国の取り組みと成果 5.2

 ノン・プロジェクト無償、貧困農民支援（2KR） 5.2.1

日本政府は、1995 年～2005 年の間、ノン・プロジェクト無償（ノンプロ無償）及び 2KR

でトラクタ 842 台、コンバインハーベスタ 304 台を供与している。この期間は、独立後、

農地の配分が終わり多くの個人農家が生まれ農業経営が開始された。ただし、旧ソ連時代

の国営農場や集団農場で使用されていた農業用機材も個人や農協などへ分配されたため、

すべての農家が農業機械にアクセスできるわけではなかった。また、旧ソ連時代の支援も

終わったことから農家は農業機械を市場から調達する必要があったが、農業機械の販売店

も少なく、銀行の農業向け融資商品もなかったため資金力が低い農家は容易に購入できな

い時期であった。 

ノンプロ無償と 2KR で供与された農業機械は、経済開発基金を通してリースが行われ、

現在も代金回収が継続されている。今回入手した資料からはノンプロ無償で調達された機

材の原産国は不明であったが、2KR で調達された機材は、ロシア、ベラルーシを始め、フ

ィンランド、ドイツ、ポーランドと複数の国にまたがっている。当時の各メーカー販売代

理店はすでになくなっているが、ベラルーシ製トラクタについて、主要な街のバザールで

純正部品コピー部品の入手が可能である。その他の海外製機材についてもビシュケク市の

業者を通じて部品の入手は可能であるが、注文・支払い・納入までの期間が部品によって

は 3 週間と長く、価格もベラルーシ製トラクタに比べ 3〜5 倍ほど高価である。 
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2KR で調達された機材は、農業機械の購入ができない農家に裨益するよう機械サービス

を提供する会社に優先的に販売したが、販売先からの支払いが滞り、結果として見返り資

金の積立てが困難であったようである。2KR 機材の販売契約は、機材価格は FOB 等価、機

材価格の 20%の担保、無金利で、支援の年度によって返済期間は 3〜6 年と設定が異なって

いる。当時、この支払期間での完済は困難であることから、農家や政府からは支払期間を

10 年に設定してもらいたいとの意見がでていた21。 

また、ノンプロ無償や 2KR の見返り資金は、種子配布プロジェクトの他、これまでトラ

クタ 417 台とコンバイン 70 台の調達・リースに活用されている。 

 

 JICA 地域別研修 5.2.2

JICA 筑波センターで 2008 年度から 6 年間行われた中央アジア・コーカサス地域「農業機

械システム」研修コースにキルギスから計 13 名が参加している。研修員の所属の内訳は、

6 年間で農業大学農業機械学部から 9 名、農業省国立技術検査局から 2 名、農業法人から 2

名である。 

研修コースの目標は、「研修員が、日本の産学官連携による農業機械の製品開発/普及/維

持管理手法や、農業機械化に係る手法を習得し、自国における産学官連携による農業機械

の製品開発/普及/維持管理のための技術提案書が策定される。」となっている。 

農業大学からの参加者の中には、研修参加時に農業機械の保守管理に関するアクション

プランを作成し、少ないが国の予算を確保して実施に向け準備をしたり、南部において手

作業で栽培されているコメについて、コスト削減や適期作業のための機械化のためのコン

セプトを提案したり、研修で得た知識や経験をセミナーを通じて生徒や他の教員に伝えた

り、農業機械のサービスを行う農業機械化ステーションとそこをベースとして試験研究を

行う提案を行うものもいたが、やはり大学の研究予算が限られており実現が困難である。

農業省を始めとする公的機関の予算も不足しており、民間事業者との連携もいまだできな

いでいる。 

 

                                                      
 
21 キルギス共和国平成 16 年度食糧増産援助（2KR）調査報告書、2004、JICA 
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 農業機械化における我が国の協力の方向性の検討 6.

 農業機械化における開発の方向性 6.1

4 章 4.5 で行った問題分析から課題を整理し、それぞれについて対応策を検討した。検討

した対応策に実施機関と対応期間（短期・中期・長期）を付け加えたものを表 6−1 に示す。 

現状のキルギスが抱える問題から農業機械化における開発の方向性は、農業機械の質（作

業品質）の向上と量（台数）の増加である。言い換えれば「作業効率の低い古い機材の更新

と不足機材の新規導入を加速させ、農業生産性を向上させる」ことである。これにより、農

業機械の台数減少傾向を止め、適期作業、収穫損失低減、耕作面積の拡大が可能となり、セ

クター目標である「農業生産量の向上」、「生産効率の向上」の達成に貢献できる。また、

狭小農地が多い地域での更新機材や新規機材の導入を促進することで、小規模農家の機械サ

ービスへのアクセスを改善することができ、同じくセクター目標である「小規模農家の社会

問題の解決」にも貢献することができる。 

現在、大規模農家を除けば農業機械の更新・新規導入の柱となっているのは、リーシング

事業であり、今後もその役割は継続すると思われる。ただし、今後も事業を拡大していくた

めには、リーシング事業そのものだけではなく、農業省や農家を含め、いくつかの課題も残

されている。以下、緊急性がありかつ重要な諸課題の対応策を抜き出して示す。 
 

農業機械化促進体制・制度の強化 

調査時点では、リーシング事業の推進と PPP による農業機械化に関する項目以外の重点施

策がなかった。今後、政府として農業機械化を推進するにあたって関係省庁、民間、ドナー、

NGO など関係者に、誰が、いつまでに、何を、どのように進めていくかを広く知らしめ協力

を仰いでいくためには、その基本となる農業機械化政策の策定は必須である。また、それを

実施してく組織体制、特に人員の確保、人材の育成に取り組まなければならない。 

農業機材や施設は投入材の１つであり、種子、肥料、農薬などの他の投入材における民間

セクターの供給体制や、栽培技術普及、農業経営改善などの省内他部局との連携、人材育成

に関わる他省庁との連携も活発化させる必要がある。 
 

リーシング事業の強化 

2011 年に国営銀行であるアイルバンクでリーシング事業が開始されて以降、農業機械の

更新は順調に進んでいるものの、原資の不足、人材不足、リーシング条件の厳しさ、審査方

法など、リーシング事業を加速させていくためにはまだ課題が残っている。調査開始時（2014

年 1 月）、150 件が審査を終えて機材を待っている状態であった。これは銀行の原資が不足

しているためである。また、現在、リーシング機械の中心はトラクタであるが、その条件の

厳しさからリーシングを受けられる層は限られている。条件の緩和や審査方法を検討するこ

とで、回収率を落とさずに受益層を広げていく工夫が必要である。 

将来的に需要はトラクタからコンバインに移行していくと思われるが、トラクタと同じリ
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ーシング条件では高額なコンバインのリーシング料金の支払い22は容易ではない。これもリ

ーシングの条件を緩和するなどの対応が必要となる。さらに南部などの狭小農地が集中する

地域でトラクタやコンバインで機械サービスを行う計画がある場合には、税金の優遇措置を

とるなどして、小規模農家が機械サービスにアクセスしやすい状況を作ることも必要である。 

早急に更新が必要な 20 年を超えるトラクタ台数に不足している台数を加えると、全国で

約 25,000 台のトラクタが更新、新規導入される必要がある。これを 10 年間で行おうとすれ

ば、年間 2,500 台のリーシング契約が必要となるが、アイルバンクが 2013 年にリーシング

したトラクタ台数は、審査済みで原資不足からトラクタを待っている 150 件を加えて約 650

台（計 1,300 万ドル）である。したがって年間 2,500 台をリーシングするためには、原資が

不足する。かつ年間の審査可能件数も現状が限界と考えられるため、年間 2,500 台のリーシ

ング事業をアイルバンクだけで賄おうとすれば、人材も 4倍弱必要になることになる。民間

商業銀行もリーシング事業を行っているが、国営銀行よりも年利で 15％程度高いことから

利用する農家は少ない。リーシング事業を拡大するためには、アイルバンクと同じ条件でリ

ーシングができるよう利子補填により農家を支援し、民間商業銀行の資源（原資、人材）も

活用していくことも検討すべきである。審査に係る人材の育成と同時に、ドナーからの融資

でリーシング原資の増資も必要である。 

また、リーシングの審査時に、機械を使ったコスト削減、適期作業による機会損失の低下、

やリーシング機材を使用した農業機械サービスによる収入増は審査対象とされていない。こ

のような経営計画も含めた審査を行うことで、リーシング利用者を拡大させていく必要があ

る。農業機械サービスを提供する農家とサービスを受ける農家のマッチングを審査前に行う

ことで、農業機械サービスからの収入見込みを安定的なものとすることができる。このよう

なマッチングサービスは、すでに機械を所有する農家の収入増のためにも、取り組むべきで

ある。 

さらに、天水栽培を行う農家が安心してリーシングを行えるような、農業保険などの金融

商品の開発、提供も検討すべきである。 
 

農家の能力強化 

リーシングを受けるには 3 年間の黒字経営が必要で、さらに前払金 30％を払えば担保が

不要となる。現在の条件でリーシングを受けられない農家の中にも、栽培技術を改善して収

益を増やす、栽培作物の選定や経営を見直すなどして、リーシングを受けられるような経営

状態を作り出すことは可能と思われる。このような農家を対象とした栽培技術、経営技術の

普及を行うことでリーシング利用者の拡大を図る必要がある。 

ほとんどの農家は自分で部品を購入し、機械の修理や整備を行っている。なかにはエンジ

ンのオーバーホールまで行う農家もいるが、適正な知識・技術・経験・工具がなければ、本

来の機材の能力を下げてしまうこともある。農家に対するこのような運転技術や整備技術の

                                                      
 
22 トラクタでの年間支払額が 154,000som に対し、コンバインでは 616,000som となる。 
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訓練を行うことができれば、本来の機械の能力を維持して作業効率を落とさずに使い続ける

ことが可能となる。 
 
農業・農業機械化に関わる人材育成機関の実施体制整備 

キルギスには公的な農業普及サービスはないが、幸い職業訓練校や高等専門学校が各地に

あり、農業や農業機械に関する科目も機材を使った授業も行っている。このような施設・組

織の強化を図り、農業従事者向けの農閑期短期コースを設置して、農家の栽培技術、整備・

修理技術の向上、また経営能力の向上を図っていくことも検討すべきである 
 

安定的な収量確保のための基盤整備の強化 

灌漑施設の老朽化による機能低下により、天水に依存する農地が増えている。農家の農

業収入向上のためにも、老朽化した施設の改修や、既存灌漑水路に堆積する土砂の浚渫に

よる適切な維持管理と改修は必要である。 

 

 我が国の協力の方向性 6.2

我が国の協力の方向性については、基本的には前述した開発の方向性に沿う形で進めるのが

適当である。支援する側のリソースの問題もあるが、以下に可能性のある分野を示す。また、

図 6−1 に農業機械化促進の方向性と我が国の協力のイメージ図を示す。 

(1) 農業機械化促進体制・制度に対する技術協力（専門家派遣、研修） 

統計データには、稼働していない機材の台数が含まれているため、地区行政組織の協力を

得ながら機材の正確な稼働台数を把握する。その後、地域の農業生産形態に合わせた農業機

械化政策を策定し、重点施策、重点地域を明確にする。また、農業機械化局の実施体制強化

（人材育成、増員）について助言を行う。 

(2) リーシング原資の増資とリーシング制度への助言（有償資金協力、専門家派遣、研修） 

現在のリーシング原資では生産者側の需要に対応できていないため、原資への支援が考え

られる。また、適正なリーシング制度（金利、支払期間、審査方法、農家への金融リテラシ

ー向上等）への助言、融資業務に係る人材育成への支援も可能と思われる。 

(3) リーシング機材への 2KR 機材の投入（無償資金協力） 

2KR を活用したリーシング機材の導入支援が考えられる。ただし、見返り資金の積立期間

は、リーシング制度に則したものとし、農家への販売価格は市場価格に合わせることが必要

である。また、機種選定については、スペアパーツの入手容易性（特に地方）、維持管理の

容易性（農家や販売店の慣れ）に留意する。 

(4) リーシング以外の農業金融、農業関連保険制度への支援（専門家派遣、研修） 

リーシング以外の農業金融商品（投入材や中古農機購入ローン、家畜購入ローン）や保険

商品の改善や開発への提案や助言も今後必要である。 
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(5) 農家の営農（栽培技術・経営能力）改善に対する支援（技術協力プロジェクト、草の

根無償） 

リーシングにより農業機械を利用する農家の支払い能力の向上と安定性を確保するため、

主要作物を対象とした農業機械の利用方法を含む栽培技術の改善、経営能力の改善への支援

を行う。また、プロジェクトの活動として、複数の日系メーカーの作業機の導入を行い能力、

耐久性、費用対効果等の試験を行うとともに生産者へデモンストレーションを行うことで、

日系メーカーの進出を促すことも可能である。 

(6) 人材育成機関の研修機材の更新（草の根無償資金協力） 

全国各地にある職業訓練校を活用し、農業技術、農業機材の整備・維持管理に関する農家

の再教育を行うための研修用機材（手工具、専門工具、測定用機材、溶接機等の整備、修理

用簡易機材）の整備も考えられる。 

(7) 灌漑インフラの維持管理機材もしくは、改修に対する支援（有償・無償資金協力） 

農業生産性の向上や安定的な農業生産を達成するために、灌漑施設の改修、または既存灌

漑水路に堆積する土砂を浚渫するための油圧シャベルやブルドーザ、ダンプ等の機材供

与支援が考えられる。 
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図 6-1 農業機械化促進の方向性と我が国協力のイメージ 

 

 日系メーカーの進出の可能性 6.3

どのような機材を市場に投入するにしても、キルギスのみを市場と考えた場合、国全体

の市場規模が小さいためメーカー側の投資（販売促進、販売店ネットワーク構築、スペアパ

ーツ供給体制、アフターサービス提供体制）回収は難しいと思われ、隣国のカザフスタンや

周辺国も市場と据えて検討する必要がある。以下に、機材ごとの市場環境や注意点を示す。

なお、市場規模はキルギス国内の市場規模としている。 

また、機材の能力（作業精度、作業効率、燃費等）を確認するため、またそれをデモン

ストレーションするためにも、他の海外メーカーが行っているように、農業機械展示会な

どの機会を利用しキルギス国内に機材を持ち込み、現地の営農条件で試験を行うような活

動も必要と思われる。特に、日系メーカーへの展示会開催に関する情報提供や出展の促進、

技術協力プロジェクト内での作業機の試験やデモンストレーションなどで、政府の支援は

可能と思われる。 
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小・中型トラクタ 

キルギス国内では 80hp 程度のトラクタが主流であるため、比較的市場規模は大きく、広

範に利用されている。その分、新規参入ではスペアパーツ供給やサービス体制を広い地域に

設定する必要があり、販売ネットワークの構築や販売促進にかかる施設・機材や人材育成に

係る費用も大きくなる。また、このクラスのトラクタは、ベラルーシ製、中国製と競合する

ため、日系メーカーは価格面で不利（3〜4 倍）であり、それを上回る能力での優位性を示

す必要がある。 

 市場セグメント設定：小・中規模農家へ小・中型トラクタを販売 

 比較的市場規模は大きい 

 広域にスペアパーツ供給体制、アフターケア体制が必要 

 すでに展開している中国・ベラルーシ製トラクタと競合（価格差を上回る能力・性能

があるか利用者側で要投資分析） 

 

大型トラクタ 

キルギス国内で 100hp を超えるトラクタの需要は大きくなく、販売店からの聞き取りで

も 2013 年の実績でわずか 13 台である。市場としては小さく、近隣国を含めた進出可能性を

検討する必要がある。キルギスだけであれば、スペアパーツとサービス供給体制は首都のビ

シュケクに集中させることが可能であるが、近隣国も含めて検討する場合は、それぞれの国

に拠点を設ける必要があり、やはり販売ネットワークの構築や販売促進にかかる施設・機材

や人材育成に係る費用も大きくならざるを得ない。競合するのは欧米製トラクタであり、

200hp クラスで価格は欧米製に比べ 1.5 倍程度であるため、能力や作業性などでの優位性を

示す必要がある。 

 市場セグメント設定：大規模農家へ大型トラクタを販売 

 市場規模は小さい 

 キルギスだけであれば限定された地域にスペアパーツ供給体制、アフターケア体制が

必要、近隣国へも展開する場合は広域に必要 

 すでに展開している欧米製トラクタと競合（価格差を上回る能力・性能があるか利用

者側で要投資分析） 

 

稲作用機材（移植機、コンバイン等） 

全国のコメの栽培面積は約 3,000ha と少なく、南部 3 州に集中している。市場規模とし

ては極めて小さく、自社の他の機械、例えば中型トラクタのような、スペアパーツやサービ

スの供給体制が整っているような環境を利用できなければ進出は困難である。また、整地、

代掻き、移植などの作業の際、圃場に多数ある石による機材損傷の問題が懸念される。 

 市場セグメント設定：南部の小規模農家へ小型機材を販売 

 市場規模は小さい 
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 南部の限定された地域にスペアパーツ供給体制、アフターケア体制が必要 

 試験的に中国メーカーがコンバインを入れてうまく行かなかったが、競合可能性有り。

（価格差を上回る能力・性能があるか利用者側で要投資分析） 

 圃場に多数ある大きな石の問題は懸念される 

 

作業機類 

市場規模は作物によって異なるが、作物の種類に依存しない耕起・砕土・整地のような

共通の作業用の機材の市場規模は全国規模になる。また、移植や収穫作業用の機材は作物に

よって異なるため、多種多様の機材やアタッチメントの需要が地域によって存在する。作業

機によって、スペアパーツ、アフターサービスぼ種類、頻度が異なるため、供給体制の整備

についても一概には言えない。価格と機能・性能のバランスがとれているトルコ製作業機類

との競合が予想され、現地での試験やデモンストレーションを通して、販売促進を行う必要

がある。 

 市場セグメント設定：作物によって異なる 

 市場規模は作物によって異なる 

 作物によって異なるがスペアパーツ供給体制、アフターケア体制が必要 

 すでに展開し、価格と性能のバランスがとれているトルコ製との競合（価格差を上回

る能力・性能があるか利用者側で要投資分析）
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進
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す
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策
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修
事
業
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要
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応
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り
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業
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。
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う
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材
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需
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加
に
対
応
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る
。

 
政
府
か
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子
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填
等
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行
い
、
ア
イ
ル
バ
ン
ク
と
同
条
件
で
リ
ー

シ
ン
グ
で
き
る
民
間
商
業
銀
行
の
原
資
や
人
材
も
活
用
す
る
。

 

政
府

 
短
期

 
有
償
・
無
償

資
金

 

リ
ー

ス
条
件
（
頭
金
設
定
、
利
子
率
、
支
払
期
間
）
が

厳
し

い
 

担
保
、
頭
金
、
利
率
、
支
払
期
間
な
ど
の
条
件
を
緩
和
し
、
リ
ー
シ
ン

グ
利
用
層
の
拡
大
を
図
る
。

 
政
府

 
金
融
機
関

 
 

中
期

 
 

コ
ン
バ
イ
ン
ハ
ー
ベ
ス
タ
は
、
高
価
に
も
か
か
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ず
、
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ク
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条
件
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で
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、
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に
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緩
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中
期

 
 

与
信

審
査
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や
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に
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融
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サ
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ど
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性
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含
め
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行
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こ
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、
リ
ー
シ
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グ
利
用
層
の
拡
大
を
図
る
。

 

金
融
機
関

 
農
業
省

 
 

短
期

 
 

そ
の
際
、
農
業
省
農
業
機
械
化
局
の
地
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は
、
地
区
・
村
レ
ベ
ル

の
農
業
機
械
サ
ー
ビ
ス
需
要
を
把
握
し
、
リ

ー
シ
ン
グ
希
望
農
家
と
の

マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う
。

 

短
期
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古

農
機
の
ロ
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ン
条
件
が
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し
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農
家
の
経
営
状
況
に
よ
っ
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、
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古
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関

 
農
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期
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リ
ー

シ
ン
グ
事
業
に
関
す
る
制
度
の
柔
軟
性
が
な
い

 
ト
ラ
ク
タ
と
コ
ン
バ
イ
ン
の
リ
ー
シ
ン
グ
条
件
の
変
更
、
リ
ー
シ
ン
グ

用
機

材
の

通
関

手
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き
、
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R

等
の

見
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資
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の
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用

方
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す
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ど
の
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。

 

政
府

 
中
長
期
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。
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台
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。
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− 
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物
の
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通
常
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タ
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収
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が
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。
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府

 
農
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関
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期

 
− 
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け
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業
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営
、
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業
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で
収
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性
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を
促
し
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可
能
な
農
家
を
増
や
す
。

 
短
期

 
− 

自
分

の
農

地
だ

け
で

な
く

農
業

機
械

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
計

画
で

リ
ー

シ
ン
グ
を
行
う
場
合
、
税
制
等
で
優
遇
す
る

。
 

短
期

 
− 

投
入

材
（
種
子
、
肥
料
、
農
薬
等
）
の

品
質
、
供
給
量

が
不

十
分
、
ま
た
は
価
格
が
高
い

 
高
品
質
種
子
の
国
内
生
産
量
を
増
や
す
。

 
農
業
省

 
中
長
期

技
術
協
力

 

市
場

 
栽
培

環
境
に
あ
っ
た
農
業
機
械
が
な
い

 
農
業
省
か
ら
地
区
職
員
に
情
報
提
供
を
行
い
、
栽
培
面
積
が
少
な
い
稲

作
用
機
材
や
小
型
農
機
の
情
報
を
農
家
に
提
供
す
る
機
会
を
作
る
。

 
ビ
シ
ュ
ケ
ク
以
外
で
も
農
業
機
械
展
示
会
を
開
催
す
る
。

 

農
業
省

 
販
売
店

 
金
融
機
関

 

中
期

 

− 



 

 
 

84

農
業

機
械
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
が
足
り
な
い

 
農
業
機
械
サ
ー
ビ
ス
専
門
の
法
人
を

P
PP

に
よ
り
増
や
す
。

 
重
点
地
域
を
決
め
、
政
府
が
施
設
・
機
材
を

準
備
、
経
営
を
民
間
会
社

に
委
託
す
る
こ
と
で
、
リ
ー
シ
ン
グ
で
き
な
い
農
家
層
へ
の
農
業
機
械

ア
ク
セ
ス
の
向
上
、
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
、
整
備

士
、
事
務
職
等
の
雇
用
創

出
を
図
る
。
経
営
状
況
を
見
な
が
ら
、
最
終
的
に
は
民
間
に
払
い
下
げ

る
。

 
狭

小
農

地
が

集
中

す
る

地
域

で
機

械
サ

ー
ビ

ス
を

目
的

に
リ

ー
シ

ン

グ
を
行
う
農
家
に
は
税
制
面
等
で
の
優
遇
措
置
を
与
え
る
。

 

政
府

 
農
業
省

 
中
期

 

− 

人
材
育
成

 
農
業

経
営
、
栽
培
技
術
に
関
す
る
知
識
、
経
験
が
不
足

し
て

い
る
た
め
、
収
益
状
況
が
良
く
な
い

 
単
収
、
収
益
改
善
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
開
催
、
助
言
が
で
き
る
人
材
を

育
成
す
る
。

 
農
家
、
農
業
省
地
区
職
員
、
銀
行
職
員
向
け
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
（
地
域

の
職
訓
校
、
専
門
学
校
、
日
本
セ
ン
タ
ー
）
を
設
け
る
。

 

農
業
省

 
教
育
省

 
青

年
・

労

働
・

雇
用

省
 

中
長
期

技
術
協
力

 

収
穫

後
処
理
、
加
工
、
貯
蔵
等
の
施
設
・
機
材
が
不
足

し
、
生
産
物
の
販
売
価
格
が
安
い
、
ま
た
収
穫
時
期
に

全
て

売
っ
て
し
ま
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

 

生
産
物
の
品
質
、
加
工
品
に
つ
い
て
市
場
ニ

ー
ズ
（
品
質
、
価
格
、
量
）

を
確
認
す
る
。

 
農
業
省
の
地
区
職
員
や
銀
行
の
審
査
担
当
向
け
に
研
修
・
セ
ミ
ナ
ー
等

を
開
催
し
、
知
識
を
習
得
し
て
も
ら
う
と
同
時
に
農
家
へ
の
情
報
提
供

も
行
っ
て
も
ら
い
、
リ
ー
シ
ン
グ
や
ロ
ー
ン
で
施
設
・
機
材
の
導
入
を

図
る
。

 

農
業
省

 
金
融
機
関

 
中
長
期

技
術
協
力

 

修
理

や
整
備
を
農
家
自
身
が
行
っ
て
い
る
が
、
正
確
に

行
っ

て
い
な
い
ケ
ー
ス
も
あ
り
、
機
械

の
性
能
を
落
と

し
て

い
る
可
能
性
が
あ
る

 

地
域

の
職

訓
校

や
専

門
学

校
に

農
閑

期
を

利
用

し
て

短
期

技
術

訓
練

を
行
う
。

 
援
助
で
入
っ
て
く
る
メ
ー
カ
ー
の
機
材
や
新
型
の
機
材
に
つ
い
て
は
、

ユ
ー
ザ
ー
に
対
す
る
整
備
・
修
理
技
術
の
研
修
を
行
う
。

 

農
業
省

 
教
育
省

 
労

働
・

移

住
・

青
年

省
 

中
長
期

技
術
協
力

 

イ
ン
フ
ラ

 
天
水

に
よ
る
農
業
生
産
が
不
安
定
で
収
益
性
が
悪
く
、

リ
ー

シ
ン
グ
が
で
き
な
い

 
老
朽
化
し
た
灌
漑
施
設
の
改
修
を
行
う
。

 
農
業
省

 
長
期

 
有
償
・
無
償

資
金
協
力
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キルギス国農業機械化促進にかかる情報収集・確認調査 調査行程表 

日数 月日 活 動 内 容 

1 1/9 木 東京成田 9:00－ソウル仁川(OZ107) ソウル仁川－アルマトイ(OZ6961) 
アルマトイ－ビシュケク(KC109)

2 1/10 金 JICA キルギス事務所打合せ 

3 1/11 土  

4 1/12 日  

5 1/13 月 ビシュケク関係機関訪問、聞き取り調査 

6 1/14 火 ビシュケク関係機関訪問、聞き取り調査 

7 1/15 水 ビシュケク関係機関訪問、聞き取り調査 

8 1/16 木 個人農家、農業法人、農業組合向け質問票テスト 

9 1/17 金 ビシュケク関係機関訪問、聞き取り調査、質問票修正 

10 1/18 土  

11 1/19 日  

12 1/20 月 オシュ現地調査日程調整（農業省）、JICA 報告 

13 1/21 火 質問票修正、タラス現地調査日程調整（農業省） 

14 1/22 水 ビシュケク→タラス移動（陸路約 5h）、現地調査 

15 1/23 木 現地調査 

16 1/24 金 現地調査、タラス→ビシュケク移動（陸路） 

17 1/25 土  

18 1/26 日  

19 1/27 月 ビシュケク農機販売店、修理業者等訪問 

20 1/28 火 ビシュケク農機販売店、修理業者等訪問 

21 1/29 水 ビシュケク→オシュ移動（空路）、カラスで農家、機械サービス、銀行支店訪問 

22 1/30 木 ウズゲンで農家、機械サービス、銀行支店訪問 

23 1/31 金 ノーカットで農家、機械サービス、銀行支店訪問 

24 2/1 土 農機販売店、部品販売店等訪問、オシュ→ビシュケク移動（空路） 

25 2/2 日  

26 2/3 月 情報整理、補足調査 

27 2/4 火 情報整理、補足調査 

28 2/5 水 ビシュケク→カザフスタン アルマトイ移動、アルマトイ訪問／チュイ現地調査 

29 2/6 木 カザフスタン アルマトイ訪問／チュイ現地調査・農機サービス調査 

30 2/7 金 カザフスタン アルマトイ訪問／情報整理、補足調査 

31 2/8 土 カザフスタン アルマトイ→ビシュケク移動 

32 2/9 日  

33 2/10 月 情報整理・分析、補足調査 

34 2/11 火 情報整理・分析、補足調査 

35 2/12 水 情報整理・分析、補足調査 

36 2/13 木 情報整理・分析、補足調査 

37 2/14 金 情報整理・分析、補足調査 

38 2/15 土 情報整理・分析、補足調査 

39 2/16 日 情報整理・分析、補足調査 

40 2/17 月 報告書(案)作成 

41 2/18 火 報告書(案)作成 

42 2/19 水 報告書(案)作成 
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43 2/20 木 報告書(案)作成 

44 2/21 金 報告書(案)作成 

45 2/22 土 JICA 事務所打合せ 

46 2/23 日 報告書(案)作成 

47 2/24 月 帰国報告会（TV 会議） 

48 2/25 火 現地関係者向け報告会 

49 2/26 水 ビシュケク－アルマトイ(KC110) アルマトイ－ソウル仁川(OZ6962) 

50 2/27 木 ソウル仁川－東京成田(OZ106) 
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面談者リスト 

組織名 名前、役職名 
The Ministry of Agriculture and Melioration of 
the Kyrgyz Republic  

Duysheev Nurlan 
State Secretary 

The Ministry of Agriculture and Melioration of 
the Kyrgyz Republic  
Foreign Relations Division 

Sydykov Taalaibek 
Head of Division 

The Ministry of Agriculture and Melioration of 
the Kyrgyz Republic  
Department of Mechanization of Agriculture and 
Energy   

KojogulovNurlan 
Jamalidinovich 
Director  
Rasulov Farruh 
Chief  specialist on Talas Oblsat 
Niyazaliev Kadanbek Esenbekovich  
Chief specialist on Alamedin Region, Chui 
Oblast 
Halmatov Abdurashid 
Chief  specialist on Osh Oblsat 
Tokoev Salijan 
Chief specialist on Uzgen Region, Osh Oblast 
Mamashev Kurmanbek 
Chief specialist on Nookat Region, Osh Oblast

Alamedin district Department of Agricultural 
Development, Chui Oblast 

Isaev Aftandil Konurbaevich  
Head of Department  

Karasu district Department of Agricultural 
Development, Osh Oblast 

Mamedov Kubanychbek 
Head of Department 

Uzgen district Department of Agricultural 
Development, Osh Oblast 

Kamchibek Moldosh 
Head of Department 

Nookat district Department of Agricultural 
Development, Osh Oblast 

Turduev Mukamet 
Head of Department 

Ministry of Finance of the Kyrgyz Republic  
State Fund for Economic Development 

Israilov Bakyt Rasulovich 
Head of Credit Monitoring Department 

State Agency of Professional and Technical 
Education, 
Ministry of work, migration and youth 

Mamadaliev Abdrahim 
Deputy Director 
Jumanbekov Alseit 
Head of education curriculum inspection 
department 

Department of vocational education 
Ministry of Education and Science 

Turdaliev Toolos 
Head of department 

Tokmok Agro-industrial college  
 

UsubalievaAinurOmushevna 
Deputy Director of Academic Affairs  
AbdurasulovBaktybek Moldoshevich 
Head of Department  

Union of Kyrgyz Banks Abdraev Anvar 
President  
Sarybaev Rustam 
Project manager 
Satkaeva Cholpon 
Lawer 

Kyrgyz Investment and Credit Bank Tashpolotova Zharkynai 
Head of Leasing Department 

Aiyl Bank, OJSC IbraevMirlan Idinkulovich 
Head of Lease department, Head office, 
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Bishkek   
Estebesov Amanjol 
Chief specialist of credit department, 
Alamedin Branch  
Moldoshev Almazbek 
Manager of Talas Branch 
Joroev Ibraim 
Manager of Osh Branch 
Osmonov Ulan 
Manager of Karasu Branch 
Jenmuratov Altynbek 
Manager of Uzgen Branch 
Abdykadyrov Aibek 
Manager of Nookat Branch 

Kyrgyz  National Agrarian University, Faculty of 
Engineering and Technology  
  

TemirbekovJeenbekTemirbekovich 
Dean of Faculty of Engineering and 
Technology, Ph.D, docent  

JusupovUrmatToktomambetovich 
OsmonkanovTaalaibek Orozbekovich 
Head of the Chair “Agriculture mechanization” 
AmatovSharibidin Bazarbaevich 
Deputy Dean of Faculty of Engineering and 
Technology 
Melisuulu Danielan 
Lecturer 
BolotovErkinbai Almambetovich 
Lecturer 
NuralievBakyt Saparovich 
Senior Lecturer  
Djumasheva Elmira Bekkulatovna 
Lecturer 
Murzaliev Mansur  
Lecturer 

Kyrgyz Republic National Academy of Sciences 
Technopark of National Academy of Sciences   

Kasymbekov Ryskul 
Candidate of technical science,  
Assistant professor (the senior lecturer)  
Head of Department “Management, marketing 
and intellectual property” 

Seed Association of Kyrgyzstan (SAK)  
 

AidaralievTaalaibek 
President, Doctor of Agriculture Science  
IslamovAbduhakim 
Executive director  
Farid Faridov 
Engineer 

Agriculture Cooperative “KOSS”  BarkoAleksandr 
Chairman   

Rural agro-company “Raimbek”  Kadyrov Robert 
The Head   

Association of joint stock companies “Machine-
Station”  

UrahunovKerim 
Chief Engineer 

Agriculture cooperative Adygine 
Alamedin region, Chui Oblast 

Bugaichenko Anatoliy Vasil’evich  
Farmer 

KyrgyzAgroMarket,  
Agro-equipment supplier in Bishkek 

Osmonaliev Jyldyzbek 
Director 
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Avtomash-Radiator Co.Ltd., 
Belarus agro-equipment supplier in Bishkek 

Konin Vladimir 
General Director 
Gomayunov Andrei 
Head of Sales and Marketing Department 

ITOCHU Corporation, Almaty Yamaguchi Kanji 
Head of Almaty office, Kazakhstan 

Toyota Tsusho Corporation, Almaty Sakurai Masanori 
Representative in Almaty, Kazakhstan  

Trading House MTZ ElAZ LLC, Almaty Gudko Andrei 
Director, Almaty city, Kazakhstan 

FAO, Kyrgyz Dr. Dorji Kin Lai 
Representative 

Kyrgyz Agro-Input Enterprise Development 
Project, USAID 

Kasymov Alisher 
General Manager  

IG Consult, Consulting Agency  BakirovaAigula Apasovna 
General Director  

 



 

 

付録 3：トラクタとコンバインの台数変化（州ごと） 

Attachment 3: Number of Tractor and Combine Harvester in each Province 
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州ごとのトラクタとコンバインの台数(州ごと) 

Source: Ministry of Agriculture and Melioration 
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W EN N  ES ETW AS M EHR SEIN  DARF.

Auch wenn die Serienausstattung des 

Agrofarm bereits sehr umfangreich ist, 

kann sie weiter aufgewertet werden. 

DEUTZ-FAHR bietet abgestimmte Zusatz- 

und Sonderausstattungen für alle Bereiche 

und Baugruppen. Fragen Sie Ihren DEUTZ-

FAHR-Händler. Er berät Sie gern.

1 Frontkraftheber & Frontzapfwelle:
Durch den Anbau von Frontgeräten wird 

der Agrofarm zu einem noch vielseitige-

ren Arbeitsgerät. Der integrierte Front-

kraftheber verfügt über eine Hubkraft von 

1.800 kg. Die Frontzapfwelle verfügt über 

eine Drehzahl von 1.000 1/min.

2 Druckluftbremsanlage: Unentbehrlich für 

Straßentransporte mit Anhängern. Liefer-

bar sind neben Druckluftbremsanlage auch 

hydraulische Anhängerbremssysteme nach 

verschiedenen Standards.

3 Klimaanlage: Ist auf W unsch lieferbar.

4 Freisichtdach: Die Komfortkabine wird 

zur echten Freisichtkabine mit bester Sicht 

auf den Frontlader. Durch das aufstellbare 

Glasdach kann der ausgehobene Frontlader 

gut eingesehen werden. 

1 2

5 6

9

12

10
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付録 5：アイルバンク財務関連資料 

Attachment 5: Financial Status of Aiyl Bank 
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Aiyl Bank Leasing Record by Oblast 

 

 

03.02.2014
2011

Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount
Chui 63 47,056,149 9 7,076,000 72 54,132,149 4 8,440,000 76 62,572,149
Issyk-kul 37 27,636,151 37 27,636,151 37 27,636,151
Osh 49 36,599,227 5 4,900,000 54 41,499,227 54 41,499,227
Jalal-Abad 47 35,105,381 1 980,000 48 36,085,381 48 36,085,381
Talas 29 21,660,767 2 1,960,000 31 23,620,767 31 23,620,767
Naryn 18 13,444,614 18 13,444,614 18 13,444,614
Batken 20 14,938,460 20 14,938,460 20 14,938,460
Total 263 196,440,749 17 14,916,000 280 211,356,749 4 8,440,000 284 219,796,749

2012 Rate 1USD=50som

Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount
Chui 21 24,075,435 21 24,075,435 39 41,515,834 9 22,366,050 5 4,329,250 74 92,286,569
Issyk-kul 8 7,840,000 8 7,840,000 8 7,840,000 2 2,078,150 18 17,758,150
Osh 32 21,606,546 32 21,606,546 25 32,412,005 10 8,949,807 16 14,890,250 83 77,858,608
Jalal-Abad 37 26,212,030 37 26,212,030 12 11,931,952 8 3,947,094 24 21,425,000 81 63,516,076
Talas 15 12,635,704 15 12,635,704 11 11,143,944 6 14,997,650 3 2,637,250 35 41,414,548
Naryn 1 746,923 11 10,082,743 12 10,829,666 3 2,596,006 3 2,781,250 18 16,206,922
Batken 8 6,283,260 8 6,283,260 14 10,597,548 3 1,513,792 12 8,800,000 37 27,194,600
Total 1 746,923 132 108,735,718 133 109,482,641 112 118,037,289 38 53,852,543 63 54,863,000 346 336,235,473

2013 Rate 1USD=50som

Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount
Chui 16 20,518,625 32 43,894,060 68 71,898,811 4 3,468,000 120 139779496
Issyk-kul 23 20,006,867 35 34,144,480 58 54,151,347
Osh 4 4,196,685 22 20,121,377 55 54,225,286 27 23,482,750 108 102,026,098
Jalal-Abad 2 153,872 41 40,806,250 50 50,672,331 19 16,245,250 112 107,877,703
Talas 1 76,936 30 28,624,655 33 33,032,013 18 15,170,500 82 76,904,104
Naryn 1 38,625 10 8,541,698 18 19,158,810 3 3,085,500 32 30,824,633
Batken 5 15,296,992 23 24,873,142 25 24,096,985 15 9,458,250 68 73,725,369
Total 29 40,281,735 181 186,868,049 284 287,228,716 86 70,910,250 580 585,288,750

2014 Rate 1USD=50som

Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount
Chui 3 3,135,000 1 980,000 1 1,113,750 5 5,228,750
Issyk-kul 3 2,704,930 4 3,920,000 7 6,624,930
Osh 1 531,500 1 531,500
Jalal-Abad 3 2,940,000 3 2,940,000
Talas 2 2,155,000 6 5,880,000 6 5,203,750 14 13,238,750
Naryn 1 980,000 1 1,113,750 2 2,093,750
Batken 2 1,960,000 1 531,500 3 2,491,500
Total 0 0 9 8,974,930 16 15,680,000 10 8,494,250 35 33,149,180

Total Rate 1USD=50som

Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount Qty Amount
Chui 63 47,056,149 46 51,670,060 109 98,726,209 74 88,544,894 69 72,878,811 13 30,806,050 10 8,911,000 275 299,866,964
Issyk-kul 37 27,636,151 8 7,840,000 45 35,476,151 34 30,551,797 39 38,064,480 2 2,078,150 0 0 120 106,170,578
Osh 49 36,599,227 41 30,703,231 90 67,302,458 47 52,533,382 55 54,225,286 10 8,949,807 44 38,904,500 246 221,915,433
Jalal-Abad 47 35,105,381 40 27,345,902 87 62,451,283 53 52,738,202 53 53,612,331 8 3,947,094 43 37,670,250 244 210,419,160
Talas 29 21,660,767 18 14,672,640 47 36,333,407 43 41,923,599 39 38,912,013 6 14,997,650 27 23,011,500 162 155,178,169
Naryn 19 14,191,537 12 10,121,368 31 24,312,905 14 12,117,704 18 19,158,810 0 0 7 6,980,500 70 62,569,919
Batken 20 14,938,460 13 21,580,252 33 36,518,712 37 35,470,690 27 26,056,985 3 1,513,792 28 18,789,750 128 118,349,929
Total 264 197,187,672 178 163,933,453 442 361,121,125 302 313,880,268 300 302,908,716 42 62,292,543 159 134,267,500 1,245 1,174,470,152

WB Leasing State Development Bank of China Total

State leasing-2 State leasing-3 Total

Oblast State leasing-1 State leasing-1  Total of State leasing-1 State leasing-3State leasing-2

Total

State leasing-1 State leasing-1  Total of State leasing-1 State leasing-2 WB Leasing State Development Bank of China Total

Oblast

Oblast

Oblast

State Development Bank of China

State leasing-1 State leasing-2 State leasing-3

State leasing-1 State leasing-1  Total of State leasing-1 WB Leasing

State Development Bank of China Total

Oblast State leasing-1
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Statement of Comprehensive Income for the year ended 31 December 2013 (in 1000SOM )

31-Dec-13 31-Dec-12

Interest income 699,987 577,157

Interest expense (204,201) (174,303)

Net interest income before establishing RFCPL for interest 495,786 402,854

Establishing RFCPL for interset (43,524) 25,674

Net interest income 452,262 428,528

Net foreign exchange income 70,733 62,783

Fee and commission income 157,721 90,842

Fee and commission expense (36,550) (26,779)

Other imcome 12,304 9,102

Net non-interset income 204,208 135,948

Operating income 656,470 564,476

Operating expense (473,456) (405,221)

Establishing RFCPL for other activities (3,098) (5,789)

Profit before income tax 179,916 153,466

Income tax (17,028) (17,686)

Profit and total comprehensive income for the year 162,888 135,780

Base profit for one stock share, in SOM 2,715 2,263

*RFCPL= Reserve Fund to Cover Potential Loss
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Statement of Financial Position as of 31 December 2013  (in 1000SOM )

ASSETS 31-Dec-13 31-Dec-12

Cash and cash equivalents 540,966 546,172

Corresponding account in National Bank 197,385 137,693

Acoounts and loans in other banks and financial institutions 536,376 139,497

Loans to customers 4,824,628 3,264,316

Reserve to cover the loss of value (132,625) (88,886)

Loans to customers after the loss of value 4,692,003 3,175,430

Securities 1,102,451 7,206

Property and equipment 229,541 195,364

Intangible assets 6,870 7,212

Current tax asset - -

Other assets 75,409 121,135

Total assets 7,381,001 4,329,709

LIABILITIES and EQUITY

LIABILITIES

Accounts and deposits from banks 2,394 -

Accounts and deposits from customers 3,445,568 1,389,263

Amounts owed to Ministry of Finance 1,230,598 1,236,600

Amounts owed to National Bank 122,100 216,189

Government grant 88,567 96,619

Long term liabilities 808,191 -

Other attrackted funds 156,885 91,639

Current tax liabilities 2,723 914

Other liabilities 192,595 47,778

Total liabilities 6,058,616 3,087,017

EQUITY

Share capital 600,000 600,000

Additional paid-in capital 55,246 47,468

General banking reserve 504,251 459,444

Retained earning 162,888 135,780

Total equity 1,322,385 1,242,692

Total liabilities and equity 7,381,001 4,329,709
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Statement of Changes in Equity for the year ended 31 December 2013  (in 1000SOM )

Share Capital Added Capital Reserve for future
expenses Retained Profit Total Capital

Balance as at 1 January 2012 600,000 41,210 414,612 112,079 1,167,901

Profit and total comprehensive
income for the year

- - - 135,780 135,780

Transfer funds - - 44,832 (44,832) 0

Contribution by the Government - 6,258 - - 6,258

Dividends declared - - - (67,247) (67,247)

Balance as at 31 December 2012 600,000 47,468 459,444 135,780 1,242,692

Balance as at 1 January 2013 600,000 47,468 459,444 135,780 1,242,692

Profit and total comprehensive
income for the year

- - - 162,888 162,888

Transfer funds - - 44,807 (44,807) 0

Contribution by the Government - 7,778 - - 7,778

Dividends declared - - - (90,973) (90,973)

Balance as at 31 December 2013 600,000 55,246 504,251 162,888 1,322,385



 

 

付録 6：質問票調査結果 

Attachment 6: Result of Questionnaire Survey 
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Results of Questionnaire Survey 

 

Table 1. Cultivated area of interviewees by type of machinery possession (ha) 
Type No. of sample Mini. Max. Ave. Median 

A 23 3.5 200 44.1 30.0 
B 30 1 100 11.6 4.0 
C 19 0.04 6 1.1 0.7 

All 72 0.04 200 19.2 4.5 
Type A: Machinery owner 
Type B: No machinery owned and machinery service receiver 
Type C: Cultivator without both machines and machinery service 

 

Table 2. Cultivated area of interviewees by region (ha) 
Region No. of sample Mini. Max. Ave. Median 

North 4 provinces 41 0.2 200 26.5 7.0 
Southern 3 provinces 31 0.04 70.4 9.6 3.0 

All 72 0.04 200 19.2 4.5 

 

 

Figure 1 Constraints of farmers by region 

 

Table 3. Work efficiency of machines (Plowing) 
Province Crop Area 

(ha) 
Working 
time (hr) 

Fuel 
consumption 

(L/ha) 

Machines Work 
efficiency 

(Ha/hr) 
Chui Barley 12 20 17 MTZ80, 3row 0.60
Chui Alfalfa 13 20 18 MTZ80, 3row 0.65
Chui Beet 2 5 17 MTZ80, 3row 0.40
Chui Corn 5 8 17 MTZ80, 3row 0.63
Issyk-Kul Wheat 15 60 35 MTZ80, 3row 0.25
Issyk-Kul Barley 8 30 35 MTZ80, 3row 0.27
Issyk-Kul Potato 1.5 10 35 MTZ80, 3row 0.15
Issyk-Kul Sainfoin 16 60 35 MTZ80, 3row 0.27

0 5 10 15 20 25

Sales channel
Access to machinery

Irrigation water
Transportation

Price of fertilizer
Quality seed

Price of product
Quantity of fertilizer
Quality of Fertilizer

Fuel price
Production technique

Lack of finance
Availability of spare part

Storage
Repair

Notern 4 provinces

Southern 3 provinces
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Issyk-Kul Cabbage 0.15 2 25 MTZ80, 3row 0.08
Issyk-Kul Carrot 0.15 2 25 MTZ80, 3row 0.08
Issyk-Kul Red Beet 0.2 2 25 MTZ80, 3row 0.10
Naryn Barley 66 104 40 MTZ80, 3row 0.63
Naryn Forage 85 104 40 MTZ80, 3row 0.82
Jalal-Abad Wheat 12 24 50 MTZ80, 3row 0.50
Jalal-Abad Rice 2 24 50 MTZ80, 3row 0.08
Jalal-Abad Sunflower 3 2 50 MTZ80, 3row 1.50
Osh Cotton 3 16 30 MTZ80, 3row 0.19
Osh Corn 2 16 30 MTZ80, 3row 0.13
Osh Wheat 2 16 30 MTZ80, 3row 0.13
Osh Barley 2.6 16 30 MTZ80, 3row 0.16
Osh Alfalfa 2.5 16 30 MTZ80, 3row 0.16

 

Table 4. Work efficiency of machines (Plowing) 
Province Crop Area 

(ha) 
Working 
time (hr) 

Fuel 
consumption 

(L/ha) 

Machines Work 
efficiency 

(Ha/hr) 
Chui Barley 25 63 25 YTO904 0.40
Talas Barley 30 48 30 YTO904 0.63
Chui Clover 21 8 25 YTO904 2.63
Jalal-Abad Clover 3 4 25 YTO, 3row 0.75
Jalal-Abad Corn 10 24 25 YTO, 3row 0.42
Jalal-Abad Cotton 10 42 25 YTO, 3row 0.24
Jalal-Abad Sunflower 10 24 50 YTO, 3row 0.42
Chui Wheat 25 63 25 YTO904 0.40
Talas Wheat 100 80 30 YTO904 1.25

 

Table 5. Work efficiency of machines (Harvesting) 
Province Crop Area 

(ha) 
Working 
time (hr)

Fuel 
consumption 

(L/ha) 

Machines Work 
efficiency 

(Ha/hr) 
Talas Wheat 37 24 25 Finland, 2m 1.54
Talas Summer 

grains 
30 48 10 Finland, 2m 0.63

Talas Haricot 29 16 10 Finland, 2m 1.81
Talas Summer 

grains 
30 48 10 Finland, 2m 0.63

Naryn Wheat 12 8 20 German PPL-1.6 1.50
Naryn Barley 6 4 20 German PPL-1.6 1.50
Naryn Sunflower 5 2 20 German PPL-1.6 2.50
Naryn Wheat 12 8 20 German PPL-1.6 1.50
Naryn Barley 6 4 20 German PPL-1.6 1.50
Chui Barley 12 10 25 NIVA 1.20
Issyk-Kul Wheat 20 24 25 NIVA 0.83
Issyk-Kul Wheat 15 24 14 NIVA 0.63
Issyk-Kul Barley 8 12 14 NIVA 0.67
Jalal-Abad Wheat 25 48 30 NIVA80 0.52
Jalal-Abad Oats 10 16 30 NIVA80 0.63
Naryn Wheat 20 20 20 Russia D260(110hp) 1.00
Naryn Barley 10 20 20 Russia D260(110hp) 0.50
Naryn Wheat 20 56 20 Russia(110hp) 0.36
Issyk-Kul Potato 1.5 20 14 Russian, 2row 0.08
Issyk-Kul Potato 0.5 3 10 T28, digger 0.17
Chui Wheat 25 63 25 Ukraine, 3row 0.40
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Chui Barley 25 63 25 Ukraine, 3row 0.40

 

Table 6. Labor cost for farming work (som/ha) 
Crop Work Min. Max. 

Wheat Harvesting 1,000 1,500 
Haricot bean Weeding 2,500 3,300 
Haricot bean Harvesting 2,300 2,700 
Potato Planting 2,400 2,400 
Potato Weeding 3,000 3,000 
Potato Harvesting 4,500 4,500 
Beet Weeding 15,000 20,000 
Corn Weeding 1,000 5,000 
Cotton Harvesting 1,800 1,800 
Sainfoin Harvesting 1,600 2,000 
All crops Water management 1,000 2,500 

Since number of samples for each crop and work are very few 1 to 
3, these figures are just for reference. 

 

Table 7. Person of machinery operation 
 Owner himself/family Outsourcing Employee 

17 9 0 

 

Table 8. Means of operation skill acquisition 
Learnt from dealer School/collage Self-study 

0 6 15 

 

Table 9. Educational qualification of machinery owner 
ATC STE VC 

3 7 1 
ATC: Agricultural Technical College (Ministry of labor, migration and youth) 
STE: Secondary Technical Education (Ditto) 
VC: Vocational School (Ditto)  

 

Regarding to accident during machinery operation, no accident was reported from interviewees 
of questionnaire survey, but from interview by the study team, it was reported that 2 persons died 
by overturned accident of a combine harvester in Osh province in 2006. 

 

Table 10. Frequency of maintenance during cultivation period 
Daily basis Other 

23 0 

 

Table 11. Person/ place for maintenance (multiple answer) 
Owner himself/family Outsourcing Employee 

21 3 0 
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Table 12. Means of maintenance technique acquisition (multiple answer) 
Learnt from dealer School/collage Self-study 

0 3 14 

 

Table 13.Person/ place for repair (multiple answer) 
Operator Dealer Repair shop Others 

22 0 2 1 

 

Table 13. Person who purchase spare parts for repair (multiple answer) 
Owner Dealer Repair shop Other 

23 0 2 0 

 

Table 14. Purchasing place of spare parts (multiple answer) 
Bazar Dealer Repair shop Other 

20 1 4 0 

 

Table 15. Spare part supply 
Item Yes No 

Acceptability of delivery time 12 10 
Stock of spare parts 9 14 
Stability of spare part price 3 20 
Use of genuine parts 7 18 

 

Table 16. Country of origin of spare part 
China Russia Belarus Italy 

16 7 1 1 

 

Table 17. Problems of available spare part 
Cannot find suitable 

one 
Low quality Expensive No problem 

5 4 3 1 

 

Table 18. Spare parts to be repair, adjustment and replacement 
Item Number 

Tire 12 
Fuel system related parts 9 
Oil hydraulic system related 7 
Transmission related parts, engine related parts, bearing 4 
Injection nozzle and piston 3 

Repair cost is varied from 0 to 280,000 som/year, average cost is 86,000 som/year. 

 

Table 19. Tools and machines for maintenance and repair 
Welding 

equipment 
Drilling 
machine 

Lathe 
machine 

Forging 
machine 

Jack Compressor Grinder Hand 
tools 

18 21 4 1 1 3 1 23  



 

 

付録 7：主要作物の作物暦 

Attachment 7: Crop Calendar of Main Crop 
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主要作物の作物暦 
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付録 8：トラクタ購入農家の分析 

Attachment 8: Analysis of Farmers Leasing a Tractor 
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トラクタ購入農家の分析 

小麦生産における栽培面積と所得（純利益）の関係を調べるために試算を行った。試算の前提

条件は以下の通りである。 

・ トラクタの作業能力は最大 50ha/month の作業能力があり、自分の農地（借地含む）以外

はサービスを行うものとする。 

・ 作業適期は各作業（耕起・砕土、播種、施肥、運搬）1 ヶ月とする。つまり各作業は 1 ヶ

月を超えて行わないと仮定する。 

・ リーシングはトラクタのみの更新に利用し、作業機は以前から所有するものを引き続き使

用するため更新はしない。 

また、トラクタでの作業時の経費単価は、聞き取り調査、質問票調査の結果から、以下の通り

設定した。 

(a) 自分の農地（借地含む）   
  耕起 : 20 liters/ha 燃料費のみ（40 som/Liter） 
  砕土 : 20 liters/ha 燃料費のみ 
  播種 : 15 liters/ha 燃料費のみ 
  種子代 : 1,000 som/ha 20som/kg、200kg/ha、４年に

１回更新 
  施肥 : 15 liters/ha  燃料費のみ 
  肥料代 : 6,000 som/ha 20som/kg、300kg/ha 
  農薬散布 : 15 liters/ha 農薬不使用 
  農薬代 : 0 同上 
  水管理  : 2,000 som/ha 雇用費 
  収穫 : 2,800 som/ha 機械サービス委託費 
(b) 機械サービスからの純利益 : 4,000 som/ha 耕起、砕土、播種、施肥のす

べての作業の総額（オペレー
ター費用、燃料費、維持管理
費用を除く） 

 
図：農業生産及び農業機械サービスからの純利益 

上記条件のもと、耕作面積による農業生産と農業機械サービスからの純利益を試算した結果が
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上図である。ここで所得の 1/2 を年間のリーシング代金(初年 154,000som)の支払いに充当する

とした場合、年間 308,000som（154,000×2）の利益収入が必要となる。これを達成するために

は、小麦だけを栽培した場合、上図から最低でも 25ha での農業生産と 25ha での機械サービス

提供を行わなければならない。 

上で仮定したトラクタを所有する農家の平均耕作面積を 25ha とし、これら農家が各 1 台のト

ラクタを所有した場合、農業省が算定した必要台数 28,000 台＝トラクタ所有農家数となる。こ

の場合、機械を所有する農家、所有しないでサービスを受ける農家の内訳は以下の通りとなる。

この 28,000 台が上で仮定したとおり、自分の農地以外に 25ha のサービスを行ったとき、機械

を持たない農家の耕作面積 470,000ha への機械サービスが提供できる。 

 

表 機械所有形態による農家戸数・耕作面積の内訳 

 機械を持つ農家 平均耕作面積(ha) 25 上の試算結果 

 農家戸数（戸） 28,000
農業省試算による必要台数を

農家戸数とした。 

  全農家に占める割合(%) 7.8
(機械を持つ農家戸数)÷(全

農家戸数) 

  耕作面積(ha) 700,000 (平均面積)×(必要台数) 

 
機械を持たない農家 平均耕作面積(ha) 1.43

(機械を持たない農家の耕作

面積)÷(機械を持たない農家

戸数) 

 農家戸数（戸） 329,127
(全農家戸数)−(機械を持つ農

家戸数) 

 全農家に占める割合(%) 92.2
(機械を持たない農家戸数)÷

(全農家戸数) 

  耕作面積(ha) 470,000
(全耕作面積)−(機械を持つ農

家の耕作面積) 

 全体 全農家戸数（戸） 357,127 統計データ(3013) 

 全耕作面積（ha） 1,170,000 統計データ(2013) 

  平均耕作面積（ha） 3.3 (全耕作面積)÷(全農家戸数)

出典：報告書内統計データ、質問票データから調査団作成 

なお、本試算では、以下の項目は考慮されていない。 

 小麦以外の換金作物生産による影響 

 家畜販売、仕送りなど、他の収入による影響 

 家族数による影響 

 税金・社会保険料 
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以下に、ベラルーシ製トラクタをリーシングした場合の返済計画表を参考のため示す。 

表 トラクタ・リーシング時の支払い計画（参考） 

 

(som) 

Leasing 
year 

Quarter Leasing 
payment 

Balanced 
principal 

Remarks Annual 
repayment

1 1st quarter 14,000 700,000 Interest repayment  
2nd quarter 64,000 650,000 Interest and principal repayment  
3rd Quarter 13,000 650,000 Interest repayment  
4th Quarter 63,000 600,000 Interest and principal repayment 154,000

2 1st quarter 12,000 600,000 Interest repayment  
2nd quarter 62,000 550,000 Interest and principal repayment  
3rd Quarter 11,000 550,000 Interest repayment  
4th Quarter 61,000 500,000 Interest and principal repayment 146,000

3 
 

1st quarter 10,000 500,000 Interest repayment  
2nd quarter 60,000 450,000 Interest and principal repayment  
3rd Quarter 9,000 450,000 Interest repayment  
4th Quarter 59,000 400,000 Interest and principal repayment 138,000

4 
 

1st quarter 8,000 400,000 Interest repayment  
2nd quarter 58,000 350,000 Interest and principal repayment  
3rd Quarter 7,000 350,000 Interest repayment  
4th Quarter 57,000 300,000 Interest and principal repayment 130,000

5 
 

1st quarter 6,000 300,000 Interest repayment  
2nd quarter 56,000 250,000 Interest and principal repayment  
3rd Quarter 5,000 250,000 Interest repayment  
4th Quarter 55,000 200,000 Interest and principal repayment 122,000

6 1st quarter 4,000 200,000 Interest repayment  
2nd quarter 54,000 150,000 Interest and principal repayment  
3rd Quarter 3,000 150,000 Interest repayment  
4th Quarter 53,000 100,000 Interest and principal repayment 114,000

7 1st quarter 2,000 100,000 Interest repayment  
2nd quarter 52,000 50,000 Interest and principal repayment  
3rd Quarter 1,000 50,000 Interest repayment  
4th Quarter 51,000 0 Interest and principal repayment 106,000

 

 

Model MTZ82.1  

Price 1,000,000 som 

Down payment 300,000 som 

Leasing price 700,000 som 

Annual interest rate 8.00 % 

Term of leasing 7 years 
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